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１（１）①　社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

■年度計画における目標設定の考え方
　中期計画においては、科学技術基本計画、国土交通省技術基本計画、北海道総合開発計画、食料・農業・
農村基本計画、水産基本計画の上位計画を踏まえた形で中期目標に示された 4つの目標に対応すべく図－
1.1.1 の 6 つの重点的研究開発課題を掲げ、その解決に向けてプロジェクト研究、重点研究を重点的かつ集中
的に実施することとしている。また、その実施に当たっては、全体の研究費のうち概ね 75％以上を充当す
ることとした。なお、社会情勢の変化等により、早急に対応する必要があると認められる課題が発生した場
合には、当該課題に対応するプロジェクト研究を立案し、取り組むものである。

図－1.1.1　中期計画の目標と重点的研究開発課題
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１（１）①　社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

表－1.1.1　第 3期中期計画の16のプロジェクト研究

4つの目標 6つの重点的研究開発課題 プロジェクト研究課題

ア）�安全・安心な
社会の実現

①激甚化・多様化する自
然災害の防止、軽減、
早期復旧に関する研究

プロ－１．�気候変化等により激甚化する水災害を防止、軽減するため
の技術開発

プロ－2．�大規模土砂災害等に対する減災、早期復旧技術の開発

プロ－3．�耐震性能を基盤とした多様な構造物の機能確保に関する研
究

プロ－4．雪氷災害の減災技術に関する研究

プロ－5．防災・災害情報の効率的活用技術に関する研究

イ）�グリーンイノ
ベーションに
よる持続可能
な社会の実現

②社会インフラのグリー
ン化のためのイノベー
ション技術に関する研
究

プロ－6．�再生可能エネルギーや廃棄物系バイオマス由来肥料の利活
用技術・地域への導入技術の研究

プロ－7．�リサイクル資材等による低炭素・低環境負荷型の建設材料・
建設技術の開発

③自然共生社会実現のた
めの流域・社会基盤管
理技術の関する研究

プロ－8．�河川生態系の保全・再生のための効果的な河道設計・河道
管理技術の開発

プロ－9．�河川の土砂動態特性の把握と河川環境への影響及び保全技
術に関する研究

プロ－ 10．流域スケールで見た物質の動態把握と水質管理技術

プロ－ 11．地域環境に対応した生態系の保全技術に関する研究

プロ－ 12．�環境変化に適合する食料生産基盤への機能強化と持続性の
あるシステムの構築

ウ）�社会資本の戦
略的な維持管
理・長寿命化

④社会資本ストックの戦
略的な維持管理に関す
る研究

プロ－ 13．�社会資本をより永く使うための維持・管理技術の開発と体
系化に関する研究

プロ－ 14．�寒冷な自然環境下における構造物の機能維持のための技術
開発

⑤社会資本の機能の増進
　・長寿命化に関する研究

プロ－ 15．�社会資本の機能を増進し、耐久性を向上させる技術の開発

プロ－ 16．�寒冷地域における冬期道路のパフォーマンス向上技術に関
する研究

エ）�土木技術によ
る国際貢献

⑥我が国の優れた土木技
術によるアジア等の支
援に関する研究

プロ－1．�気候変化等により激甚化する水災害を防止、軽減するため
の技術開発（再掲）

プロ－2．�大規模土砂災害等に対する減災、早期復旧技術の開発（再
掲）

プロ－5．�防災・災害情報の効率的活用技術に関する研究（再掲）

プロ－ 11．�地域環境に対応した生態系の保全技術に関する研究（再掲）

プロ－ 13．�社会資本をより永く使うための維持・管理技術の開発と体
系化に関する研究（再掲）

2. プロジェクト研究の概要と研究成果
　25 年度に実施している 16 プロジェクトを表 -1.1.1 に示す。また、プロジェクト研究の概要と代表的な研
究成果を次頁以降に示す。
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１（１）①　社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

■ 25 年度に得られた成果（取組み）の概要
①全球気候モデルのダウンスケール手法
　全球気候モデルの力学的ダウンスケーリング後
の降水量予測の再現性において、台風の影響を検
証し、台風と流域の距離が大きく影響することが
判明した。（図 -1.1）。

②アンサンブル降雨予測による洪水予測手法
　アンサンブルカルマンフィルタを導入した気象
モデルを用いて、国内のダム流域を対象に台風時
のダム流入量を予測した。6時間先の予測結果は、
アンサンブル予測が決定論的予測よりも高い精度
が確認された（図 -1.2）。

③ 堤防の浸透安全性・耐震性評価技術
　堤防の小規模浸透実験を行い、高速比抵抗探査
システムにより、浸透水の集中通水箇所をほぼリ
アルタイムで捉えることができることがわかった
（図 -1.3）。
　基礎地盤浸透安全性概略評価の検討のため、地
形と表層地質との関係について、地形分類図とボー
リングデータを用い天竜川下流部で検討した結果、
定性的な関係が認められた（表 -1.1）。
　堤防の内部侵食や地震時の堤体液状化に関する
模型実験を実施し、内部侵食の初期変状には間隙
水圧比の関係性が高いこと、堤体液状化による堤
防の被災程度へ堤体の密度が大きな影響を及ぼす
ことを確認した（図 -1.4）。

④ 河川堤防の浸透・地震複合対策技術の開発
　堤防の模型実験により、揚圧力対策工として、
透水トレンチの効果を確認した。また、変形解析
法を改良し、解析値と遠心模型実験による実測値
の堤防天端沈下量の比較により、液状化対策への
適用性を確認した（図 -1.5）。

⑤ 河川津波の波と構造物等の条件による作用波力
の算定手法

　水理模型実験等により、堰や水門のゲートを開
けることによってゲートに作用する波圧や河道全
体の波高を低減させる効果を有することがわかっ
た（図 -1.6）。

表 -1.1　�天竜川周辺のボーリングデータに基づく地
形と表層地質との関係

図 -1.5　�堤防天端沈下量の遠心模型実験の実測値と
改良した解析値の関係

図 -1.6　�模型実験の結果（波高）と状況

図 -1.4　�遠心模型実験による加振後の堤体変形状況
（堤体密度の影響）
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１（１）①　社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

■ 25 年度に得られた成果（取組み）の概要
① 大規模土砂災害等の発生危険箇所を抽出する

技術の構築
　平成 25 年台風 26 号の豪雨により、伊豆大島
で、土砂災害危険区域内の谷地形が明瞭でない
斜面において表層崩壊が発生。事前に設定した
谷出口以外からの泥流が流出したことにより甚
大な被害が生じた。このため、従来の方法では
抽出されない、火山地域特有の地形特性を考慮
した土砂災害危険箇所の設定方法について研究
計画を変更し、新たに着手した（図 -2.4）。

②大規模土砂災害等に対する対策技術の構築
　従来型ポケット式落石防護網の構成部材のエ
ネルギー吸収量の算定や数値解析における材料
構成則等の設定を目的として、大型静的・衝撃
載荷実験を実施し、その挙動について検討を
行った。また、過年度実施の実規模重錘衝突実
験を対象に数値解析手法の妥当性を検討すると
ともに、従来設計法の設計適用範囲等について
とりまとめた（図 -2.5）。

③大規模土砂災害に対する応急復旧技術の構築
　土砂災害を対象とした大型土のうを存置した
復旧工法の性能評価について、以下のような条
件で遠心模型実験を行った。
　1）地山の有無による影響
　2）背面地山の形状の違いによる影響
　3）上載盛土設置の有無による影響
　この結果、災害現場で多い地山の接近した条
件では変形量は多いものの、安定補助工法であ
る補強土の機構に沿った樽型の変形モードが見
られ、補助工法の有効性が確認された。一方、
上載盛土があると、最上段が大きな変形を示し、
補強土工法の効果が十分発揮されず、対策が必
要なことが分かった（図 -2.6）。

図 -2.4　�台風 26号豪雨による伊豆大島の表層崩壊（関
東地方整備局提供）

大型衝撃載荷実験状況

実規模実験状況 数値解析結果例

図 -2.5　落石防護網の実験状況と数値解析

図 -2.6　大型土のう実験ケースとその結果
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１（１）①　社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

■ 25 年度に得られた成果（取組み）の概
要
① リアルタイム計測情報を活用した土砂災害危

険度情報の作成技術の開発
　きめ細かな警戒避難情報の作成を目的とし
て、これまでに開発した「豪雨による土砂災害
発生時刻予測モデル」、「斜面及び渓流の監視情
報」の運用方法を検討するため、マルチエージェ
ントモデルを用いた基礎的な検討を実施した。
降雨による崩壊発生～土石流～氾濫の一連の現
象に伴う住民の避難行動をモデル化するととも
に避難開始時刻の違いによる避難所要時間の変
化を検討した（図 -5.4）。

② 総合的な洪水・水資源管理を支援する基盤シ
ステムの開発
　25 年度は、アジア域における総合洪水解析シ
ステム（IFAS）のパラメータ設定手法の標準
化の検討と、はん濫の影響を考慮した流出解析
手法の開発を行った。具体的には、全球規模の
土質分布に応じた標準パラメータに加えて、詳
細な地質調査結果が得られた場合には、それを
モデルパラメータに容易に反映することがで
きるインターフェイスの改良を実施した。ま
た、インダス川下流域のような低平地において、
はん濫の影響を考慮した流出解析を行うため、
IFAS と氾濫予測を行う RRI モデルを連結させ
たインターフェイスを開発した（図 -5.5）。

③ 人工衛星を用いた広域洪水氾濫域・被害規模
および水理量推定技術の開発
　25 年度は、流出家屋位置・戸数推定アルゴ
リズムの開発の一環として、高分解能 SAR衛
星データを用いて流出家屋の定量的な推定手法
を試み、確立した。抽出された家屋戸数の推定
結果より、（1）ピクセル単位の家屋の判定は困
難であるため、建物単位の流出率推定アルゴリ
ズム（2）判読分析を行うため高分解能画像の
オブジェクトに分割した上でのクラス分類（3）
建物の棟数で評価した精度と面積で評価した精
度の比較、など今後の課題も明らかになってき
た（図 -5.6）。

図 -5.4　�マルチエージェントモデルによる避難行動シ
ミュレーションの事例

図 -5.5　IFASと RRI モデルの連結イメージ

図 -5.6　�衛星観測範囲内（陸前高田市の沿岸部）で推
定した家屋

　　※(1) 津波前後の2時期カラー合成SAR画像
　　　　　(地上分解能2.5m)
　　　�(2) 空色は流出して消えた建物、青色は残留家屋や建物、
　　　　　赤いピクセルは流出物などと推定できる。
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図 -8.6　根系による土砂緊縛効果

■ 25 年度に得られた成果（取組み）の概要
①物理環境変化による河川生態系への影響解明
　ADCP による濁度の推定方法について現地実験
を通じ適用濁度範囲を拡大させるとともに、河川
由来の流入濁質の拡散範囲を推定可能な流動モデ
ルを構築した。また、冷水性魚類の産卵床について、
選択性指数による判定結果の定量的な評価を行う
手法を提案するとともに、水理実験により河岸付
近の流速は護岸粗度だけでなく、河床材料の粒径
も影響することが示唆された。さらにハリエンジュ
は、冠水による撹乱と河床変動が少ない箇所に侵
入すること、その抑制のためには撹乱が必要であ
ることを明らかにした（図 -8.2 ～ 4）｡

②河川環境の評価技術の開発
　阿賀野川水系阿賀川と五ヶ瀬川水系北川を対象
に、植物群落保全の優先度評価の開発を行った。
イシガイ類を指標とした氾濫原評価手法を他河川
へ適用し、氾濫原保全の物理量を定量化した（図
-8.5）。

③ 生物生息場を考慮した河道設計 ･ 管理技術の開
発

　結氷下の水質観測を実施し､ 底質によって溶存
酸素が消費され、栄養塩が溶出することを確認す
るとともに、天塩川においてヤマトシジミの現存
量は底質の粒径組成の影響が低いことを確認した。
砂州が発生する河道条件を踏まえた河道整備によ
り、冷水性魚類の産卵環境を改善できる可能性を
示した。河道内樹林の伐採後の流況変化を踏まえ
た伐採方法の留意点を整理するとともに、トータ
ルコストを考慮した樹林管理手法を提案した。イ
シガイ類の生息に適した水域形状とそれが維持さ
れ易い平面位置・掘削高さについて検討するとと
もに、氾濫原環境の評価手法の精度向上を図った。
さらに、多自然護岸工法に関して、個別施工箇所
を対象とした現地調査を行い、機能低下要因の解
明に向けた分析を行った。また、植生の根系がも
たらす土砂緊縛効果を模型実験からモデル化し、
実験結果の再現検証を行った（図 -8.6）。

図 -8.3　産卵床数と交互砂州の発生条件

図 -8.4　ハリエンジュの侵入と成長の機構

図 -8.5　イシガイ類の水域内分布と等深線
図．色別にイシガイ（青）、トンガリササノハガイ（緑）、
ドブガイ属（桃）の割合を、数字は総採捕個体数を示す
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■ 25 年度に得られた成果（取組み）の概要
①冬期路面管理水準の判断支援技術の開発
　冬期路面管理水準の妥当性の検証するために、
連続路面すべり抵抗値測定装置（CFT）を用いて
現道における路面すべり抵抗モニタリング調査を
行った。また、路線のすべり特性を説明するため
の基礎的分析を行い、すべり分布の再現性を気温
と降雪の有無により検証した。

② 効率的な冬期路面管理のための複合的路面処理
技術の開発

　密粒度舗装を対象として野外走行試験を実施し、
すべり抵抗値、路面氷膜厚、塩濃度等を測定し、
その結果から路面氷膜厚とすべり抵抗値の関係を
明らかにして散布後のすべり抵抗値を推定する手
法を構築した（図 -16.5）。

③  ICT を活用した効率的、効果的な除雪マネジメ
ント技術の開発
　除雪機械稼働情報を可視化し、除雪作業効率を
分析・評価する、「除雪作業効率分析・評価手順資
料（案）」を作成した。また、除雪機械稼働情報を
システム上で可視化する「可視化機能」を開発し
た（図 -16.6）。

④ 積雪期における安心・安全な歩道の路面管理技
術の開発

　バリアフリー区間の縦断勾配設計に関し歩行実
験による主観的評価（図 -16.3）を行った。また、
雪氷路面処理装置の排雪機能と不陸追従性の向上
を図り、性能確認試験を実施した（図-16.7）。さらに、
すべり止め材散布技術および雪氷路面処理装置の
効果を歩行実験により検証した。

⑤郊外部における車線逸脱防止対策技術の開発
　23 年度に開発した高速道路用柵に続き一般道路
用柵の性能確認試験（図 -16.8）を平成 26 年 3 月
に実施した結果、防護柵設置基準のすべての基準
値を満足し一般道路用の新たな防護柵の開発に成
功した。大型車用ランブルストリップスについて
は冬期路面状況下での被験者走行実験を行い、警
告効果と安全性の観点から技術仕様を検討した。

図 -16.5　路面氷膜厚とすべり抵抗値

図 -16.6　可視化機能を用いた除雪情報の可視化例

図 -16.7　雪氷路面処理装置の性能確認試験

図 -16.8　一般道路用柵の性能確認試験
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3．重点研究の概要と研究成果
　25 年度は、表 -1.1.2 に示す 57 課題の重点研究を実施した。このうち 5課題は 25 年度に開始し、13 課題は
25 年度に終了した課題である。例えば、「ICT施工を導入したロックフィルダムの施工管理方法の合理化に
関する研究」では、強度のばらつきを考慮したすべり安全性の影響や変形性のばらつきを考慮した堤体沈下
の影響についての検討を行い、ICT施工を導入した場合のロックフィルダムの品質管理手法についてデータ
のばらつきを考慮した品質管理基準に関する提案を行ったほか、「氷海の海象予測と沿岸構造物の安全性評
価に関する研究」では、オホーツク海に面した港湾を対象に、将来の波高変化による防波堤への影響を検討し、
消波ブロックの大型化や堤体の拡幅が必要であることを明らかとしたことなど、所要の成果が得られた。
　25 年度計画に記された課題の成果は、本報告書巻末の参考資料－ 4「25 年度に行った重点研究の成果概要」
に記載する。以下に重点研究の代表的な成果例を示す。

No. 重点研究課題名 担当 研究期間

1※ 盛土施工の効率化と品質管理向上技術に関する研究
先端技術チーム
土質・振動チーム
施工技術チーム

H21～H25

2 開発途上国における都市排水マネジメントと技術適用に関する研究 リサイクルチーム H23～H27

3
骨材資源を有効活用した舗装用コンクリートの耐久性確保に関する
研究

基礎材料チーム H24～H27

4 ゆるみ岩盤の安定性評価法の開発 地質チーム H22～H27

5
河川事業への遺伝情報の活用による効率的・効果的な河川環境調査
技術と改善技術に関する研究

河川生態チーム H23～H27

6
ダムによる水質・流況変化が水生生物の生息に与える影響に関する
研究

河川生態チーム H23～H27

7 水環境中における未規制化学物質の挙動と生態影響の解明 水質チーム H23～H27

8 下水処理プロセスにおける化学物質の制御技術に関する研究 水質チーム H23～H27

9※
恒久的堆砂対策に伴う微細土砂が底生性生物におよぼす影響に関す
る研究

自然共生研究センター H22～H25

10※ 流水型ダムのカーテングラウチングの合理化に関する研究 水工構造物チーム H22～H25

11※
ICT 施工を導入したロックフィルダムの施工管理方法の合理化に関
する研究

水工構造物チーム H23～H25

12
環境に配慮したダムからの土砂供給施設の開発及び運用に関する研
究

水理チーム H23～H27

13
土石流危険渓流が集中する山地流域における土砂流による被災範囲
推定手法の開発

火山・土石流チーム H23～H26

14 初生地すべりの変動計測システムと危険度評価技術の開発 地すべりチーム H23～H27

15※ 道路ユーザーの視点に立った性能評価法に関する研究 舗装チーム H23～H25

16※ 洪水災害に対する地域防災力評価手法に関する研究 水災害研究グループ H21～H25

17※
全球衛星観測雨量データの海外における土砂災害への活用技術に関
する研究

水災害研究グループ H23～H25

18
河床変動の影響を考慮した設置型流速計による洪水流量観測手法に
関する研究

水災害研究グループ H24～H28

19＊ 防災・災害情報の活用技術とその効果に関する研究 水災害研究グループ H25～H27

20※ 塩害橋の予防保全に向けた診断手法の高度化に関する研究 橋梁構造研究グループ H21～H25

表－1.1.2　重点研究の一覧
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No. 重点研究課題名 担当 研究期間

21※ 構造合理化に対応した鋼橋の設計法に関する研究 橋梁構造研究グループ H21～H25

22※
既設鋼道路橋における疲労損傷の調査・診断・対策技術に関する研
究

橋梁構造研究グループ H21～H25

23※ 非破壊検査技術の道路橋への適用性に関する調査 橋梁構造研究グループ H22～H25

24 鋼床版構造の耐久性向上に関する研究 橋梁構造研究グループ H24～H27

25＊ 繊維シートによるRC床版の補強設計法に関する研究 橋梁構造研究グループ H25～H29

26＊
調査法や施工法の精度・品質に応じた道路橋下部構造の信頼性評価
技術に関する研究

橋梁構造研究グループ H25～H27

27※ 積雪寒冷地における既設RC床版の損傷対策技術に関する研究 寒地構造チーム H22～H25

28 積雪寒冷地に対応した橋梁点検評価等維持管理技術に関する研究 寒地構造チーム H23～H26

29 積雪寒冷地における鋼橋の延命化技術の開発 寒地構造チーム H23～H26

30 既設落石防護構造物の補修・補強技術に関する研究 寒地構造チーム H24～H27

31
泥炭性軟弱地盤における既設構造物基礎の耐震補強技術に関する研
究

寒地地盤チーム H22～H26

32 火山灰地盤における構造物基礎の耐震性評価に関する研究 寒地地盤チーム H22～H26

33
泥炭地盤の変形特性を考慮した土構造物の耐震性能照査に関する研
究

寒地地盤チーム H24～H27

34 時間遅れを伴うトンネル変状の評価法に関する研究 防災地質チーム H23～H26

35
積雪寒冷地における再生粗骨材のプレキャストコンクリートの利用
拡大に関する研究

耐寒材料チーム H23～H27

36 積雪寒冷地における道路舗装の予防保全に関する研究 寒地道路保全チーム H23～H27

37
集中豪雨等による洪水発生形態の変化が河床抵抗及び治水安全度に
もたらす影響と対策に関する研究

寒地河川チーム H23～H27

38 河川結氷災害の現象の解明及び災害対策技術の開発 寒地河川チーム H23～H27

39
積雪寒冷地河川における水理的多様性の持続的維持を可能にする河
道設計技術の開発

寒地河川チーム H23～H27

40
積雪寒冷地域における土丹河床の浸食過程と河川構造物等の影響に
関する研究

寒地河川チーム H23～H27

41 越水等による破堤の被害軽減技術に関する研究 寒地河川チーム H24～H28

42＊ 高流速域における河川構造物の安定性に関する研究 寒地河川チーム H25～H28

43 積雪・融雪状況に適応した寒冷地ダムの流水管理に関する研究 水環境保全チーム H23～H27

44 津波による流氷群の陸上来襲に備えた沿岸防災に関する研究 寒冷沿岸域チーム H23～H27

45※ 氷海の海象予測と沿岸構造物の安全性評価に関する研究 寒冷沿岸域チーム H23～H25

46 冬期道路の走行性評価技術に関する研究

寒地交通チーム
雪氷チーム
寒地道路保全チーム
寒地機械技術チーム

H23～H27

47 積雪寒冷地における新たな交差構造の導入に関する研究
寒地交通チーム
寒地機械技術チーム

H24～H26

48＊ 積雪寒冷地における「2+1」車線道路の設計技術に関する研究 寒地交通チーム H25～H28

49
ライフサイクルに応じた防雪林の効果的な育成・管理手法に関する
研究

雪氷チーム
寒地機械技術チーム

H23～H26
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No. 重点研究課題名 担当 研究期間

50 道路構造による吹きだまり対策効果の定量化に関する研究 雪氷チーム H24～H27

51 水質対策工の長期的な機能維持に関する研究 水利基盤チーム H23～H27

52 大規模農業用水利システムにおける地震等緊急時の管理技術の開発 水利基盤チーム H24～H27

53 空間認識を利用した歩行空間の設計技術に関する研究 地域景観ユニット H23～H26

54
景観機能を含めた多面的評価による道路空間要素の最適配置技術に
関する研究

地域景観ユニット
寒地交通チーム

H23～H26

55 融雪施設の効率的な再生可能エネルギー活用に関する研究 寒地機械技術チーム H23～H26

56 雪堆積場の雪冷熱利用技術に関する研究 寒地機械技術チーム H23～H26

57 積雪寒冷地における河川用機械設備の維持管理手法に関する研究 寒地機械技術チーム H23～H26

No. 欄の「※」印は 25 年度に終了した課題。「＊」印は 25 年度に開始した課題。
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１（１）②　基盤的な研究開発の計画的な推進

■ 25 年度における取り組み
1．基盤研究の実施
　25 年度は、上記目標設定の考え方に基づき、表－ 1.1.3 に示す 120 課題（うち新規 20 課題、終了 37 課題）
の基盤研究を実施した。

No. 基盤研究課題名 担当 研究期間

1 機能的な橋梁点検・評価技術に関する研究 先端技術チーム
H22～
H26

2 非常用施設の状態監視技術に関する研究
先端技術チーム
寒地機械技術チーム

H22～
H26

3 建設作業における安全管理向上に関する研究 先端技術チーム
H24～
H26

4 建設機械へのバイオディーゼル燃料の普及に関する研究 先端技術チーム
H24～
H26

5 人間の視覚特性に着目した街路景観評価手法に関する研究 材料資源研究グループ
H22～
H26

6 現場塗装時の外部環境と鋼構造物塗装の耐久性の検討
新材料チーム
耐寒材料チーム

H22～
H26

7※ 合理的なアルカリシリカ反応抑制対策に関する研究開発
新材料チーム
基礎材料チーム
地質・地盤研究グループ

H21～
H25

8 建設材料の新しい劣化評価手法に関する研究 新材料チーム
H23～
H26

9 機能高分子材料を用いた構造物劣化検出 新材料チーム
H23～
H27

10 未利用アスファルト資源の舗装への適用に関する研究
新材料チーム
舗装チーム

H24～
H26

11※ 再生水利用の安全リスクに関する研究 リサイクルチーム
H21～
H25

12＊
震災時の機能不全を想定した水質リスク低減手法の構築に関する研
究

リサイクルチーム
H25～
H28

13※ 道路高盛土の耐震安全性評価のための現地計測・管理手法の研究 地質・地盤研究グループ
H23～
H25

14※ 河川堤防基礎地盤の原位置バイピング特性調査法の実用化研究 地質チーム
H23～
H25

15※
ダム堤体および基礎地盤の合理的安全性評価による試験湛水の効率
化に関する研究

地質チーム
水工構造物チーム

H23～
H25

16 山地部活断層の地形的把握方法に関する研究 地質チーム
H24～
H26

17＊ 河川堤防の長期的機能低下の評価に関する研究 土質・振動チーム
H25～
H27

18※ 微生物機能を活用した次世代地盤改良技術に関する研究
土質・振動チーム
寒地地盤チーム

H23～
H25

19 地盤の地震時挙動における動的解析手法の適用に関する研究 土質・振動チーム
H23～
H26

表－1.1.3　基盤研究の一覧
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No. 基盤研究課題名 担当 研究期間

20※ 低改良率地盤改良における盛土条件に関する研究 施工技術チーム H22～H25

21※
河道内における移動阻害要因が魚類に及ぼす影響の評価に関する研
究

河川生態チーム H22～H25

22 湖沼における沈水植物帯再生技術の開発に関する研究 河川生態チーム H23～H26

23
河川と周辺域における生態系の機構解明とその評価技術に関する研
究

河川生態チーム H23～H26

24
土砂動態および魚類の移動特性を踏まえた、魚道設計技術に関する研
究

河川生態チーム H24～H28

25※ 地球環境の変化が河川湖沼水質に及ぼす影響の評価に関する研究 水質チーム H21～H25

26※
魚類の繁殖・稚魚の生育試験による下水処理水の安全性評価に関する
研究

水質チーム H23～H25

27※ 亜酸化窒素の水環境中動態に水質が与える影響に関する基礎的研究 水質チーム H23～H25

28 微量金属を対象とした藻類抑制手法の提案 水質チーム H23～H26

29＊
レポータージーンアッセイを用いた再生水の安全性評価に関する研
究

水質チーム H25～H27

30※ 水生生物に蓄積している未規制化学物質の実態の解明に関する研究 水質チーム H23～H25

31 景観と自然環境に配慮した護岸工法の開発 自然共生研究センター H23～H27

32 環境配慮型帯工の開発に関する基礎的研究 自然共生研究センター H23～H27

33
実験河川を用いた河川環境の理解向上のための情報発信手法に関す
る研究

自然共生研究センター H21～H27

34＊ 貯水池に流入する濁質の動態と処理に関する研究 水理チーム H25～H27

35※ 地すべり斜面の地下水観測手法の標準化に関する研究 地すべりチーム H22～H25

36
崩落に至る地すべり土塊の変形プロセスの解明及び崩落範囲推定手
法の開発

地すべりチーム H23～H27

37
すべり面の三次元構造を考慮した大規模地すべりの安定性評価に関
する研究

地すべりチーム H24～H28

38 地すべり対策工における耐震性能評価に関する研究 地すべりチーム H24～H28

39 雪崩対策施設の管理技術の向上に関する研究
雪崩・地すべり研究
センター

H24～H27

40
数値シミュレーションを用いた合理的な雪崩防護施設設計諸元の設
定手法に関する研究

雪崩・地すべり研究
センター

H24～H26

41
道路利用者の視点による道路施設メンテナンスの高度化に関する研
究

道路技術研究グループ H24～H26

42※ 震災被害軽減に資する舗装技術に関する研究 舗装チーム H24～H25

43 舗装マネジメントシステムの実用性向上に関する研究 舗装チーム H24～H26

44＊ セメントコンクリート舗装の適用性に関する研究 舗装チーム H25～H26

45※ 凍結抑制舗装の性能向上に関する研究 舗装チーム H22～H25

46 防水型トンネルの設計法に関する研究 トンネルチーム H24～H26

47
火災等に対する道路トンネルへのリスクアセスメントの適用性に関
する研究

トンネルチーム H23～H26

48＊ 新支保部材を活用したトンネルの設計・施工の高度化に関する研究 トンネルチーム H25～H27

49＊ シールドトンネルの維持管理手法に関する研究 トンネルチーム H25～H28
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No. 基盤研究課題名 担当 研究期間

50※ 既設トンネル不可視覆工の劣化推定・評価技術の開発 寒地構造チーム H23～H25

51※ 新旧コンクリート界面部分の設計・施工技術に関する研究 寒地構造チーム H23～H25

52※ 免震・制震デバイスの低温時性能評価に関する研究 寒地構造チーム H23～H25

53＊
災害発生後の防災構造物に対する調査点検手法と健全度評価に関す
る研究

寒地構造チーム H25～H27

54＊
超高性能繊維補強コンクリートを用いた補修・補強技術に関する基礎
研究

寒地構造チーム H25～H27

55＊ せん断補強による道路橋床版の長寿命化に関する研究 寒地構造チーム H25～H28

56※ 泥炭性軟弱地盤における盛土の長期機能維持に関する研究 寒地地盤チーム H22～H25

57 積雪寒冷地における補強土壁の品質向上および健全度に関する研究 寒地地盤チーム H23～H26

58
特殊土地盤における性能規定化に対応した地盤変形特性の調査手法
に関する研究

寒地地盤チーム H23～H27

59 積雪寒冷地における切土のり面の崩壊危険度評価に関する研究 寒地地盤チーム H24～H27

60
積雪寒冷地における道路のり面の緑化手法および植生管理に関する
研究

寒地地盤チーム H24～H27

61 履歴分析に基づく斜面災害の誘因に関する研究 防災地質チーム H23～H26

62 維持・管理を考慮した地下水環境の評価手法に関する研究 防災地質チーム H23～H26

63
積雪寒冷地における岩切法面の経年劣化に対する評価・対策手法に関
する研究

防災地質チーム H24～H27

64＊ 植物の浄化機能を活用した重金属類の合理的な対策に関する研究 防災地質チーム H25～H27

65※ 表面被覆工法の塩分環境下の凍害に対する耐久性に関する研究 耐寒材料チーム H21～H25

66
積雪寒冷環境下に長期暴露されたコンクリートの耐久性評価に関す
る研究

耐寒材料チーム H23～H27

67 疲労と凍害の複合劣化を受けたRC梁の耐荷力評価に関する研究 耐寒材料チーム H23～H27

68※ 積雪寒冷地における火山灰のコンクリートへの利用に関する研究 耐寒材料チーム H24～H25

69
樋門コンクリートの凍害劣化に対する耐久性および維持管理に関す
る研究

耐寒材料チーム H24～H28

70※ トンネル内舗装のすべり対策に関する研究 寒地道路保全チーム H23～H25

71 簡易な舗装点検評価手法に関する研究 寒地道路保全チーム H23～H27

72 積雪寒冷地の空港舗装の劣化対策に関する研究 寒地道路保全チーム H24～H27

73 積雪寒冷地におけるコンクリート舗装の劣化対策に関する研究 寒地道路保全チーム H24～H26

74 積雪寒冷地の高規格道路舗装の機能向上に関する研究 寒地道路保全チーム H24～H27

75 積雪寒冷地河川の物質輸送に関する研究 寒地河川チーム H23～H27

76
流路の固定化に着目した河道形成機構と持続可能な河道の管理及び
維持技術に関する研究

寒地河川チーム H23～H27

77 寒冷地域における河川津波災害の防止・軽減技術に関する研究 寒地河川チーム H24～H28

78＊ 寒冷地特性を考慮した火山泥流監視システムの開発に関する研究 寒地河川チーム H25～H29

79※ 寒冷地域に適応した河畔林管理に関する研究 水環境保全チーム H22～H25

80※ 寒冷地域に適応した堤防法面植生に関する研究 水環境保全チーム H22～H25

81※
寒冷地急流河川における構造物端部の環境特性と修復手法に関する
研究

水環境保全チーム H23～H25
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No. 基盤研究課題名 担当 研究期間

82※ 小港湾における老朽化した防波堤の改良方策に関する研究 寒冷沿岸域チーム H23～H25

83＊ 港湾・漁港における津波漂流物対策に関する研究 寒冷沿岸域チーム H25～H27

84※ 気象・路面状態に応じてドライバーが選択する走行速度に関する研究 寒地交通チーム H23～H25

85※ 地域医療サービスからみた道路網評価に関する研究 寒地交通チーム H23～H25

86※
プローブデータの活用による冬期都市道路の除雪レベルと移動性評
価に関する研究

寒地交通チーム H23～H25

87 除雪水準の変化に対応した冬期路面予測技術の開発に関する研究 寒地交通チーム H24～H27

88 吹き払い柵の防雪機能に関する研究
雪氷チーム
寒地機械技術チーム

H23～H26

89 落氷雪が与える影響の評価手法に関する研究 雪氷チーム H23～H26

90 地震による雪崩発生リスク評価技術に関する研究 雪氷チーム H24～H27

91 路側設置型防雪柵の防雪機能の向上に関する研究
雪氷チーム
寒地機械技術チーム

H24～H27

92 北海道における雪崩予防柵の設計雪圧に関する研究 雪氷チーム H24～H27

93 積雪寒冷地における疎水材型暗渠工の機能と耐久性に関する研究 資源保全チーム H23～H27

94 泥炭農地の長期沈下の機構解明と抑制技術に関する研究 資源保全チーム H23～H27

95 腐植性土壌流域からの水産業有用物質の供給機構に関する研究 資源保全チーム H23～H27

96＊ 石礫処理工法による土壌改良の評価に関する研究 資源保全チーム H25～H28

97※ 北海道におけるパイプラインの構造機能の診断技術の開発 水利基盤チーム H23～H25

98※ 農業水利施設における魚類の生息環境に関する研究 水利基盤チーム H23～H25

99※ 北海道の農業水利施設における自然エネルギーの利用に関する研究 水利基盤チーム H23～H25

100 北海道における景観の社会的効果に関する研究 地域景観ユニット H22～H26

101 道の駅の防災機能向上に関する研究 地域景観ユニット H24～H26

102＊
北海道における街路樹の景観機能を考慮したせん定技術に関する研
究

地域景観ユニット H25～H27

103※
郊外部における電線・電柱類の景観への影響と効果的な景観向上策に
関する研究

地域景観ユニット H23～H25

104※ 分かりやすい案内誘導と公共空間のデザインに関する研究 地域景観ユニット H23～H25

105 コンクリートブロックの据付支援システムの開発 寒地機械技術チーム H23～H26

106 道路法面の雪崩対策における除排雪工法に関する研究 寒地機械技術チーム H23～H26

107 除雪車の交通事故対策技術に関する研究 寒地機械技術チーム H23～H26

108※ 埋雪車両除去技術に関する研究 寒地機械技術チーム H23～H25

109※ 除雪機械配置の最適化に関する研究 寒地機械技術チーム H23～H25

110
タイ・チャオプラヤ川洪水における連鎖的被害拡大の実態に関する研
究

水災害研究グループ H24～H27

111 気候変動による世界の水需給影響及び適応策評価に関する研究 水災害研究グループ H24～H27

112 水災害からの復興までを考慮したリスク軽減手法に関する研究 水災害研究グループ H24～H27

113 フーチングにおける損傷度評価および補強方法に関する研究 橋梁構造研究グループ H23～H27

114※ ひび割れ損傷の生じたコンクリート部材の性能に関する研究 橋梁構造研究グループ H23～H25

115 道路橋基礎の地震時挙動推定方法に関する研究 橋梁構造研究グループ H24～H27
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No. 基盤研究課題名 担当 研究期間

116＊ 軟弱地盤上に設置された道路橋基礎の健全度評価に関する研究 橋梁構造研究グループ H25～H28

117＊ 鋼製の特殊橋における耐震主部材の性能評価法に関する研究 橋梁構造研究グループ H25～H27

118＊ 鋼道路橋の疲労設計法における信頼性向上に関する研究 橋梁構造研究グループ H25～H28

119＊
材料や構造の多様化に対応したコンクリート道路橋の設計法に関す
る研究

橋梁構造研究グループ H25～H28

120＊ ゴム支承の長期耐久性と維持管理手法に関する研究 橋梁構造研究グループ H25～H27

No. 欄の「※」印は 25 年度に終了した課題。「＊」印は 25 年度に開始した課題。

　また、基礎的・先導的な研究開発をさらに推進するとともに、若手研究者の研究意欲を向上させるため、
25 年度の事前評価より基盤研究の中に基盤研究（萌芽）を導入し、他分野や境界領域における新たな研究シー
ズの発掘と土木分野の研究開発への適用可能性の検討を推進することとした。25 年度には提案のあった 16
課題の事前評価を行い、12 課題を 26 年度から開始することとした。
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１（２）①　他の研究機関との連携等

共同研究名 担　当 相手機関

土
研
提
案
型

のり面構造物におけるアセットマネジメントに関する研究
地質チーム
土質・振動チーム

一般社団法人2団体

撤去橋梁を用いた既設PC橋の診断技術高度化に関する研究* CAESAR 一般社団法人1団体
プレストレストコンクリート橋における初期変状の防止対策に関
する研究*

CAESAR
国立研究機関1団体
一般社団法人1団体

炭素繊維シートによるRC床版の補強設計法に関する共同研究* CAESAR 研究会1団体
橋台部ジョイントレス構造における鋼-コンクリート接合構造の
設計・施工方法に関する研究*

CAESAR
大学1校
一般社団法人1団体

非破壊検査・計測技術の道路橋等の点検要領への導入に関する研
究*

CAESAR 国立研究機関1団体

海洋構造物の耐久性向上技術に関する研究* 新材料チーム
一般社団法人3団体
一般財団法人1団体

貯水池に流入する濁質の処理に関する研究* 水理チーム 民間1社

非破壊検査による道路トンネルのうき・はく離検出技術の開発* トンネルチーム
国立研究機関1団体
民間3社

未利用資材としての高針入度アスファルトの舗装への適用性に関
する研究*

舗装チーム
一般社団法人1団体
地方公共団体1団体

建設機械の遠隔操作技術向上に関する共同研究* 先端技術チーム 独法1機関
劣化損傷の生じた橋梁部材の調査・診断手法に関する研究* CAESAR 大学2校
支承の長期耐久性に関する共同研究* CAESAR 民間5社
洪水予測モデルに対する数理最適化手法の導入に関する共同研究* ICHARM 民間1社

補強土壁の維持管理手法の開発に関する共同研究* 施工技術チーム
大学1校
一般財団法人1団体
民間12社

既製コンクリート杭基礎の性能評価手法の高度化に関する研究* CAESAR
大学1校
一般財団法人1団体

土木構造用GFRPの微生物劣化の評価手法に関する研究* 新材料チーム 独法1機関
既設落石防護構造物の性能評価技術に関する研究 寒地構造チーム 大学1校
不健全部を含むコンクリートを伝播する振動特性に関する研究 寒地構造チーム 大学1校
実規模実験を基にしたロックシェッドの性能照査型設計法に関す
る研究

寒地構造チーム 大学1校（海外）

落石衝撃力の評価技術に関する研究 寒地構造チーム 大学1校

高エネルギー吸収型落石防護工等の性能照査手法に関する研究 寒地構造チーム

大学1校
一般財団法人1団体
研究会1団体
民間4社

凍害および塩害による材料劣化を受けたＲＣ部材の衝撃耐荷力に
関する研究

耐寒材料チーム 大学1校

寒冷地用塗料の施工特性等に関する研究 耐寒材料チーム
特定非営利活動法人
1社

疲労と凍害の複合劣化を受けたＲＣ梁の耐荷力評価に関する研究 耐寒材料チーム 大学1校
コンクリートのひび割れ注入・充填後の品質評価及び耐久性等に
関する研究

耐寒材料チーム 民間6社

沖積河川における河道形成機構の解明と洪水災害軽減に関する研究 寒地河川チーム 大学2校
中規模河床形態の形成過程、形状特性並びに水理的多様性に関す
る研究

寒地河川チーム 大学1校

河川結氷時における中下流域の水理現象に関する研究 寒地河川チーム 大学1校
氷海域における鋼構造物表面の損耗に関する研究 寒地沿岸域チーム 大学1校
北方沖合海域における物理環境及び生物環境の再現に関する研究 水産土木チーム 大学1校
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共同研究名 担　当 相手機関

土
研
提
案
型

気象の時間変動と道路構造別冬期路面状態の予測に関する研究 寒地交通チーム 大学1校

舗装種別毎の凍結防止剤等の適正散布に関する研究
寒地道路保全チーム
寒地交通チーム

大学1校

コンクリート開水路の凍害劣化の診断手法及び対策工法に関する
研究

水利基盤チーム 大学1校

沿岸施設におけるコンクリート構造物内部の空洞化診断及び水中
計測技術に関する研究

寒地機械技術チーム 大学1校

トンネル覆工の長期劣化過程数理モデルに関する検討* 寒地構造チーム 大学1校
積雪寒冷地における橋梁床版等の補修・補強技術に関する研究* 寒地構造チーム 一般財団法人1団体
制震デバイスの低温下における性能評価に関する研究* 寒地構造チーム 大学1校
自然由来重金属を含有する排水の植物浄化手法に関する研究* 防災地質チーム 大学1校
岩盤劣化を考慮した岩盤斜面の安定図表の構築に関する研究* 防災地質チーム 大学1校
流路形成における樹林化と土砂輸送の相互作用に関する研究* 寒地河川チーム 大学1校
寒冷地特性を考慮した火山泥流検知システムの開発に関する研究* 寒地河川チーム 民間2社
2車線道路の分離施設に適したワイヤーロープ式防護柵の試験研
究開発*

寒地交通チーム 研究会1団体

新たな凍結防止剤の開発に関する研究* 寒地交通チーム 大学1校
X線CTを用いたアスファルト混合物内部の挙動に関する研究* 寒地道路保全チーム 大学1校
移動景観の評価に影響する景観要素の把握に関する研究* 地域景観ユニット 大学1校
地震動による積雪の破壊に関する研究* 雪氷チーム 大学1校
吹雪吹きだまりの予測技術の精度向上とシステム開発に関する研
究*

雪氷チーム 一般財団法人1団体

開水路更生工法における診断・評価・モニタリング手法に関する研
究*

水利基盤チーム 大学1校

民
間
提
案
型

道路橋桁端部の腐食環境改善技術に関する研究 CAESAR 民間2社
コンクリート埋込部における鋼部材の腐食欠損の非破壊検査手法
に関する研究

CAESAR
大学1校
民間1社

遺伝情報を用いた河川環境調査に関する研究 河川生態チーム 民間3社
橋梁点検アプローチ技術に関する共同研究 先端技術チーム 民間2社
寒冷地における橋梁用ゴム支承の性能評価に関する研究 寒地構造チーム 研究会1団体

積雪寒冷地における鋼コンクリート合成床版の凍害に関する研究 寒地構造チーム
大学1校
一般社団法人1団体

積雪寒冷地に特化した道路橋床版構造の開発に関する研究 寒地構造チーム
一般財団法人1団体
民間3社

積雪寒冷地における鋼床版の疲労き裂進展の抑制技術に関する研
究

寒地構造チーム
一般財団法人1団体
民間1社

火山灰を使用した長寿命コンクリートの開発 耐寒材料チーム
地方公共団体1機関
一般社団法人1団体

寒冷環境下におけるコンクリートの性能照査技術の向上に関する
研究

耐寒材料チーム
大学1校
民間1社

積雪寒冷地における再生粗骨材のプレキャストコンクリートへの
利用拡大に関する研究

耐寒材料チーム
大学1校
一般社団法人1法人

焼却灰を主材料とした再生骨材の凍上抑制層への適用に関する研
究

寒地道路保全チーム 民間2社

機械インピーダンス法を用いた寒冷地コンクリート開水路の劣化
診断技術の研究

水利基盤チーム
大学1校
民間1社

寒冷地におけるコンクリート開水路の更生工法に関する研究* 水利基盤チーム 民間2社

＊ 25 年度に新規で実施した共同研究
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2. 国内他機関との連携協力
2.1　協定の締結による連携協力
　国内の研究機関等との積極的な情報交換や、より高度な研究の実現と研究成果の汎用性の向上を図るため、
国内機関との協定の締結を行った。25 年度は新たに 6件の研究協力協定を締結した（表－ 1.2.2）。すでに締
結済みのものも含め、計 10 件の研究協力協定について、研究協力のための活動等を行った。

　具体的な例として、独立行政法人理化学研究所の光量子工学研究領域と平成 25 年９月 13 日に「土木研究
所構造物メンテナンス研究センターと理化学研究所光量子工学研究領域との光量子技術研究開発に関する連
携協力協定」を締結した（写真 -1.2.1）。
　構造物メンテナンス研究センターでは、構造物内部の損傷状況を把握するための非破壊検査に関する研究
開発に取り組んでいる。既存の検査技術では取得できる情報に限界があるため、革新的な検査技術の開発
が世界中で求められている。一方、理化学研究所光量子工学研究領域は、光量子ビーム技術とボリューム
CAD（VCAD）システムを活用して、「見えないモノを見る�Making�the� invisible�visible」を目標に、非破
壊検査技術や計測データを使ったシミュレーションによる予測診断技術の開発を行っている。
　この連携協力協定は、光量子を用いた新たな非破壊検査システムを開発することで、橋梁などの内部の検
査・健全性診断を可能とし、社会インフラの安全性確保と長寿命化を図ることを目標としており、今後、可
搬型中性子イメージング装置の開発やテラヘルツ光を用いた鋼材の腐食の可視化に関する開発等が期待され
る。

写真 -1.2.1　調印式の様子 図 -1.2.5　連携協力協定の概要

連携機関 概　要
（独）物質・材料研究機構 連携・協力に関する協定
（独）理化学研究所光量子工学研究領域 連携・協力に関する協定
（独）北海道大学大学院農学研究院・農学院・農
学部

連携協力協定

京都大学大学院工学研究科社会基盤工学専攻・
都市社会工学専攻

連携・協力の推進に関する協力協定書

政策研究大学院大学 防災学に係る大学院連携プログラム（博士課程）の創設に関する合意
農業・食品産業技術総合研究機構 連携・協力に関する協定

表 -1.2.2　国内機関との研究協力協定一覧（25年度新規）
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　寒地土木研究所では、地方独立行政法人北海道立総合研究機構と材料の分野で共同研究を実施したほか、
相互に関連する研究に対する理解を深め、研究レベルの向上につなげることを目的に研究交流会を実施した。
研究交流会は平成 24 年度よりテーマを変えながら行われており、平成 25 年７月 29 日に第３回が寒地土木
研究所講堂において開催され、約 60 名の参加があった。本研究交流会では、「北海道における自然災害と防
災対策」をテーマに、北海道での土砂災害に関する研究や避難施設などの防災機能に関する研究について話
題提供と意見交換を行った。

2.2　その他の連携協力
　寒地土木研究所は、トンネル変状の地質調査法及びその計測手法について総合的な検討を目的として、北
海道土木技術会トンネル委員会（民間 11 社）、北海道大学、北海道開発局との産学官連携による「トンネル
の変状調査計測技術に関する検討委員会」を発足させた。25 年度は、トンネル現場における現地検討会や報
告会を開催し、トンネルの地質調査や評価法に関する研究の取り組み成果について専門家と意見交換を行っ
た。
　また、寒地土木研究所の主催、公益社団法人地盤工学会北海道支部の共催、一般財団法人資源・素材学会
北海道支部、公益社団法人土木学会北海道支部、一般社団法人応用地質学会北海道支部の後援により、「第
４回次世代地盤改良技術に関するワークショップ」を開催した。近年、地盤工学と生物学や化学の分野を融
合させた次世代の地盤改良技術に関する研究開発が全国で進められており、ワークショップでは、これらの
分野に精通した産学官の研究者や技術者が全国から参加し、微生物の固化作用を活用した地盤改良技術など
について研究発表を行った。
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　25 年度に受入れた交流研究員の中から、各種資格の取得（技術士：２名、RCCM：１名）や学会での表彰（第
48 回地盤工学研究発表会　優秀論文：１名、日本道路会議優秀論文賞：１名）など、土木研究所での研究
活動を通じて交流研究員の技術力向上に寄与した。また、平成 25 年度に在籍した交流研究員を対象に実施
したアンケートでは、「派遣元では体験することが出来ない災害現場の調査に同行することが出来た」｢発注
者としての立場や考え方を理解することができた｣、｢全国レベルで問題等を目にすることができ、今後の留
意点として非常に良い勉強になった｣ などの回答があり、交流研究員個人にも大きなメリットがあったこと
が伺える。

5. 海外研究者との交流
　海外の研究者との交流を推進するため、土木研究所独自の外国人招へい研究員規程、流動研究員規程、在
外研究員派遣規程を設けるとともに、相手方の経費負担による外国人研究者の受け入れ等を柔軟に行ってい
る。25 年度に海外から招へい、受け入れた研究者は表 -1.2.5、土木研究所から海外の機関へ派遣した研究者
は表 -1.2.6 のとおりである。

受入れ制度 研究者所属機関 国名
期間
（日）

研究テーマ等 備考

土木研究所外国人
招へい研究員規程

パキスタン政府機関
中堅管理職（5名）

パキスタン 13
短期ワークショップ「パキスタ
ンにおける統合的な洪水リスク
管理能力向上」

ユネスコとの
パ ー ト ナ ー
シ ッ プ プ ロ
ジェクト活動

アメリカ連邦道路庁
（2名）

アメリカ 7
日米橋梁ワークショップUJNR
耐風・耐震構造専門部会 Task�
G（交通システム）の活動

ネバダ州立大学 アメリカ 6
日米橋梁ワークショップUJNR
耐風・耐震構造専門部会 Task�
G（交通システム）の活動

ユネスコ水教育センター フィリピン 1
講演「アジアにおける水の安全
保障の向上のための日本への期
待」

ニューキャッスル大学 オーストラリア 1
講演「水文気候的変動およびア
ジア・太平洋地域に見られる変
化に対する理解と対応」

受入れ研究員

ワーゲニング大学 オランダ 82
発展途上国における総合洪水リ
スク管理

チュラロンコン大学
（2名）

タイ 14

チャオプラヤ川流域を対象にし
た RRI モデルの適用と洪水ハ
ザードマッピングに関する共同
研究

インドネシア公共事業省
道路橋梁研究所

インドネシア 62
インドネシア国における道路ト
ンネル技術

テヘラン大学 イラン 26
乾燥・半乾燥地域における
BTOP モデルを用いた流域統
合水資源管理

寒地土木研究所流
動研究員規程

デルフト水理研究所 オランダ 32
集中豪雨等による洪水発生携帯
の変化が河床抵抗にもたらす影
響と対策に関する研究

その他（相手機関
の費用負担による
もの）

極東国立交通大学
（ハバロフスク市）

ロシア 3
建設技術者の資質向上に関する
相互研究情報の発表

研究協力協定
締結機関

表 -1.2.5　海外からの研究者の招へい・受け入れ
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　25 年度は在外研究員派遣規程に基づき、アメリカ・コロラド鉱山大学、スイス連邦材料試験研究所にそ
れぞれ研究員 1名、計 2名を派遣させた。アメリカ・コロラド鉱山大学への派遣の目的は、有限差分法や個
別要素法、粒状体解析法といった解析手法を活用したトンネルの合理的な支保構造の設計法に関する検討を
行うことであり、同大学はその分野を専門とした学科がある。同在外研究によって、派遣者は多大な地圧が
作用する条件下でトンネル掘削を行った場合の岩盤挙動に関する最先端の研究を行えただけでなく、同大学
の研究者との共著で国際学会での発表等を実施し、研究資質の向上を図ることができた。また、同機関には
平成 15 年～ 16 年においても同制度で職員を派遣しており、それ以降、同大学との情報収集および研究に関
する議論や論文の投稿等が行われている。今回の在外研究制度により、トンネルの支保工の技術的課題に関
する意識の共有等が図られたことから、平成 25 年 8 月 5 日に、コロラド大学鉱山学科と地下空間支保の先
端技術に関して、研究協力に関わる覚書を締結した。今回の協定締結により、トンネル、地下鉱山等で用い
られる支保工の挙動や耐久性に関する技術開発を加速させることが可能となり、社会インフラの安全性の確
保を早期に実現できることが期待される。
　スイス連邦材料試験研究所への派遣の目的は、低炭素社会に向けた舗装技術である中温化技術等の技術開
発および技術の評価法等を習得し、日本の気象条件・交通条件に適した評価法、評価基準を検討することで
ある。このような技術は欧米諸国が進んでおり、同研究所には国際アスファルト委員会で委員長を務めた実
績のある研究者が所属している。この在外派遣によって、海外機関との研究交流や、舗装技術の研究開発の
飛躍化等が期待される。
　寒地土木研究所と極東国立交通大学（ロシア）は、寒冷地の道路建設技術分野における研究交流および協
力を促進することを目的として 23 年度に「研究交流および協力に関する協定」を締結しており、この協定
に基づき相手機関のロシア人研究者を受け入れた。日露双方における建設技術者の資質向上についての意見
交換を目的に開催した日露協力セミナーに合わせ受け入れを行い、両機関が有する寒冷地土木技術の紹介と
情報交換を行った。

派遣制度 研究者派遣機関 国名 期間（日） 研究テーマ

土木研究所在外研
究員派遣規程

コロラド鉱山大学 アメリカ
平成24年8月5日
～25年 8月4日

高地下圧でのトンネルの安定性に関
する研究

スイス連邦材料試験研
究所（EMPA）

スイス
平成25年10月 1日
～26年 9月30日

環境に配慮した舗装技術の評価手法
等に関する研究

表 -1.2.6　若手研究者の外国機関への派遣
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氏名 所属分科会

委 員 長 辻　本　哲　郎 第4分科会

副委員長 宮　川　豊　章 第2分科会

委　　員

山　田　　　正 第1分科会

鈴　木　基　行 第1分科会

西　村　浩　一 第1分科会

姫　野　賢　治 第2分科会

三　浦　清　一 第2分科会

花　木　啓　祐 第3分科会

勝　見　　　武 第3分科会

波多野　隆　介 第3分科会

石　川　幹　子 第4分科会

細　見　正　明 第4分科会

表－1.2.8　外部評価委員会の委員構成

氏名 所属

分 科 会 長 山　田　　　正 中央大学理工学部都市環境学科　教授

副分科会長
鈴　木　基　行 東北大学大学院工学研究科土木工学専攻　教授

西　村　浩　一 名古屋大学大学院環境学研究科地球環境科学専攻　教授

委　　　員

石　川　芳　治 東京農工大学大学院農学研究院自然環境保全学部門　教授

上　村　靖　司 長岡技術科学大学工学部機械系　准教授

河　原　能　久 広島大学大学院工学研究院社会環境空間部門地球環境工学講座　教授

古　関　潤　一 東京大学生産技術研究所人間・社会系部門　教授

杉　井　俊　夫 中部大学工学部都市建設工学科　教授

中　川　　　一 京都大学防災研究所流域災害研究センター河川防災システム領域　教授

表－1.2.9　外部評価委員会分科会の委員構成
　第1分科会

氏名 所属

分 科 会 長 宮　川　豊　章 京都大学大学院工学研究科社会基盤工学専攻　教授

副分科会長
姫　野　賢　治 中央大学理工学部都市環境学科　教授

三　浦　清　一 北海道大学　名誉教授

委　　　員

坂　野　昌　弘 関西大学環境都市工学部都市システム工学科　教授

高　橋　　　清 北見工業大学工学部社会環境工学科　教授

萩　原　　　亨 北海道大学大学院工学研究院北方圏環境政策工学部門技術環境政策学分野　教授

久　田　　　真 東北大学大学院工学研究科土木工学専攻　教授

山　下　俊　彦 北海道大学大学院工学研究院環境フィールド工学部門水圏環境工学分野　教授

　第2分科会
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氏名 所属

分 科 会 長 花　木　啓　祐 東京大学大学院工学系研究科　教授

副分科会長
勝　見　　　武 京都大学大学院地球環境学堂社会基盤親和技術論分野　教授

波多野　隆　介 北海道大学大学院農学研究院環境資源学部門地域環境学分野　教授

委　　　員

梅　津　一　孝 帯広畜産大学畜産衛生学研究部門環境衛生学分野　教授

河　合　研　至 広島大学大学院工学研究院社会環境空間部門　教授

小　梁　川　雅 東京農業大学地域環境科学部生産環境工学科　教授

長　野　克　則 北海道大学大学院工学研究院空間性能システム部門空間性能分野　教授

　第3分科会

氏名 所属

分 科 会 長 辻　本　哲　郎 名古屋大学大学院工学研究科社会基盤工学専攻　教授

副分科会長
石　川　幹　子 中央大学理工学部人間総合理工学科　教授

細　見　正　明 東京農工大学工学部化学システム工学科　教授

委　　　員

井　上　　　京 北海道大学大学院農学研究院環境資源学部門地域環境学分野　教授

岡　村　俊　邦 北海道科学大学空間創造学部都市環境学科　教授

斎　藤　　　潮 東京工業大学大学院社会理工学研究科　教授

藤　田　正　治 京都大学防災研究所流域災害研究センター流砂災害研究領域　教授

門　谷　　　茂 北海道大学大学院水産科学研究院海洋生物資源科学部門海洋環境科学分野　教授

　第4分科会

分科会 第1分科会 第2分科会 第3分科会 第4分科会

開催日 6月26日 6月25日 6月19日 6月28日

委員会 外部評価委員会

開催日 7月30日

表 -1.2.11　25年度外部評価委員会の開催状況

3.2　25 年度に実施した外部評価委員会・分科会
　25 年度に実施した外部評価委員会・分科会の評価課題数と開催状況を表 -1.2.10 ～ 1.2.11 に示す。

評価種別 課題数

プロジェクト研究

事前評価 個別課題 4課題　　

中間評価
総括課題 16課題　　

個別課題 81課題　　

重点研究
事前評価 5課題　　

事後評価 7課題　　

表 -1.2.10　25年度外部評価委員会における評価課題数
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3.4　評価結果の反映等
　外部評価委員からの指摘と、土木研究所の対応の代表例を表 -1.2.12 に示す。

　なお、全体講評において指摘された個別課題間の連携については、他の研究機関との関係も含めて各分科
会で検討を行い、26 年度の外部評価委員会で紹介する予定である。

4．内部評価委員会
　25 年度の内部評価については、26 年度から研究開始または計画変更を希望する課題、研究開始から 3年
目の課題、そして 24 年度に終了した課題について評価を実施した。
　プロジェクト研究の内部評価については、共通委員、第 1部会委員と第 2部会委員で構成し、重点研究、
基盤研究および 25 年度より事前評価を開始した基盤研究（萌芽）の内部評価については、共通委員と各部
会委員で構成し、評価を実施している。
　25年度は、のべ286課題について評価を行った。そのうち、事前評価については、のべ114課題が評価を受け、
採択したのは 68 課題（研究区分を下げた 1課題を含む）であった。

課題名 評価委員からの指摘事項 土木研究所の対応

耐震性能を基盤
とした多様な構
造物の機能確保
に関する研究

3.11 以後の国内の状況を踏まえ
た研究テーマの選択と言える。既
往研究の精度と限界を踏まえた新
技術の開発が望まれる。

性能評価技術の開発においては、従来技術からの精度の向上を
図るとともに、その適用範囲等の限界を明確にした研究成果と
してまとめて参りたい。

寒冷な自然環境
下における構造
物の機能維持の
ための技術開発

相互に関連している課題が多いの
で、より一層相互に情報交換し効
率的に研究を進める必要がある。
今後は高緯度で気候変動の影響が
大きくなることが予想されている
ので、寒冷地の構造物の機能維持
に考慮する必要がある。

本プロジェクトでは、寒冷な自然環境下において機能が低下し
ている多岐にわたる構造物を対象としているため、各個別課題
で得られる知見を相互に共有し、効率的な研究の推進に努めて
いる。近年の気候変動の影響により、これまで見られなかった
構造物の劣化損傷や機能低下が生じつつあり、劣化機構を解明
し劣化現象を踏まえた合理的対策を提案するなど、構造物の機
能維持に資する研究を進める。

リサイクル資材
等による低炭
素・低環境負荷
型の建設材料・
建設技術の開発

全体として、着実な研究成果を上
げられていると評価する。個別で
は CO2 削減効果について数値で
説明があったが、プロジェクト全
体としてどれだけの CO2 削減を
達成できるのかも示してほしい。
また、新しい技術が出てきても、
政策的に誘導しないと、環境より
コストを気にする現場はなかなか
動かない。成果が活用されるよう
な政策面へのステップもつくって
欲しい。

今後、プロジェクト全体でのCO2 削減効果を提示する。また、
開発された低炭素化技術が活用されるよう、政策関係方面への
働きかけを行っていきたい。

環境変化に適合
する食料生産基
盤への機能強化
と持続性のある
システムの構築

このプロジェクト研究は、特に農
業・水産業の現場との連携が重要
である。今後の展開に期待する。

今後も生産現場や事業現場と連携して研究を進め、食料生産基
盤の強化と食料供給力の持続に結びついていく成果を得られる
よう努める。

表 -1.2.12　外部評価委員からの指摘事項と土木研究所の対応例
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4.1　内部評価委員会の体制
　内部評価委員会の委員構成を表 -1.2.13 に示す。

4.2　25 年度に実施した内部評価委員会
　25 年度に実施した内部評価委員会の開催状況と評価課題数を表 -1.2.14 ～ 1.2.16 に示す。

内部評価委員会（プロジェクト研究）

第１部会（つくば：重点研究、基盤研究） 第２部会（寒地：重点研究、基盤研究）

共通委員 理事長
寒地土木研究所長
理事　･･･　第１部会長
審議役（寒地土木研究所）　･･･　第２部会長
研究調整監
研究調整監（寒地土木研究所）
地質監
企画部長
技術推進本部長
技術開発調整監
総括研究監
水災害・リスクマネジメント国際センター長

委員 総務部長
材料資源研究グループ長
地質・地盤研究グループ長
水環境研究グループ長
水工研究グループ長
土砂管理研究グループ長
道路技術研究グループ長
水災害研究グループ長
橋梁構造研究グループ長
耐震研究監

管理部長
寒地基礎技術研究グループ長
寒地保全技術研究グループ長
寒地水圏研究グループ長
寒地道路研究グループ長
寒地農業基盤研究グループ長
特別研究監

研究評価委員会名 開催月日

第1回内部評価委員会 4月23、24、25日

〃　　　　〃　　（第1部会） 5月14、15日

〃　　　　〃　　（第2部会） 5月22、23、24日

第2回内部評価委員会 11月13日

〃　　　　〃　　（第1部会） 11月27、28日

〃　　　　〃　　（第2部会） 11月13、14日

表 -1.2.13　内部評価委員会の委員構成

表 -1.2.14　25年度内部評価委員会の開催状況
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１（２）③　競争的研究資金等の積極的獲得

　科学研究費助成事業（科学研究費補助金等）については、若手研究員を中心に応募を積極的に呼びかけ、
土木研究所全体では研究代表者として 9 課題が採択され、継続 8 課題を含め計 17 課題の研究を実施した。
また、研究分担者としても新規 3 課題が採択され、継続 6 課題を含め 9 課題の研究を実施した。
　応募にあたっては、積極的にヒアリング等を行い、アドバイス体制の強化に努めるとともに、申請書類等
の留意事項等を所内イントラネットに掲載する等の支援に努めた。
　なお、外部資金の執行にあたっては、当初より土木研究所の会計規程等を適用し、適切に管理しており、
研究者本人が経費支出手続きに関わらない仕組みを確保している。また、会計規程等については、所内のイ
ントラネット等を通じ職員に周知している。

配分
機関

費目
新規・
継続

課題
担当

チーム
予算額

（千円）
単独・
共同

研究期間 主な連携先

財
団
法
人

WEC 応用生
態研究助成

継続

ダムによる下流河川への影響
は、流程に沿ってどのように
変化するか？河床および瀬・
淵構造と付着藻類に着目して

自然共生研
究センター

580
共同

（代表者）
H24～H25 兵庫県立大学

新規
粗粒化した石礫河床への土砂
供給が流れ場の構造と遊泳性
魚類の空間利用に及ぼす影響

自然共生研
究センター

940 単独 H25

財
団
法
人

河川整備基金
助成事業

継続
統合物理探査による堤防の内
部物性構造評価技術の開発

地質・地盤研
究グループ

2,200
共同

（代表者）
H24～H26

（公社）物理探査
学会

新規
SAR（合成開口レーダー）に
よるダム貯水池地形変化計測
手法の研究

水工研究
グループ

1,100
共同

（代表者）
H25

新規
沖積河川における深掘れの分
布要因と形成プロセスに関す
る研究

自然共生研
究センター

900 単独 H25

新規
河川における生物多様性の理
解向上に向けた展示手法の検
討と研究

自然共生研
究センター

600 単独 H25

新規
植生繁茂の著しい中小河川を
対象とした土砂堆積と河道変
動に関する研究

自然共生研
究センター

1,000 単独 H25

鉄鋼環境基金
環境研究助成

新規
海域低質に含まれる放射性セ
シウムの溶出メカニズムの解
明

水質 900 単独 H25～H26

小計 8,220

合計 99,011
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所管 研究種目 細別
新規・

継続の別
課題 担当チーム

交付額
（千円）

研究期間
代表・

分担の別

文
部
科
学
省

特別研究促進費 新規
2014年２月14－16日の関
東甲信地方を中心とした広域
雪氷災害に関する調査研究

雪崩・地すべり
研究センター

55 H25～H26 分担者

小計 55

日
本
学
術
振
興
会

基盤研究（Ａ）

一般 継続
生態系の連結性が生物多様性
に与える影響とその再生手法
に関する研究

自然共生研
究センター

650 H23～H26 分担者

一般 継続

コンクリート構造物内部の空
洞化及びコンクリート打設作
業状況の音響映像診断技術開
発

寒地機械技術 325 H23～H25 分担者

一般 継続
森林－農地移行帯における放
射性核種の移動・滞留と生態
系濃縮の評価

水環境保全 260 H24～H26 分担者

基盤研究（Ｂ）

一般 新規
河川結氷時における津波遡上
の挙動解明

寒冷沿岸域 260 H24～H26 分担者

一般 新規
高温型嫌気性生物反応を活用
したエネルギー自立型新規高
度廃水処理システムの開発

リサイクル 423 H25～H27 分担者

一般 新規
氷海域における掘削技術確立
のための掘削船及び掘削装置
の制御システムの開発

寒冷沿岸域 520 H25～H27 分担者

基盤研究（Ｃ）

一般 継続
アンサンブル降水量予報を用
いた新しい洪水予測の開発

ICHARM 1,978 H24～H26 代表者

一般 継続
世界の大規模洪水を対象とし
た降雨流出氾濫現象の解明と
予測に関する研究

ICHARM 1,585 H24～H26 代表者

一般 継続
低濃度の農薬による水圏生態
系の機能への影響評価

水質 549 H23～H25 分担者

一般 新規
伝承による防災効果の比較検
証と改善への考察

水質 402 H23～H25 代表者

一般 新規
Pile-upを考慮した津波による
海氷の市街地への来襲とイン
パクトに関する研究

寒冷沿岸域 2,340 H25～H27 代表者

挑戦的萌芽研究

継続
土木構造用 GFRP の微生物劣
化の評価方法に関する研究

新材料 1,029 H23～H25 代表者

継続
生分解性プラスチック含有有
機性廃棄物のメタン発酵機構
とその効率化に関する研究

リサイクル 254 H23～H25 分担者

新規
浮遊火山灰計測におけるエッ
クスバンドマルチパラメータ
レーダの活用

ICHARM 1,430 H24～H26 代表者

表 -1.2.18　科学研究費助成事業の内訳
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１（２）③　競争的研究資金等の積極的獲得

所管 研究種目 細別
新規・

継続の別
課題 担当チーム

交付額
（千円）

研究期間
代表・

分担の別

日
本
学
術
振
興
会

若手研究（Ａ） 新規
光と色で指向するひずみの可
視化－構造物劣化診断の革新
的ユニバーサルデザイン

新材料 9,620 H25～H27 代表者

若手研究（Ｂ）

継続

河川生態系の維持機構とダ
ム下流域で生じる劣化機構：
フィードバックループに着目
して

自然共生研
究センター

1,529 H24～H26 代表者

継続
気候変動に伴う全球洪水氾濫
リスクの標準化及びリスク評
価システム構築

ICHARM 2,008 H24～H26 代表者

継続
崩壊寸前のトンネルにおける
残存耐力の活用に関する研究

トンネル 2,091 H24～H26 代表者

継続
河川洪水時の土砂移動形態の
解明とその工学技術への応用

ICHARM 1,289 H24～H26 代表者

継続
津波に対する橋桁の流出防止
システムの設計に関する研究

CAESAR 1,785 H24～H26 代表者

新規
下水再生水の紫外線消毒によ
る病原微生物の感染リスク評価
と適用管理手法に関する研究

リサイクル 2,210 H25～H26 代表者

新規
岩盤河床における異常侵食現
象の解明

寒地河川 2,004 H24～H25 代表者

新規
砕波気液混相乱流の物理機構
に基づく沿岸域炭酸ガス輸送
モデルの開発

寒冷沿岸域 1,300 H25～H27 代表者

新規
岩盤河川の風化侵食と地形変
化の相互作用

寒地河川 1,950 H25～H26 代表者

研究活動ス
タート支援

新規
アジア地域に適用できる衛星
雨量プロダクトのリアルタイ
ム補正手法の開発

ICHARM 1,170 H25～H26 代表者

小計 41,159

合計 41,214
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１（２）③　競争的研究資金等の積極的獲得

（単位：千円）

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

文部科学省
44,248

（2件）
36,130

（2件）
94,479

（3件）
82,687

（4件）
81,204

（2件）
120,827

（2件）
106,071

（0件）
56,582

（3件）
50,311

（1件）
51,223

（1件）

環境省
46,441

（0件）
57,659

（3件）
42,883

（1件）
48,030

（1件）
58,192

（3件）
57,769

（1件）
27,243

（1件）
27,361

（1件）
19,549

（0件）

農林水産省
3,289
（1件）

3,450
（0件）

1,507
（0件）

経済産業省
140

（1件）
7,865
（1件）

5,544
（0件）

2,772
（0件）

国土交通省
200

（1件）
2,070
（3件）

2,950
（1件）

20,320
（3件）

12,476
（0件）

22,000
（1件）

15,336
（1件）

38,061
（2件）

財団法人
1,492
（1件）

1,197
（0件）

1,000
（0件）

1,100
（2件）

2,640
（2件）

3,100
（2件）

10,750
（9件）

6,027
（5件）

8,220
（6件）

科学研究費
補助金

20,600
（8件）

8,806
（10件）

27,100
（8件）

27,380
（12件）

25,155
（4件）

22,775
（4件）

56,614
（10件）

21,955
（4件）

26,990
（12件）

41,214
（12件）

海　外
4,200※

（1件）
49,200※

（1件）

合計
111,289

（10件）
104,227

（17件）
171,724

（14件）
166,711

（20件）
175,573

（13件）
273,531

（13件）
205,504

（13件）
141,937

（19件）
121,663

（19件）
140,225

（21件）
※１米ドル＝ 100 円にて換算
※表中の（　）は新規獲得件数のみ

表 -1.2.19　競争的資金の獲得実績
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１（３）①　技術の指導

期間・場所 調査、技術指導の内容

○平成 25 年 4 月 7 日～ 8 日
　北海道札幌市

【道路　依頼元：国】
国道 230 号の路肩部で盛土崩壊が発生、谷側の片側車線の盛土が延長約
50m にわたって崩壊。北海道開発局から要請を受け、現地調査を実施し、盛
土崩壊の発生機構や対応方針に関する技術指導を行った。

○平成 25 年 4 月 9 日
　北海道芦別市

【道路　依頼元：国】
国道 452 号の盛土崩壊とパンケ幌内川で地すべりが発生。盛土崩壊は延長
50m にわたって路面ひび割れや盛土法面の変状が認められた。パンケ幌内川
では河道にまで達する約 2 万 m3 の地すべり土塊が移動。北海道開発局から
要請を受け、現地調査を実施し、斜面崩壊の発生機構や対応方針に関する技
術指導を行った。

○平成 25 年 4 月 15 日
　北海道千歳市

【道路　依頼元：国】
国道 453 号で落石が発生。最大径 70cm の落石は落石防護柵を破損し道路
のセンターライン付近にまで達した。北海道開発局から要請を受け、現地調
査を実施し、落石の発生機構や対応方針に関する技術指導を行った。

○平成 25 年 4 月 16 日
　兵庫県洲本市

【道路　依頼元：国】
淡路島地震による洲浜橋の被災状況（橋台部のひび割れ、ボルトの抜け落ち）
の調査を実施し、橋梁全体の健全性と補修方法等についての技術指導を行っ
た。

○平成 25 年 4 月 23 日
　静岡県浜松市

【土砂災害　依頼元：静岡県】
4 月 23 日 4 時 20 分頃に静岡県浜松市天竜区春野町杉門島地区の斜面が崩
落し、斜面下を流れる杉川に土砂が流入した。静岡県からの依頼を受け、地
すべり崩落箇所の拡大の見込みや応急対策工法について技術指導を行った。

○平成 25 年 4 月 25 日
　北海道増毛町

【道路　依頼元：国】
国道 231 号湯泊第 2 覆道で落石による通行止めが発生。北海道開発局から
要請を受け、構造物の調査、健全性の評価等を行った。

○平成 25 年 5 月 10 日
　新潟県魚沼市

【土砂災害　依頼元：国】
新潟県魚沼市において発生した地すべりについて、北陸地方整備局の要請を
受け、地すべりの発生要因や対応方法等について技術指導を行った。

○平成 25 年 5 月 20 日
　北海道島牧村

【道路　依頼元：国】
国道 229 号歌島橋橋梁床版で陥没による通行止めが発生。北海道開発局から
要請を受け、床版の調査、原因の推定、対策工の提案等の技術指導を行った。

○平成 25 年 10 月 19 日～ 21 日
　10 月 24 日～ 30 日
　東京都大島町

【土砂災害　依頼元：国】
東京都大島町において土石流災害が発生し、死者・行方不明者あわせて40名の
被害が発生した。関東地方整備局から要請を受け、救助・捜索活動の支援や二次
災害の危険性の高いエリアの設定について技術指導を行った。

○平成 25 年 11 月 21 日～ 23 日
　秋田県由利本荘市

【道路　依頼元：国】
秋田県由利本荘市の市道猿倉花立線において、災害復旧の作業中に法面崩落
が発生（高さ 40m、幅 70m）し、作業員が生き埋めとなった。東北地方整
備局から要請を受け、捜索作業を行ううえでの安全確保に関する技術指導を
行った。

表 -1.3.2　災害時技術指導派遣実績例
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１（３）①　技術の指導

期間・場所 調査、技術指導の内容

○平成 26 年 2 月 16 日～ 17 日
　2 月 19 日～ 20 日
　2 月 24 日
　宮城県仙台市

【雪崩　依頼元：国】
国道 48 号関山トンネルの宮城側坑口手前数 100 ｍ付近の 4 箇所において
雪崩が発生し、全面通行止めとなった。この雪崩に関して、東北地方整備局
から要請を受け、現地調査を実施し、通行止め解除に向けた技術指導を行った。

○平成26年2月21日、25日
　埼玉県秩父市

【雪崩　依頼元：埼玉県】
秩父市の県道中津川三峰口停車場線の約6kmの区間における孤立集落までの
道路除雪に関し、雪崩の危険性に関する技術指導を行った。

○平成26年2月21日～23日
　山梨県甲府市

【雪崩　依頼元：国】
国土交通省からの要請を受け、山梨県に設置された豪雪非常災害現地対策本部
に専門家を派遣した。山梨県の雪崩発生箇所の現地調査や雪崩対策等に関する
技術指導を行い、対策本部の活動に貢献した。この活動が評価され、土木研究所
に山梨県知事から感謝状が贈られた。

○平成26年2月22日
　群馬県上野村

【雪崩　依頼元：群馬県】
群馬県からの要請を受け、上野村で発生した雪崩災害に対して専門家を派遣し
た。ヘリからの調査等を踏まえて、今後の雪崩発生の危険性について技術指導
を行った。
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１（３）①　技術の指導

2．土木技術全般に係る技術指導
　災害時以外にも、現場が抱える技術的課題に対して、多岐の分野にわたり指導を行った。25 年度は表
-1.3.3 のとおり 2,405 件の技術指導を実施した。
　例えば、トンネルチームでは、地方整備局および地方自治体のトンネルにおいて生じた施工・維持管理上
の課題について技術指導を実施したほか、舗装チームでは、東北地方整備局や中部地方整備局において実施
された路面下空洞調査結果について、地方整備局主催の空洞判定会議に出席し、技術指導を実施した。また、
国や地方自治体等のダムの調査、設計、施工、および管理に関しては、水工構造物チームが年間 250 回以上
の技術指導を実施したほか、恵庭市役所からは、島松沢地区で発生した落石に対する対策工法の相談を受け、
寒地構造チーム及び防災地質チームが現地調査を実施し、対策が必要な範囲を抽出し効果的な手法等につい
て技術指導を行った。

技術指導の分野 技術指導の実施例 件数

先端技術 ○先端技術の活用 40

新材料・リサイクル・基礎材料
○リサイクル技術の開発
○コンクリート等の材料研究

15

地質・土質振動・施工技術
○ダム等の地質・基礎地盤
○河川堤防の侵食対策
○コスト縮減に関する技術開発

447

河川生態、水質
○水環境アセスメント
○多自然川づくりの計画・開発
○ダム・湖沼の水質

79

水工構造物・水理

○ダムの構造・基礎処理設計
○ダムの再開発
○ダムの堆砂
○ダムの洪水吐き
○ダムの周辺環境

342

火山土石流・地すべり・雪崩
○土砂災害の防止
○地すべり防止・対策

155

舗装・トンネル
○舗装の維持・管理
○トンネルの計画・施工・補修

23

水災害 ○流量観測 11

道路橋
○道路橋の補修・補強
○道路橋の設計・施工
○道路橋の健全度評価

268

寒地構造・寒地地盤・防災地質
○耐震補強技術
○軟弱地盤・不良土対策
○落石・地すべり対策

358

耐寒材料・寒地道路保全
○コンクリート構造物の劣化対策
○道路舗装の劣化対策

66

寒地河川・水環境保全・寒冷沿岸域・水産土木

○結氷河川対策
○ダムへの融雪水量
○波力の算定方法
○漁港蓄養施設

123

表 -1.3.3　技術指導実績例
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１（３）①　技術の指導

技術指導の分野 技術指導の実施例 件数

寒地交通・雪氷
○凍結路面対策
○交通安全対策
○道路吹雪対策

113

地域景観
○道の駅の利活用
○「北の道ナビ」の利活用
○景観やまちづくり

88

資源保全・水利基盤
○酸性硫酸塩土壌対策
○農業水利施設の維持管理

159

寒地技術推進室（各支所）・寒地機械技術
○地域的な相談
○雪害対応

118

25 年度合計　2,405 件

開催地 担当支所等 担当チーム テーマ

札　幌

寒地技術
推進室

水利基盤 大区画水田における圃場水管理と送配水管理

地域景観
ユニット

歩道等の歩行空間の設計に関する課題と利用者評価の向上に資する設計
の考え方

( つくば中
央研究所 )
土質・振動

滑車機構を用いた斜面の多点変位計測技術

寒地地盤
北海道における不良土対策マニュアル
北海道における冬期土工の手引き

函　館

寒地構造 落石対策工

寒地道路保全 積雪寒冷地の中温化舗装技術

水利基盤 大区画水田における圃場水管理と送配水管理

小　樽
寒地構造 橋梁等構造物の補修補強

寒地交通 冬期路面状態の出現傾向とその対策

表 -1.3.4　現地講習会のテーマ

3．北海道開発の推進等に係る技術指導
3.1　現地講習会
　現地講習会は、寒地土木研究所と北海道開発局の共同開催により全道各地で実施しているもので、各支所
が中心になって運営を行っている。講習会では、北海道開発推進のため寒地土木研究所が研究開発した各種
調査法や対策工法等についての紹介および講習が行われており、これらの開発技術は、道路、河川、港湾、
農業等の各種事業の実際の現場で活用され、事業現場の課題解決やコスト縮減、さらには技術の普及や継承
などに役立っている。
　25年度は、開発建設部から要望のあった23テーマについて、研究チーム等が全道10箇所で講習会を実施し、
総参加人数は 763 名であった。今年も一部の講習会に、つくば中央研究所も講師を務めた。講習会当日は、
北海道開発局の職員のほか、北海道や市町村、民間企業等の技術職員の参加者も多数みられた。参加者の内
訳は、民間企業等が全体の 60％、国や地方自治体等が 40％であった。現地講習会終了後のアンケート結果
では、「基本的なことから説明してもらって非常にわかりやすかった」など高い評価を得た。また、回答者
の 96％から「業務の参考になった」と回答があり、技術指導的な役割のほかに、研究成果のより積極的な
普及が求められていることがわかった。
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１（３）①　技術の指導

開催地 担当支所等 担当チーム テーマ

小　樽

寒地技術
推進室

寒冷沿岸域
海岸護岸における越波対策

港湾・漁港域における津波漂流物対策  

室　蘭

寒地構造 橋梁等構造物の補修補強

地域景観
ユニット

電線電柱類に関する課題と効果的な景観向上策

寒地河川 河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法

旭　川

道北支所

寒地機械技術
ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
排水ポンプ設置支援装置（自走型）

寒地地盤
北海道における不良土対策マニュアル
北海道における冬期土工の手引き

網　走

寒地地盤
北海道における不良土対策マニュアル
北海道における冬期土工の手引き

寒地河川 千代田実験水路における破堤抑制工

水利基盤 パイプラインの機能診断技術の現状と課題

留　萌

寒地構造 落石対策工

耐寒材料 積雪寒冷地におけるコンクリートの耐久性向上

資源保全 酸性硫酸塩土壌の分布・特性・判定方法

稚　内

寒冷沿岸域
海岸護岸における越波対策　
港湾・漁港域における津波漂流物対策 

( つくば中
央研究所 )
施工技術

軟弱地盤対策工（ALiCC）
軟弱地盤対策工（コラムリンク）

釧　路

道東支所

耐寒材料 積雪寒冷地におけるコンクリートの耐久性向上

寒地河川 河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法

水利基盤 酪農地域における水質浄化を目的とした河畔緩衝林帯の効果と整備方針

帯　広

寒地道路保全 舗装の維持管理と予防保全

寒地地盤
北海道における不良土対策マニュアル
北海道における冬期土工の手引き

寒地河川 河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法

25 年度　10 箇所・23 テーマ
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１（３）①　技術の指導

3.2　連携・協力協定に基づく活動
　寒地土木研究所は、研究所の技術力をより地域で活用するために、平成 22 年 6 月に『土木技術のホーム
ドクター』宣言を行い、北海道内の地方公共団体に対する技術支援活動を積極的に進める方針を明確化した。
この取り組みをより一層進めるため、北海道開発局、北海道、札幌市、釧路市と連携・協力協定に基づき、
地域の技術支援や技術力向上に努めている。
　これらの協定に基づき様々な活動を実施しており、札幌市との連携の取組みの一つとして、社会資本の整
備及び管理に係わる技術の維持向上や地域における技術者の育成を目的に講師の派遣を行っている。25 年
度は、札幌市建設局土木部が主催した「橋梁補修・補強に関する技術講習会」へ講師を派遣し、橋梁補修工
事における留意点について講義を行った。主に札幌市の土木技術職員、建設会社、建設コンサルタントを対
象に、橋梁の損傷とその対策における最近の技術について理解を深めることを目的として開催され約 200 名
が受講した。
　このほか、寒地土木研究所が、地域において求められる技術開発に関する情報交換、産学官の技術者の交
流及び連携等を図る目的で、北海道各地域で開催している技術者交流フォーラムは、日本技術士会北海道本
部の各地方技術士委員会との共催により開催しており、25 年度も建設会社や建設コンサルタントをはじめ、
行政機関などから約 400 名の方々が参加し、地震津波災害とその対応、水産資源の創出や災害時における機
械化施工と題しての講演など、参加者との意見交換を行った｡
　寒地土木研究所では今後とも研究成果の普及や地域技術者との情報交換の交流場所として技術者交流
フォーラムを開催することとする。

4．技術委員会への参画
　25 年度は、表 -1.3.5 に示すとおり計 1,306 件の技術委員会へ参画した。技術委員会の内容は、国土交通省
や地方公共団体等の事業実施機関が行う公共事業のコスト削減や環境保全等についての検討や、関係学会等
が作成する技術基準類の策定・改訂作業への協力、新技術に対する技術審査証明の発行への協力など多岐に
わたり、土木技術全般に係る技術指導を積極的に実施した。
　水工構造物チームでは、鶴田ダム再開発技術委員会、美和ダム・小渋ダム維持管理方針検討会など、地方
整備局のダム施工及び管理に関する技術委員会に参画し、専門家としての助言を行ったほか、トンネルチー
ムでは、土木学会、日本トンネル技術協会、高速道路株式会社核技術委員会へ参画し、助言を行った。
　また、寒地道路保全チームは北海道開発局が主催する、学識経験者を含む産学官の構成による ｢積雪寒冷
地における舗装技術検討委員会」の委員として参画し、中温化混合物の温度測定等の品質管理データの計測、
舗装路面のわだち掘れ量測定の追跡調査、およびとりまとめ等の技術支援を行った。また、検討委員会の委
員として、中温化舗装技術等や高規格幹線道路の表層混合物に関する技術的な助言を行った。
　また、北海道開発局、北海道、札幌市、NEXCO 等による、「北海道における道路舗装の耐久性向上と補
修に関する検討委員会」に寒地保全技術研究グループ長が委員として参画し、北海道の舗装の融雪期におけ
る舗装破損を初めとした寒冷地舗装の劣化破損対策について、技術的支援および助言を行った。この検討委
員会では、融雪期の舗装の破損のメカニズムと対策を整理し、道路技術者が留意すべき事項として「北海道
における道路舗装の耐久性向上と補修に関する技術ハンドブック」にとりまとめた。

中央
省庁

地方公
共団体

事業団
独立行
政法人

大学
社団
法人

財団
法人

研究会等 計

件　数 300 67 15 27 5 587 188 117 1,306

表 -1.3.5　25年度における技術委員会への参画状況
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１（３）①　技術の指導

5．研修等への講師派遣
　25 年度は、表 -1.3.6 に示すとおり研修および講演会における講師派遣を 257 件実施した。派遣先は国土交
通大学校、各地方整備局、北海道開発局、地方公共団体等で、土木研究所が有する技術情報や研究成果を普
及するとともに、国や地方公共団体等の技術者の育成にも貢献した。
　例えば、国土交通省国土交通大学校では国土交通行政に係る国・地方公共団体の職員を対象に行政運営を
担う人材の育成を目的とした各種研修を実施しており、土木研究所から多くの職員を講師として派遣してい
る。25 年度は、｢大規模土砂災害緊急調査研修｣、｢道路構造物研修｣、｢砂防研修｣、｢河川構造物研修｣、「河
道計画・環境研修」、「緊急災害対策派遣隊研修」など計 19 の研修に 68 名の講師を派遣し、土木技術につい
て基礎的な事項から最新技術の指導まで幅広い内容について講義を行うなど、技術者の人材育成に貢献した。
　市町村の技術職員も含めた北海道の土木技術職員を対象とし、北海道が主催する研修に水環境保全チーム
上席研究員と寒冷沿岸域チーム研究員を講師に派遣し、「河川・水環境研究の取組について」、「海岸護岸の
越波対策について」と題して講演を行い、技術者の人材育成に貢献した。
　また、網走地方道路防災連絡協議会の要望を受け、平成 25 年 3 月に発生したオホーツク地域の暴風雪災
害からの、被害の防止や軽減を図るための基礎知識や心構えを目的とした講演会の講師として、地域景観ユ
ニットは「近年の災害にみる道の駅が果たした地域の貢献について」、雪氷チームは「身を守るための吹雪
の知識と最近の研究について」と題して講演した。

6．研修会・講習会等の開催
6.1　コンクリート構造物の非破壊検査法に関する講習会
　国土交通省の通達｢微破壊・非破壊試験を用いたコンクリートの強度測定の試行について（平成 18 年 9 月）｣
により、コンクリート構造物の監督、検査の充実を目的として、微破壊・非破壊試験を用いてコンクリート
強度が適正に確保されていることを施工管理および竣工検査によって確認することが定められた。通達では、
測定者の要件として各試験法の講習会の受講義務が明記されている。土木研究所では、通達に示される非破
壊試験の 3 手法のうち ｢超音波法｣、｢衝撃弾性波法（表面 2 点法）｣ の 2 種類の講習会を主催し、受講証明
書を発行している。25 年度は計 2 回の講習会を開催し、合格者 58 名（超音波法：31 名、表面 2 点法：40 名）
に受講証明書を発行するなど、18 年度からの取り組みを順調に続けている。

中央
省庁

地方公
共団体

独立行
政法人

大学
社団
法人

財団
法人

研究会等 計

件　数 74 40 3 9 51 39 41 257

表 -1.3.6　25年度における講師派遣実施状況
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１（３）①　技術の指導

6.2　グラウンドアンカー維持管理に関するシンポジウム
　土木研究所は、平成 25 年 7 月 30 日に池袋の豊島区民センターにおいて「グラウンドアンカー維持管理に
関するシンポジウム」を主催した。シンポジウムでは、施工技術チーム宮武上席研究員より「アンカー維持
管理の状況」と題して、土工構造物のメンテナンスに関する情報の提供と最新の研究成果を報告したほか、

（株）高速道路総合技術研究所の関主任研究員より「高速道路におけるアンカーの維持管理の状況」について、
三重大学大学院の酒井教授より「SAAM システムを用いたグラウンドアンカー工の維持管理」について、（一
社）日本アンカー協会の末吉技術委員より「急傾斜地におけるグラウンドアンカーの調査」について、（一社）
全国地質調査業協会連合会の常川主任研究員より「アンカー維持管理と地質リスクマネジメント」について、
それぞれご講演をいただいた。
　当日は民間企業や地方公共団体等から 154 名の参加をいただき盛大な開催となった。定員を超えたため参
加をお断りせざるを得なかった方々からは、ホームページ等での講演資料公開や地方での追加開催等の希望
が寄せられるなど、大きな反響があった。

6.3　地方自治体の河川技術者を対象にした防災講習会
　寒地土木研究所と北海道開発局は、北海道庁の河川技
術者を対象に、「中小河川を対象とした洪水氾濫計算の手
引き（素案）」の講習会を開催した。本講習では、寒地土
木研究所で開発した、降雨量と河道・流域条件から流量
を推定し、氾濫解析を行う手法について講義を行い、全
道各地から約 30 名の参加があった。参加者からは、河川
の流れ河床変動解析ソフトウェア（iRIC）操作性向上に
関する要望を多くいただき、使いやすい氾濫解析モデル
やマニュアルの改良につなげていきたい。

写真 -1.3.3　宮武上席研究員の講演 図-1.3.2　シンポジウムのポスター

写真 -1.3.4　防災講習会の様子
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6.4　寒地土木研究所・北海道立総合研究機構研究交流会
　寒地土木研究所と北海道立総合研究機構は、平成 23 年 2 月 2 日に連携・協力協定を締結し、研究者相互
の研究交流や情報交換などを進め、密接な連携・協力を図ることとした。研究交流会はこの協定に基づき、
相互に関連する研究に対する理解を深め、研究レベルの向上につなげていくため、テーマを変えながら行っ
た。25 年度は「北海道における自然災害と防災対策」をテーマに北海道での土砂災害に関する研究や避難
施設などの防災機能に関する研究について研究交流会を開催した。各研究交流会には関係する約 60 名の研
究員が参加し、話題提供や意見交換を行った。
　寒地土木研究所としては、連携・協力関係をさらに深め、積雪寒冷地である北海道ならではの研究に役立
てて行きたいと考えている。

写真 -1.3.5　研究交流会における総合討論会の様子（左）、コメントする丹保理事長（右）
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１（３）②ア）　技術基準及びその関連資料の作成への反映等

分野 技術基準類等の名称
改訂
年月

担当チーム 発行機関

河川 美しい山河を守る災害復旧基本方針 H26.3 自然共生研究センター
国土交通省　水管理・国土保全
局防災課

道路
舗装性能評価法－必須および主要な性
能指標の評価法編

H25.4 舗装チーム （公社）日本道路協会

道路
舗装の環境負荷低減に関する算定ガイ
ドブック

H26.1 舗装チーム （公社）日本道路協会

道路 舗装の維持修繕ガイドブック 2013 H25.11 舗装チーム （公社）日本道路協会

河川
泥炭性軟弱地盤における柔構造樋門設
計マニュアル

H25.4

寒地地盤チーム
耐寒材料チーム
寒地河川チーム
水環境保全チーム

国土交通省　北海道開発局
寒地土木研究所

道路 北海道における不良土対策マニュアル H25.4 寒地地盤チーム 寒地土木研究所

道路
若材齢時ショットブラスト方式による骨
材露出工法　設計施工マニュアル（案）

H25.4 寒地道路保全チーム 寒地土木研究所

道路
北海道におけるコンクリート構造物の
性能保全技術指針

H25.12 耐寒材料チーム
北海道土木技術会
コンクリート研究委員会

道路
北海道における道路舗装の耐久性向上
と補修に関する技術ハンドブック

H25.12 道路保全チーム
北海道における道路舗装の耐久
性向上と補修に関する検討委員
会

河川
中小河川を対象とした洪水はん濫計算
の手引（案）

H26.3 寒地河川チーム
国土交通省　北海道開発局
寒地土木研究所

道路
平成 26 年度　北海道開発局　道路設
計要領

H26.3

寒地材料チーム
寒地地盤チーム
寒冷沿岸域チーム
地域景観ユニット

国土交通省　北海道開発局

表 -1.3.7　25年度に改訂または発刊された土木研究所の成果が反映された基準類等

た知見から、本マニュアルに修正・加筆すべき必要性が高いと判断された箇所について重点的に記述してい
る。本マニュアルには、寒地地盤チームによる泥炭性軟弱地盤の変形予測に関する研究成果が反映されてい
る。
　「北海道におけるコンクリート構造物の性能保全技術指針」は、積雪寒冷地に特有の環境作用による変状
を考慮して、コンクリート構造物の合理的な維持管理を実施することを目的として作成している。同指針「劣
化機構編」に寒地土木研究所の成果である表面走査法が掲載されている。表面走査法は、コンクリートの凍
害劣化を超音波により非破壊で簡易に点検する技術であり、コア抜きによる詳細調査の前におおよその凍害
劣化程度を推測するものである。また、寒地土木研究所により研究されたコンクリートのスケーリングの照
査方法も同指針に付属資料として掲載されている。
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１（３）②イ）　論文発表等

No. 受賞者 表彰名 業績・論文名 表彰機関 受賞年月日

1

新田　弘之
新井田　良一
他
( 新材料 )

第 30 回日本道路会議 
優秀論文賞【建設・施
工技術（舗装）部門】

道路補修作業の負荷軽減を目的と
した軽量型常温合材の開発

( 公社 ) 日本道路協会
平成 25 年
12 月 5 日

2
百武　壮
( 新材料 )

ベスト・プレゼンテー
ション表彰
ベスト研究交流賞

色の変化で危険を知らせる構造物
の劣化検出センサ

つくばサイエンスア
カデミー

平成 26 年
1 月 24 日

3
森濱　和正
( 基礎材料 )

功労賞
委員会委員長及び委員会経験 15
年以上のもので、協会事業に功労
のあった者

( 公社 ) 日本鉄筋継手
協会

平成 25 年
5 月 29 日

4
中村　英佑

（基礎材料）
優秀講演賞

混和材を用いたコンクリートの収
縮とクリープに関する実験的研究

（公社）プレストレ
ストコンクリート工
学会

平成 25 年
10 月 25 日

5

青池　邦夫
稲崎　富士
他
( 地質・地盤研
究グループ )

第 30 回日本道路会議
優秀論文賞【道路管理・
修繕・更新部門】

路面下空洞探査における解析技術
の客観化と高精度化

( 公社 ) 日本道路協会
平成 25 年
12 月 5 日

6
石原　雅規

（土質・振動）
第 68 回年次学術講演
会優秀講演者賞

不来内排水樋管周辺堤防の漏水に
及ぼす函体周りの空洞の影響

（公社）土木学会
平成 25 年
11 月 11 日

7
脇中　康太
( 土質・振動 )

第 48 回地盤工学研究
発表会優秀論文発表者
賞

東日本大震災における堤体の液状
化による河川堤防の被害事例解析

( 公社 ) 地盤工学会
平成 25 年
11 月 29 日

8
藤田　智弘

（施工技術）

第 48 回地盤工学研究
発表会優秀論文発表者
賞

実大ジオグリッド補強土壁の実地
震時の挙動

( 公社 ) 地盤工学会
平成 25 年
11 月 29 日

9
地質・地盤研
究グループ

（施工技術）
国土技術開発賞 ALiCC 工法

国土技術開発賞選考
委員会

平成 25 年
7 月 5 日

10

鈴木　穣
津森　ジュン
他
( 水質 )

平成 24 年度技術賞
深層酸素供給装置を用いたダム・
湖沼深層水への酸素供給技術

（公社）日本水環境
学会

平成 25 年
6 月 10 日

11
對馬　育夫
他
( 水質 )

W E T  E x c e l l e n t 
Research Award

Nitrous Oxide emitted from 
w a s t e w a t e r  t r e a t m e n t 
processes and river water

( 公社 ) 日本水環境学
会

平成 25 年
6 月 16 日

12
小野田　幸生

（自然共生）
日本陸水学会第 78 回
大会優秀ポスター賞

土砂堆積による河床の表面構造の
変化が魚類の空間利用に及ぼす影
響

日本陸水学会
平成 25 年
9 月 12 日

13
森　照貴

（自然共生）

応用生態工学会第 17
回大阪大会　最優秀口
頭発表賞

河川性底生動物が持つ生態系サー
ビス：藻類食者がシルトの堆積し
た付着藻類に及ぼす影響

応用生態工学会
平成 25 年
9 月 21 日

14
永山　滋也

（自然共生）

応用生態工学会第 17
回大阪大会　優秀口頭
発表賞

イシガイ類をモデルとした氾濫原
再生適正地の抽出手法の開発

応用生態工学会
平成 25 年
9 月 21 日

表 -1.3.9　受賞一覧



116 117

１（３）②イ）　論文発表等

No. 受賞者 表彰名 業績・論文名 表彰機関 受賞年月日

15
渡辺　友美

（自然共生）

応用生態工学会第 17
回大阪大会　優秀ポス
ター研究発表賞

国内展示施設における生物多様性
展示の現状

応用生態工学会
平成 25 年
9 月 21 日

16
宮川　幸雄

（自然共生）

応用生態工学会第 17
回大阪大会　優秀ポス
ター研究発表賞

濁水に含まれる無機物の堆積が付
着藻類の一次生産性に及ぼす影響

応用生態工学会
平成 25 年
9 月 21 日

17
大石　哲也

（自然共生）
第 68 回年次学術講演
会優秀講演者賞

生物生息場に配慮した中小河川に
おける最小川幅設定についての一
考察

（公社）土木学会
平成 25 年
11 月 11 日

18
小堀　俊秀
( 水工構造物 )

平成 24 年度　ダム工
学会論文賞

フ ィ ル ダ ム 外 部 変 形 計 測 へ の
GPS 自動変位計測システムの適
用に関する研究

（一社）ダム工学会
平成 25 年
5 月 16 日

19
丸山　清輝
( 雪崩・地すべ
り )

砂防功労者

永年砂防関係事業に貢献した業
績（表彰規程３号：砂防事業の調
査、研究改良に功績の特にすぐれ
た者）

新潟県治水砂防協会
平成 25 年
7 月 26 日

20
秋山　一弥
( 雪崩・地すべ
り )

2013 年度日本雪氷
学会論文賞

Video and se ismometer 
observations of avalanche 
characteristics in a warm 
snowy district

（公社）日本雪氷学
会

平成 25 年
9 月 19 日

21
堀内　智司
( 舗装 )

平成 24 年度土木学会
論文賞

コンクリート舗装における路盤厚
設計曲線の信頼性に関する検討

（公社）土木学会
平成 25 年
6 月 14 日

22

川上　篤史
久保　和幸
他
( 舗装 )

第 30 回日本道路会議
優秀論文賞【建設・施
工技術（舗装）部門】

自動車走行燃費の向上に寄与する
タイヤ／路面転がり抵抗の小さな
アスファルト舗装技術の開発

( 公社 ) 日本道路協会
平成 25 年
12 月 5 日

23

川上　篤史
寺田　剛
久保　和幸
( 舗装 )

第 30 回日本道路会議
優秀論文賞【建設・施
工技術（舗装）部門】

低燃費舗装の要求性能に関する検
討

( 公社 ) 日本道路協会
平成 25 年
12 月 5 日

24
河田　皓介

（トンネル）

平成 25 年土木学会第
68 回年次学術講演会
優秀講演者

外力対策を考慮したトンネル覆工
の挙動に関する実験的考察

（公社）土木学会
平成 25 年
11 月 11 日

25

日下　敦
砂金　伸治
真下　英人

（トンネル）

第 30 回日本道路会議
優秀論文賞【建設・施
工技術（トンネル）部
門】

外力性変状が発生したトンネルの
補強後の全体耐力に関する要素的
数値解析

( 公社 ) 日本道路協会
平成 25 年
12 月 5 日

26
角間　恒

（寒地構造）
平成 24 年度土木学会
北海道支部奨励賞

FEM による床版防水層の応力性
状に関する検討

（公社）土木学会北
海道支部

平成 25 年
4 月 24 日

27
寒地土木研究
所

（耐寒材料）

平成 24 年度地盤工学
会賞（技術業績賞）

泥炭性軟弱地盤における土構造物
の調査・設計・施工法の体系化
－泥炭性軟弱地盤対策工マニュア
ルの編集とその普及－

（公社）地盤工学会
平成 25 年
6 月 13 日

28
寒地土木研究
所

（耐寒材料）

平 成 24 年 度 全 建 賞
（調査研究等部門）

表面含浸工法によるコンクリート
の耐久性向上技術

（一社）全日本建設
技術協会

平成 25 年
6 月 28 日
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No. 受賞者 表彰名 業績・論文名 表彰機関 受賞年月日

29
遠藤　裕丈

（耐寒材料）

第 35 回コンクリート
工学講演会年次論文奨
励賞

寒冷環境下での塩化物イオン浸透
予測技術に関する基礎的研究

（公社）日本コンク
リート工学会

平成 25 年
7 月 11 日

30
川村　里実

（寒地河川）

第 12 回国際河川土砂
シンポジウム優秀論文
賞

Numerical experiments on 
characteristics of braided 
s t r e a m s  o b s e r v e d  i n 
Satsunai River( 札内川におけ
る網状流路の特性に関する数値実
験 )

ISRS 事務局
平成 25 年
9 月 5 日

31
阿部　孝章

（寒地河川）
第 68 回年次学術講演
会優秀講演者

河川津波による漂流氷板の平面的
挙動に関する水理実験

（公社）土木学会
平成 25 年
11 月 11 日

32
寒地土木研究
所（寒地交通）

平成 24 年度土木学会
北海道
支部技術賞

ワイヤーロープ式防護柵の開発と
導入

（公社）土木学会北
海道支部

平成 25 年
4 月 24 日

33
平澤　匡介

（寒地交通）
第 30 回日本道路会議
優秀論文

２車線道路におけるワイヤーロー
プ式防護柵の開発と実用化

（公社）日本道路協
会

平成 25 年
12 月 5 日

34

古檜山　雅之
鵜木　啓二
中村　和正

（水利基盤）

農業農村工学会北海道
支 部 第 12 回 支 部 賞

（平成 25 年）

地下灌漑の可能な大区画圃場にお
ける水管理と地域の配水管理に関
する研究

（公社）農業農村工
学会北海道支部

平成 25 年
10 月 18 日

35

兵庫　利勇
松田　泰明
岩田　圭佑

（地域景観）

第 9 回景観・デザイ
ン研究発表会優秀ポス
ター賞

北海道の郊外部道路におけるシー
クエンス景観の印象評価に関する
一考察

（公社）土木学会
平成 25 年
12 月 15 日

36
村越　潤
他

（CAESAR）

第 59 回構造工学シン
ポジウム論文賞

既設鋼床版の SFRC 舗装による
応力低減効果と破壊性状に関する
検討

日本学術会議
土木工学・建築学委
員会、（公社）土木
学会、（一社）日本
建築学会主催

平成 25 年
6 月 6 日

37
青柳　聖

（CAESAR）

第 22 回プレストレス
トコンクリートの発展
に関するシンポジウム
優秀講演賞

橋軸方向ひび割れが生じたプレス
トレストコンクリート撤去橋の載
荷試験

（公社）プレストレ
ストコンクリート工
学会

平成 25 年
10 月 25 日

38
澤田　守

（CAESAR）

平成 25 年土木学会第
68 回年次学術講演会
優秀講演者

高力ボルト摩擦接合継手における
接合面の塗装条件が長期的な継手
性能に与える影響の検討

（公社）土木学会
平成 25 年
11 月 11 日

39
河野　哲也

（CAESAR）

平成 25 年土木学会第
68 回年次学術講演会
優秀講演者

推定精度を向上した杭の軸方向ば
ね定数の提案

（公社）土木学会
平成 25 年
11 月 11 日

40
村越　潤
他

（CAESAR）
日本鋼構造協会論文賞

鋼床版デッキプレート進展き裂に
対するデッキプレート増厚の効果
に関する検討

（一社）日本鋼構造
協会

平成 25 年
11 月 14 日

41
河野　哲也

（CAESAR）

第 48 回地盤工学研究
発表会優秀論文発表者
賞

地盤の圧密沈下によって斜杭に作
用する荷重の地震時の評価に関す
る研究

( 公社 ) 地盤工学会
平成 25 年
11 月 29 日



118 119

１（３）②イ）　論文発表等

No. 受賞者 表彰名 業績・論文名 表彰機関 受賞年月日

42

河野　哲也
中谷　昌一
他
(CAESAR)

論文賞
実環境下での長期暴露試験に基づ
くフーチングの ASR 劣化状況の
評価

( 公社 ) 日本材料学会
平成 26 年
3 月

43
佐山　敬洋
(ICHARM)

平成 25 年度科学技術
分野の文部科学大臣表
彰受賞（若手科学技術
者賞）

世界の大洪水を対象にした降雨流
出氾濫予測に関する研究

文部科学省
平成 25 年
4 月 16 日

44
水災害研究グ
ループ

国土技術開発賞 優秀
賞

降雨流出氾濫モデル（RRI モデル）
国土技術開発賞選考
委員会

平成 25 年
7 月 5 日

45
上米良秀行
(ICHARM）

ベトナム天然資源環境
大臣表彰

ベトナム天然資源環境省傘下の水
文気象局との地上雨量観測、レー
ダー・アメダス型雨量観測等に関
する共同研究を通じた同国の水文
気象学の発展に対する貢献

ベトナム天然資源環
境省

平成 25 年
8 月 16 日
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１（３）②ウ）　国民向けの情報発信、国民との対話、戦略的普及活動の展開

■年度計画における目標設定の考え方
　刊行物やホームページ、講演会、技術情報の提供・共有、見学会や講演会による技術移転、一般市民を対
象とするイベント等の催事開催、メディアへの情報発信を通じて、研究成果の周知や研究所に対する理解が
得られるよう取り組むこととした。

■ 25 年度における取組み
1．メディア等を通した情報発信
1.1　ホームページを利用した研究成果の公表
1.1.1　土木研究所資料等の刊行物の公表
　土木研究所の研究成果の周知・普及を目的として、土木研究所資料をはじめとする刊行物（表 -1.3.10）をホー
ムページ上で全文を公開するとともに、主要な研究課題であるプロジェクト研究および重点研究については
プロジェクト研究報告書としてホームページ上で公開した。さらに、プロジェクト研究および重点研究を除
く終了した研究課題についても、土木研究所成果報告書としてホームページ上で公開した。

1.1.2　ホームページ上での情報発信
○土研WEBマガジンの発信
　Web マガジンは、土木研究所の研究成果や活動を広く一般向けにアピールする広報活動の一環として、
平成 19 年 10 月からホームページ上で発行しており、25 年度は第 32 号から第 35 号を発行した。また、海
外向けの情報発信を強化するため、引き続き Web マガジンを翻訳し、英語版を発行した。
○北の道リサーチニュースの発信
　平成 15 年 10 月に発行を開始した「北の道リサーチニュース」は、寒地道路技術の情報発信基地を目指して、行
政や民間企業、大学等の専門技術者等へ研究 ･ 調査成果等の最新情報を毎月提供するメールニュースで、関連す
る会議、セミナー等の案内等も含め道内、国内、海外の話題を幅広く情報発信している。
　また、平成 16 年１月に北海道の道東地方を襲った豪雪の教訓等を踏まえ、吹雪 ･ 雪崩・路面管理等の道路雪氷
対策に関わる技術者、研究者等が連携 ･ 協力して、技術レベルの向上と問題解決型の技術開発が推進できるよう「道
路雪氷メーリングリスト」を開設した。以来、道路雪氷関係者の貴重な意見交換の場として発展し、現在の登録者は、
337 名で、気軽な技術相談、問い合わせ、講習会等の各種催しの案内等に幅広く活用されている。
○寒地土木技術情報センターからの発信
　寒地土木研究所では内外の研究者や技術者に対して寒地土木技術の研究情報ステーションとしての役割を果たす
ために、寒地土木技術に関する研究情報の提供、管理等を行う機関として寒地土木技術情報センターを所内に設置
し､ 研究成果の発信に加え、112,287 冊の蔵書の管理・貸出等を行っている。これらの蔵書や発表論文に関する情

刊行物の名称 概要

土木研究所資料
土木研究所が実施した研究の成果普及・データの蓄積を目的として、調査、研究の成果を
総合的にとりまとめて、計 19 件の土木研究所資料を発刊するとともにホームページ上で
公開した。

共同研究報告書
土木研究所が実施した共同研究の成果普及を目的として、共同研究の成果を総合的にとり
まとめて、計５件の共同研究報告書を発刊するとともにホームページ上で公開した。

プロジェクト研究報告書
プロジェクト研究の研究成果の普及を目的として、16 件のプロジェクト研究と 58 件の
重点研究について、研究成果をとりまとめホームページで公開した。

土木研究所成果報告書
終了した研究課題の成果普及を目的として、24 年度に終了したプロジェクト研究および
重点研究を除く 22 件の研究課題について、その研究成果をとりまとめてホームページで
公開した。

寒地土木研究所月報
北海道の開発の推進に資することおよび寒地土木研究所に対する理解を深めてもらうこと
などを目的として、寒地土木研究所の研究成果や研究活動等を紹介するものであり、計
13 号を発刊するとともに、ホームページにも掲載した。

表 -1.3.10　25年度土木研究所刊行物
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報等はインターネットで公開をしており、25 年度の論文検索アクセス数は、16,505 件であった。
○その他の情報発信
　土木研究所の刊行物として、「雪崩・地すべり研究センターたより」（第 65 ～ 67 号発行）、「ICHARM NEWS 
LETTER」( 第 28 ～ 31 号発行 ) 及び「CAESAR NEWSLETTER」（第 9 ～ 10 号）を刊行した。
　また、「土木技術資料」（（財）土木研究センター発行、月刊誌）の監修を行い、当所が関係するものとして 48 件
の報文が掲載された。

1.2　テレビ、新聞等を利用した研究成果の公表
1.2.1　新聞等への掲載
　土木研究所の研究成果・技術情報について、記者発表やインターネットを活用し、積極的な情報発信を行った。25
年度に行った報道記者会への発表は 43 件（24 年度は 39 件）であった。
　このうち、社会問題として顕在化しつつある社会インフラへの強靱化・効率化等に資する研究開発を協力に推進する
ことにより、社会へ貢献することを目的として、（独）物質・材料研究機構と包括的連携協定を締結の際には、連携協
定に関する概要説明や、具体的なシーズ技術に関する研究室の見学会の場を設けるなど、土木研究所の取り組みの
周知に努めた。
　その他、一般的関心度の高いと考えられる研究成果や活動については、記者懇談会を通じての情報発信を行った。
　また、技術支援や助言等を行うため、災害発生時に現場へ職員を派遣し、その調査状況に関する模様が新聞やウェ
ブサイト等に多数掲載された。
　例として、平成 25 年 4 月23日に静岡県浜松市天竜区で発生した地すべりに対して、地すべりチームが現地調査を
行い、その調査活動やコメントが 4 月24日、25日に中日新聞、日本テレビ、産経ニュースのウェブサイトに、5 月17日
の静岡新聞のウェブサイトに掲載された。
　平成 25 年 4 月23日に京都府京丹後市大宮町で発生したトンネル崩落事故に対して、トンネルチームが現地調査を
行い、その調査活動やコメントが 4 月25日の毎日新聞、読売新聞、朝日新聞、産経新聞に掲載された。
　平成 25 年 10 月16日に東京都大島町で発生した土砂災害に対して、火山・土石流チームが現地調査を行い、そ
の調査活動やコメントが同日の産経ニュースに取り上げられた。
　平成 25 年 4 月7日に札幌市南区の中山峠付近の国道 230 号で発生した盛土崩壊に際し、防災地質チームの融
雪による土砂崩れの要因についてのコメントが平成 25 年 4 月9日の北海道新聞に掲載された。
　また、北海道内において道の駅が設置されてから20 年を迎えたことから、道の駅の現状や課題について地域景観
ユニットからのコメントが平成 25 年 4 月18日の読売新聞の他、同 5 月18日の北海道新聞に掲載された。さらに、5 月
25日の北海道新聞の色刷り2 面にわたる道の駅の特集記事の中で地域景観ユニットのコメントが「『休憩・情報・連携』
三つの機能を生かした交流による地域振興を」との見出しで掲載された。なお、同記事は教材として北海道新聞から
北海道内の全ての小学校（1147 校）に配布された。
　雪氷チームが研究開発した「吹雪の視界情報」の 12 月１日からの運用開始とスマートフォンへの注意喚起メールの
自動配信サービスなど新たな取組の開始について、平成 25 年 12 月2日の読売新聞、同 12 月12日の朝日新聞など
に掲載された他、同 12 月11日に共同通信社から全国に配信された。
　平成 25 年 3 月に道東で起きた暴風雪による9 名の死亡事故から1 年目の冬を迎えることから、11 月から3 月まで暴
風雪にどう備えるべきかについて、雪氷チームへ取材が集中したところ、同チームが行った暴風雪の被害を防ぐために
必要なことや二つ玉低気圧の特徴等についてのコメントが平成 25 年 11 月27日の北海道新聞、12 月27日の朝日新聞、
3 月2日及び 7日の毎日新聞に掲載された。また、寒地土木研究所が札幌管区気象台、北海道開発局及び北海道と
連携し作成したパンフレット「暴風雪に備える」の紹介が平成 26 年１月31日の北海道新聞、読売新聞などに掲載された。
　平成 26 年１月30日に寒地土木研究所が主催し白老町で開催した「技術者交流フォーラムin 白老」で実施された
遠隔操作による４トンのコンクリートブロックを砂防堰堤スリット前に積み上げる作業など「無人化施工の現場見学会」の
模様が平成 26 年 2 月3日の苫小牧民報に掲載された。
　また、インフラの老朽化問題が注目を受け、CAESAR の活動が 5 月9日の毎日新聞、6 月18日の茨城新聞、8 月
30日の毎日新聞に掲載された。
　その他、寒地交通チームが平成 26 年 2 月26日につくば市で行った一般道路用の「ワイヤーロープ式防護柵衝突
試験」について、大型貨物車をワイヤーロープ式防護柵に衝突させ車両の逸脱防止性能などを確認する公開実験の
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模様が平成 26 年 2 月27日の茨城新聞に掲載された。

1.2.2　テレビでの放映
　土木研究所の研究成果等に関するテレビの放映件数は、25 年度は 51 件（平成 24 年度は 39 件）であった。
　主な放映内容としては、平成 25 年 4 月23日に静岡県浜松市天竜区で発生した地すべりに対して、地すべりチーム
が行った現地調査（テレビ朝日、日本テレビ、フジテレビ）や、同じく平成 25 年 4 月23日に京都府京丹後市大宮町
で発生したトンネル崩落事故に対して、トンネルチームが行った現地調査（NHK、KBS 京都）の模様がそれぞれ取り
上げられた。
　その他にも、インフラの老朽化問題が取り上げられ、特にCAESARの活動が 6月4日のTBS、9月18日のテレビ東京、
3 月2日のテレビ朝日等で放送された。
　また、融雪に伴って、道路の凹凸などの損傷が目立ちはじめ、一般市民の関心の高まりを背景に NHK 札幌放送局
から「ネットワークニュース北海道」の生中継のコーナーでの放送について協力依頼があり、平成 25 年 4 月3日に第
1 実験棟の舗装研究室から寒地道路保全チームが行った舗装材料の紹介と説明、実験装置の作動、アスファルト製
作の模様等が生放送された。また、平成 26 年の融雪期にも同局から道路の損傷のメカニズムについての取材があり、
同チームが行ったポットホールの発生要因についての説明内容が平成 26 年 3 月20日の「ネットワークニュース北海道」
で放送された。
　平成 25 年 4 月7日に札幌市南区の中山峠付近の国道 230 号で発生した盛土崩壊に際し、防災地質チームの融
雪による土砂崩れの要因についての説明が平成 25 年 4 月15日の札幌テレビ放送（日本テレビ系列）の「どさんこワイ
ド 179」で放送された。また、同チームが上記災害現場に直接出向き、土砂災害の要因等について説明した内容が
5 月13日の同番組において放送された。
　NHK からは防災に関して北海道内の視聴者への注意喚起放送（防災スポット放送）に対する協力依頼があり、
融雪期の 4 月～ 5 月にかけては、防災地質チーム・寒地河川チームが説明した土砂崩れや河川増水に関する注意点
等についてが、また、12 月から3 月にかけての冬期間においては、雪氷チーム・寒地機械技術チームが協力した暴
風雪への備えや車が雪に埋もれた場合の注意点等についての説明がテレビ、ラジオの番組間の告知コーナー（1 分間）
で繰り返し放送された。
　降雪の時期を迎えるに当たって、平成 25 年 3 月の暴風雪の被害を受けて見直しを図った、雪氷チームの「吹雪の
視界情報」への取材が集中した。雪氷チームの「猛吹雪の予想されるときに不要不急の外出を控えるなどの判断に
利用してもらいたい」とのコメントとともにメール配信の取組を新たに開始することが平成 25 年 11 月6日の NHK のお昼
のニュースと夕方の「ネットワークニュース北海道」で放送された。
　「吹雪の視界情報」のメール配信の開始の他、暴風雪への備えについては、12 月2日の札幌テレビ放送の「どさ
んこワイド 179」、12 月3日の北海道テレビ放送（テレビ朝日系列）の「イチオシ！」で雪氷チームの説明が放送された。
また、12 月4日の北海道放送（TBS 系列）の「今日ドキッ！」では、雪氷チームの説明の他、11 月27日に開催さ
れた寒地道路連続セミナーの模様とともに寒地機械技術チームの「吹雪時に車内での待機の際、一酸化炭素濃度上
昇に危険」についての説明が放送された。
　「吹雪の視界情報」や暴風雪への備えについての雪氷チームの説明は 12 月30日の北海道テレビ放送の年末特集
番組、1 月22日の北海道テレビ放送の「イチオシ！」、1 月28日の北海道文化放送（フジテレビ系列）でも放送された。
また、寒地機械技術チームが行った車の中の一酸化炭素濃度に関する説明と提供した実験時の写真が 1 月22日の
北海道テレビ放送の「イチオシ！」で放送された。
　関東甲信地方が大雪に見舞われた際には、北海道文化放送での雪氷チームの「吹雪の視界情報」に関する説明
の放送内容が 2 月10日のフジテレビのお昼のニュース「FNN スピーク」でも全国放送された。
　寒地機械技術チームが北海道テレビ放送のニュースで行った車の中の一酸化炭素濃度に関する説明と提供した実
験時の写真が平成 26 年 2 月19日のテレビ朝日の「スーパー J チャンネル」で、さらに同チームの同様の説明が平成
26 年 2 月22日の TBS の「サタデーずばッと」で平成 26 年 3 月20日にそれぞれ全国放送された。
　一方、平成 26 年 1 月18日には NHK 札幌放送局制作の防災ラジオ特集「命を守るために～暴風雪に備える」（１
時間 45 分間の生放送番組）において、雪氷チームが行ったスタジオでの説明と石狩吹雪実験場で行われた雪に埋も
れた車の屋外実証実験の模様が現場中継された他、暴風雪など災害時における道の駅の防災施設としての機能や活
用等について地域景観ユニットが行った説明が生放送された。
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技術名 概要 受賞歴

トンネル補修工法（NAV
工法）

ひび割れした覆工コンクリートの表面に、新しく開発した透明のシートを
樹脂等で接着し、剥落を防止する技術。施工後においてもひび割れの進展
が視認できるため、効果の確認や追加対策工の必要性の判断が可能。

トンネル補強工法（部分
薄肉化 PCL 工法）

外力等によりトンネルの覆工コンクリートに変状が生じた場合に補強を行
う技術。トンネル内空断面に余裕がなく、従来の内巻きコンクリートや補
強版では建築限界が確保できない場合でも適用可能。

鋼床版き裂の非破壊調査
技術

鋼床版のデッキプレート内に進展するき裂を超音波で探傷する技術。従来
技術よりも測定精度と操作性が向上。また、U リブ内に侵入した雨水等に
よる滞水の有無を超音波により調査し、貫通き裂の有無も判別が可能。

既設アンカー緊張力モニ
タリング（Aki-Mos）

従来非常に困難であった既設アンカーのアンカーヘッド外側に荷重計を取
付けることができ、緊張力を計測するとともに、無線通信により遠隔でそ
のデータを取得する技術。アンカーの維持管理に寄与。

下水汚泥の過給式流動燃
焼システム

高い気圧で下水汚泥の燃焼効率を高めるとともに、その排ガスで過給機を
駆動させ、燃焼エネルギー等として利用する技術。5 割程度の消費電力削
減による 4 割程度の CO2 削減と、焼却炉の小型化による 1 割程度の建設
費縮減が可能。

H23 化学工学
会粒子流体プ
ロセス部会技
術賞
H23 化学工学
会流動化・粒
子プロセッシ
ングシンポジ
ウム賞
H25 化学工学
会技術賞

複合構造横断函渠工
従来型の RC 製函渠の頂板部に鋼・コンクリート合成構造を用いることで
盛土高を低く抑えることが可能な工法

杭付落石防護擁壁工
基礎杭を擁壁内まで立ち上げ、その頭部を鉄筋コンクリート構造で結合し
落石防護擁壁とする工法

スマートショット工法
既設コンクリートに連続繊維メッシュを取り付け、その上から短繊維混入
コンクリートを吹き付ける補修工法

表面含浸工法によるコン
クリートの耐久性向上技
術

吸水抑制や防錆等の性能・効果を発揮する液体状の材料（表面含浸材）を
コンクリート表面に塗布し、主に凍害・塩害に対する耐久性を高める工法

H24 全建賞

衝撃加速度試験装置によ
る盛土の品質管理技術

盛土の品質管理を短時間で確実に行える試験装置による技術

砕石とセメントを用いた
高強度・低コスト地盤改
良技術

砕石とセメントスラリーの混合材料を締め固めた改良柱体を造成し地盤を
改良する技術

北海道における複合地盤
杭基礎の設計施工法に関
するガイドライン

杭基礎周辺に地盤改良を施し、杭本数の低減と躯体の小型化を図る技術
H21 全建賞
H21 地盤工学
会技術開発賞

高盛土に対応した新型防
雪柵

上部にメッシュパネルを設けた大型吹き止め柵で、防風・防雪範囲が従来
型よりも広く、高盛土型の高規格・高速道路に最適な防雪柵

機能性 SMA
排水性舗装のテクスチャと耐久性に優れた砕石マスチックの長所を持つ、
機能傾斜型の表層を構築する技術。高い耐久性だけでなく、騒音の低減機
能、すべり抵抗などの機能をバランスよくあわせ持つ
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技術名 概要 受賞歴

コンクリート構造物表層の
品質評価技術

コンクリート構造物表層の品質（緻密さ）について、ハンマーで打撃し
たときの接触時間を測定するだけで簡単に、相対的に評価できる技術。

短繊維混合補強土工法
土に短繊維を混合し、切土法面や河川堤防、道路盛土法面等の保護、雨
水等による耐侵食性を向上させる技術。建設発生土の有効利用にも寄与。

土研式釜段（堤防の漏水抑
止技術）

水防工法の釜段工において、土のうではなく円形プレート、シート材な
どを用いることにより、従来に比べ大幅に省力化でき、2 名で、20 分
程度で釜段を作成することが可能。また、軽量なため巡視車両等に資材
を搭載でき、迅速な災害対応が可能。

ダムの変位計測技術

堤体表面を高精度に計測する GPS、水没部や堤体内部の大変位挙動を
計測できるワイヤレスの変位計、堤体表面を連続的に計測できる変位計
を用いた計測技術。リアルタイムで計測することができ、地震後の安全
管理の精度が飛躍的に向上。

H18 ダ ム 工
学会技術開発
賞

ダムの排砂技術
堆砂面に排砂管等を設置し、貯水位を低下させずにダム上下流の水位差
のエネルギーを活用して排砂する技術。従来よりも大幅なコスト縮減が
可能。

非接触型流速計
電波等を利用して河川の表面流速分布を計測することで、無人で安全に
連続的な流量観測を行うことが可能。

自然・交通換気力条件を有
効に活用した道路トンネル
の新しい換気制御技術

トンネル内の自然風、交通換気力を大気圧計や交通量計測等により把握
し、その結果をもとにジェットファンを効率的に制御する技術。従来の
フィードバック制御に比べて 20％程度の運転コストの縮減が可能。

磁気式ひずみ計

鋼橋等の点検で、鋼部材のひずみを簡易に計測することができる装置。
小型軽量のため携行に便利で、鋼部材に磁石で簡易に設置でき、既存の
データロガーに接続して測定が可能。測定後の塗膜補修を要しないため、
現地計測の作業効率が大きく向上。

表 -1.3.14　25年度準重点普及技術

技術名 概要 受賞歴

寒地農業用水路の補修に
おける FRPM 板ライニ
ング工法

既設コンクリート開水路を取り壊すことなく緩衝材と FRPM 板を水路内
面の躯体コンクリートに固定する表面補修工法

路側式案内標識
一般に多く採用されている片持式道路案内標識（F 型）と比較し、景観に
与える影響や整備費用、車両衝突事故時の安全性、積雪寒冷地での維持管
理費用の面で有利な路側式案内標識

ロータリ除雪車対応型ア
タッチメント式路面清掃
装置

近年の予算縮減など喫緊の課題に対応すべく、既存の機械をオールシーズ
ン有効活用することに着目し、ロータリ除雪車をベース車両にしたアタッ
チメント式路面清掃装置

透明折板素材を用いた越
波防止柵

越波防止柵には、採光性に優れ景観にも配慮した構造であることが望まれ
る。そこで透明で採光性に優れ、かつ耐衝撃性に優れたポリカーボネート
折板を活用した越波防止柵

緩衝型のワイヤーロープ
式防護柵

高いじん性を有するワイヤーロープと、比較的弱い支柱による構成で、車
両衝突時の衝撃を主にワイヤーロープのたわみで吸収することで重大事故
を大幅に減らすことができる技術
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技術名 概要 受賞歴

橋梁地震被災度判定システム
構造物に設置した加速度センサーで地震後の情報を迅速に収集し、被災
度を容易に診断できる技術。迅速な緊急対応が可能。

滑車機構を用いた斜面の多点
変位計測技術

動滑車を用いることにより、従来技術と比較してセンサーの個数を半減
させ、安価に確実に斜面変状を計測できる技術。設置のコストと工期が
半減。

地すべりのすべり線形状推定
技術

地すべり発生初期に地表面変位ベクトルの計測のみで迅速にすべり面形
状を推定する技術。危険を伴うボーリング調査が不要で、工期も数週間
から 1 日に短縮可能。

加熱式地下水検層法
ボーリング孔内でセンサーを加熱し、地下水流動によるセンサー温度の
低下を計測することで地下水流動層を検出する技術。食塩による方法に
比べ精度が良く、計測回数が 1/6、工期 2/5、環境負荷低減が可能。

消化ガスエンジン
下水処理場等で生じる消化ガスを燃料とする発電用ガスエンジン。必要
な性能を確保しつつ小型化することでコスト縮減を図り、中小規模施設
に適用可能。

河川結氷時の流量推定手法
本流量推定手法は、コスト低減を考慮して現行の観測資料のみでより精
度の高い流量を推定可能であり結氷する河川の管理技術の向上を図るこ
とが可能

河川津波における遡上距離・
遡上高の推定手法

様々な津波規模と河川流量に応じた河川津波の遡上距離・遡上高を、予
め計算負荷の小さなモデルで事前に求めて、予測縦断図を作成しておき、
実際の地震発生時の条件に最も近い条件での予測結果から瞬時に遡上距
離と遡上高の値を得る手法

冬期路面すべり抵抗モニタリ
ングシステム

「連続路面すべり抵抗値測定装置」による測定データを道路管理者に情
報発信するとともに、冬期道路路面の性能を評価するための種々な分析
が可能なシステム

冬期路面管理支援システム
冬期における道路管理者の道路維持作業の判断支援のために路面凍結予
測に関する情報を提供するシステム

落雪防止用格子フェンス
本工法は、格子状のフェンスを設置することで、橋梁の冠雪などを密度
の低い雪片として早期に落雪させるとともに、密度が高まったものは落
雪させないことにより、落雪による事故を防止する

道路吹雪対策マニュアル
防雪林、防雪柵、その他の吹雪対策施設（道路構造による吹雪対策、視
線誘導施設）など道路吹雪対策に関する基本的な考え方を解説したマ
ニュアル

泥炭性軟弱地盤対策工マニュ
アル

泥炭性軟弱地盤上で道路盛土や河川堤防盛土などを建設する場合におい
て調査・設計・施工および維持に関する標準的な方法を示したマニュア
ル

改質セメントによるコンク
リートの高耐久化技術

種々のセメント材料と産業副産物である高炉スラグ微粉末等の混和材を
使用することでコンクリート自体の長期的な耐久性を確保し、構造物の
長寿命化、ライフサイクルコストの低減が可能

鉄筋コンクリート用再生粗骨
材の簡易な評価方法（試験紙
法）

試験紙タイプの塩化物濃度測定計を用いて、再生粗骨材中の塩化物濃度
の管理値である全塩化物濃度を簡易に評価する手法

超音波によるコンクリートの
凍害劣化点検技術（表面走査
法）

日常的な管理の範囲で、凍害の程度を簡単かつ迅速に非破壊で把握でき
る技術で、凍害が疑われる箇所を絞り込むことができ点検作業の省力化、
調査費用の縮減が可能

強酸性法面の中和緑化工法
強酸性土壌法面と従来技術により形成した植生基盤との間に炭カル吹付
層を挟在させることで酸性物質の移動抑止、土壌の中和が可能な工法
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　この普及戦略に基づいて、以下に記述するように土研新技術ショーケースをはじめ全国各地で開催される
技術展示会への出展や講習会、見学会の開催等、種々の普及活動を積極的に実施した。こうした取組みの成
果として、土木研究所の開発技術は様々な公共工事の現場等で採用されるようになってきている。

技術名 概要 受賞歴

バイオガスプラント運転シ
ミュレーションプログラム

バイオガスプラントの各種諸条件を入力し年間のエネルギー収支を出力
するプログラム

排水ポンプ設置支援装置（自
走型）

本装置は多様化する現場状況に対応するため既存の排水ポンプが利用可
能であり、また、半没水構造、クローラ駆動、排水ポンプ設置にあたり
クレーン装置を必要としない自走式の排水ポンプ設置支援装置

凍結防止剤散布車散布情報収
集・管理システム

凍結防止剤散布車の散布設定情報と GPS による位置情報を自動でサー
バに収集し、地図上に散布箇所や散布量を表示できるため、詳細な散布
情報の確認や効率的な散布情報管理が可能

技術名 普及戦略・活動内容等

鋼床版き裂の超音波探傷法

◦ NETIS 登録を進める
◦ U リブ内浸水検知技術と一体で普及を進める
◦パンフレットの見直しを検討する
◦共有権利者との実施契約を進める
◦ 重車輌や交通量の多い地域（関東、中部、近畿）の道路管理者を対象とした

講習会等を検討する

Ｕリブ内浸水検知技術（液体検知方
法および装置）

◦出願済特許の内容の追加を行う
◦マニュアルを作成する
◦超音波探傷法と一体で普及を進める

下水汚泥の重力濃縮技術（みずみち
棒）

◦全国の下水処理施設の更新時期を地整等にヒアリングする
◦知的財産権活用促進事業として見学会等を実施する
◦ NETIS 登録を検討する

カーボンブラック添加アスファルト
◦技術情報を HP に掲載し、パンフレットの作成を検討する
◦ショーケース等で PR する
◦舗装会社等への売り込み方を検討する

表 -1.3.15　普及戦略の例
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6．土研新技術ショーケース
　土研新技術ショーケースは、土木研究所の研究成果の普及促進を目的として、共同研究等を通じて開発し
た技術等を社会資本の整備や管理に携わる幅広い技術者に講演と展示で紹介するとともに、当該技術等の適
用に向けての相談等に応じるものである。前述の重点普及技術や準重点普及技術を中心として、技術の実際
の使用者となるコンサルタント等や技術の採用を決定する発注機関等の意向も踏まえて紹介する技術を決定
し、普及促進に効果的な開催時期や開催場所、開催方法等を検討して実施している。
　25 年度の開催実績は表 -1.3.16 のとおりであり、例えば東京においては、社会的関心が高まっている“イ
ンフラの維持管理”をテーマに設定し、点検・診断、モニタリング、補修・補強・長寿命化の各技術の講演
や展示等を行った。特別講演では、社会資本整備審議会社会資本メンテナンス戦略小委員会の委員である成
蹊大学経済学部教授　井出多加子氏に「土木技術の新展開～未来を拓くインフラ再生～」と題して講演いた
だいた。
　特に 25 年度の新たな取組みとしては、より多くの技術者等に関心を持って参加してもらえるよう「国等
の講演」とパネル展示を企画し、東京では国土交通省大臣官房の技術審議官に「新技術の活用・普及に向けて」
と題して講演いただくとともに関係するパネルを展示し、札幌では北海道開発局技術管理課長、仙台では東
北地方整備局技術調整管理官、名古屋では中部地方整備局技術開発調整官から、それぞれ新技術の活用や復
旧・復興事業等の内容で講演をいただきパネル展示を実施した。
　また、ショーケースとしては初めて沖縄で開催するとともに、地方開催についても新たに建設業団体の後
援を得るなど各方面との連携を深め、関係各機関等への周知を積極的に行った結果、5 会場合計で約 1,170
名の参加者を得ることができ、多くの技術者に土木研究所の開発技術を紹介することができた。
　このような活動の成果として、例えば、東京・名古屋・那覇のショーケースで紹介した「トンネル補修工
法（NAV 工法）」は、大阪市営地下鉄トンネルの補修工事や国道 13 号東栗子トンネルの補修工事など、図
-1.3.5 のとおり活用件数は年々増加している。
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開 催 地 東　京 札　幌 仙　台 名古屋 那　覇

期　　日 10 月 4 日 ( 金 ) 10 月 17 日 ( 木 ) 11 月 22 日 ( 金 ) 12 月 11 日 ( 水 ) 1 月 23 日 ( 木 )

会　　場 連合会館 アスティ 45 仙台国際センター ウインクあいち
沖縄県市町
村自治会館

紹介技術

【点検・診断】
：4 件

【モニタリング】
：2 件

【補修 ･ 補強 ･ 長寿
命化】

：2 件

計：8 件

【土工】
：3 件

【道路・維持管理】
：4 件

【水環境】
：2 件

計：9 件

【環境保全・機能向
上】

：3 件
【復興・軟弱地盤対
策】

：2 件
【防災・維持管理】

：4 件

計：9 件

【災害対応】
：3 件

【環境保全】
：3 件

【機能向上・維持管
理】

：3 件

計：9 件

【維持管理・長寿命
化】

：5 件
【土工・基礎】

：4 件
【災害対応】

：2 件
【環境保全】

：2 件
計：13 件

特別講演

成蹊大学
経済学部教授

井出　多加子氏
土木技術の新展開
～未来を拓くイン
フラ再生～

（独）土木研究所
理事長

魚本　健人氏
コンクリートの面
白さと難しさ

相馬市長

立谷　秀清氏
震災対応から生活
再建へ～相馬市の
対応～

トヨタ自動車 ( 株 )
技術統括部
次世代車推進 G
担当部長

折橋　信行氏
トヨタの技術開発
～燃料電池自動車
の開発と初期市場
創出～

琉球大学工学部
環境建設工学科
准教授

下里　哲弘氏
沖縄における橋梁
の長寿命化戦略～
鋼橋の新防食技術
への挑戦～

国等の講演

国土交通省
大臣官房
技術審議官

森　昌文氏
新技術の活用・普
及に向けて

国土交通省
北海道開発局
事業振興部
技術管理課長

谷村　昌史氏
新技術の活用につ
いて

国土交通省
東北地方整備局
企画部
技術調整管理官

加藤　信行氏
復旧・復興事業の
施工確保について

国土交通省
中部地方整備局
企画部
技術開発調整官

田中　隆司氏
新技術の普及につ
いて

－

コメンテー
ター

国土交通省
技術調査課
環境安全・地理空
間情報技術調整官

山本　悟司氏

建設コンサルタン
ツ協会　技術部会
技術委員会
道路構造物専門委
員会委員

石田　辰英氏

日本建設業連合会
　インフラ再生委
員会　再生戦略部
会委員

居相　好信氏

国土交通省
北海道開発局
事業振興部
技術管理課長

谷村　昌史氏

建設コンサルタン
ツ協会　北海道支
部
特別委員

大島　紀房氏

日本建設業連合会
北海道支部　土木
工事技術委員会委
員

後藤　潤一氏

国土交通省
東北地方整備局
企画部
技術開発調整官

國松　廣志氏

建設コンサルタン
ツ協会　東北支部
技術部会　技術交
流専門委員会委員

神田　重雄氏

日本建設業連合会
土木工事技術委員
会　土木技術開発
部会長

岩永　克也氏

国土交通省
中部地方整備局
河川部
河川情報管理官

山内　博氏

建設コンサルタン
ツ協会　中部支部
技術部会長

堤　安希佳氏

日本建設業連合会
土木工事技術委員
会　土木技術開発
部会長

岩永　克也氏

－

参加者数 319 名 250 名 204 名 247 名 151 名

表 -1.3.16　25年度の土研新技術ショーケースの実施状況
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開催場所 開催日 内　容

東日本高速道路 ( 株 )
東北支社秋田管理事務所

平成 25 年 4 月 11 日

◦冬期路面管理支援システム
◦凍結防止剤散布車散布情報収集 ･ 管理システム
◦ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
◦落雪防止用格子フェンス
◦機能性 SMA
◦泥炭性軟弱地盤対策工マニュアル
◦表面含浸工法によるコンクリートの耐久性向上技術
◦超音波によるコンクリートの凍害劣化点検技術
◦緩衝型のワイヤーロープ式防護柵

近畿地方整備局 平成 25 年 11 月 1 日
◦ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
◦河川津波の遡上距離 ･ 遡上高の推定手法とその活用方法
◦千代田実験水路における実物大破堤実験について

北陸地方整備局 平成 25 年 12 月 4 日

◦緩衝型のワイヤーロープ式防護柵
◦ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
◦表面含浸工法によるコンクリートの耐久性向上技術
◦改質セメントによるコンクリートの高耐久化技術
◦超音波によるコンクリートの凍害劣化点検技術（表面走査法）
◦北海道における不良土対策マニュアル
◦衝撃加速度試験装置による盛土の品質管理技術

関東地方整備局
常陸河川国道事務所

平成 25 年 12 月 17 日

◦短繊維混合補強土工法
◦ 水性エポキシ樹脂ジンクリッチペイントを用いた防食塗装方

法
◦インバイロワン工法（鋼橋等の塗膜除去技術）
◦ ALiCC 工法（低改良率軟弱地盤対策工法）
◦カーボンブラック添加アスファルト

東日本高速道路(株)
東北支社

平成 25 年 12 月 19 日

◦道路吹雪対策マニュアル
◦冬期路面管理支援システム
◦落雪防止用格子フェンス
◦凍結抑制舗装 ( 粗面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装 )
◦砕石とセメントを用いた高強度 ･ 低コスト地盤改良技術
◦トンネルの補修技術 (NAV 工法 )
◦ ALiCC 工法（低改良率軟弱地盤対策工法）
◦コンクリートの中性深さモニタリングセンサ
◦橋梁地震被災度判定システム

中部地方整備局 平成 26 年 1 月 24 日

◦河川堤防の浸透と液状化の被害と対策の実態
◦河川堤防の統合物理探査
◦統合物理探査の概論
◦統合物理探査の各論
◦ケーススタディ

表 -1.3.17　25年度の技術講習会等の開催状況
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名称 開催日 開催地 出展技術

EE 東北‘13
平成 25 年
6 月 5 日～ 6 日

仙台市

◦ コラムリンク工法（経済的に沈下と側方流動を抑制で
きる杭・壁併用型地盤改良工法）

◦ ALiCC 工法（低改良率セメントコラム工法）
◦既設アンカー緊張力モニタリング（Aki-Mos）
◦ インバイロワン工法（環境対応型の鋼構造物塗膜除去

技術）
◦ WEP システム（気液溶解装置）
◦ トンネル補修・補強技術（NAV 工法、部分薄肉化

PCL 工法）
◦ 自然・交通条件を活用した道路トンネルの新換気制御

技術
◦緩衝型のワイヤーロープ式防護柵
◦河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法
◦排水ポンプ設置支援装置（自走型）
◦高盛土に対応した高機能型防雪柵
◦ 超音波によるコンクリートの凍害劣化点検技術（表面

走査法）

コンクリートテクノ
プラザ 2013

平成 25 年
7 月 9 日～ 11 日

名古屋市

◦土木研究所による PC 橋の臨床研究
◦コンクリート構造物の変位計（ずれセンサー）
◦トンネル補修工法（NAV 工法）
◦ トンネル補強工法（部分薄肉化 PCL 版を用いたトン

ネル補強工法）

ものづくりテクノ
フェア

平成 25 年
7 月 24 日

札幌市

◦ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
◦排水ポンプ設置支援装置（自走型）
◦港湾構造物水中部劣化診断装置
◦簡易雪密度測定器

サイエンスパーク
2013

平成 25 年
8 月 7 日

札幌市
◦ 理科の大実験 !!　5 年生向け「流れる水のはたらき」

と 6 年生向け「土地のつくりと変化」

技術士全国大会
平成25年
10月4日

札幌市

◦泥炭性軟弱地盤対策工マニュアル
◦河川津波における遡上距離遡上高の推定手法
◦ワイヤーロープ防護柵
◦強酸性法面の中和緑化方法

第 22 回プレストレ
ストコンクリートの
発展に関するシンポ
ジウム

平成 25 年
10 月 24 日～ 25 日

静岡市
◦コンクリート構造物表層の品質評価技術
◦低炭素型セメント結合材の利用技術に関する研究
◦コンクリート構造物の変位計（ずれセンサー）

九州建設技術フォー
ラム 2013

平成 25 年
10 月 28 日～ 29 日

福岡市

◦既設アンカー緊張力モニタリングシステム（Aki-Mos）
◦ FRP 防食パネル工法
◦河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法
◦研究所の成果が反映された基準類等

表 -1.3.18　25年度の技術展示会等の出展状況
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名称 開催日 開催地 出展技術

建 設 技 術 展 2013
近畿

平成 25 年
10 月 30 日～ 31 日

大阪市

◦ ALiCC 工法（低改良率セメントコラム工法）
◦ インバイロワン工法（環境対応型の鋼構造物塗膜除去

技術）
◦打込み式水位観測装置
◦ WEP システム（気液溶解装置）
◦ 鋼床版き裂の超音波探傷法・鋼床版 U リブ内浸水検

知法 ( 仮称 )
◦下水汚泥の過給式流動燃焼システム
◦短繊維混合補強土工法
◦ダムの変位計測技術
◦ コラムリンク工法（経済的に沈下と側方流動を抑制で

きる杭・壁併用型地盤改良工法）
◦振動検知式土石流センサー
◦加熱式地下水検層法
◦みずみち棒を用いた汚泥の重力濃縮技術
◦河川堤防の統合物理探査
◦溶液供給機構を有する化学的環境モニタリングセンサ
◦ 下水処理水の藻類増殖抑制及びエストロゲン除去の手

法
◦千代田実験水路における実物大破堤実験について
◦ 河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法とその

活用方法
◦異常腐食した耐候性鋼材の補修手法の研究
◦ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置

関東技術事務所建設
技術展示館

平成 25 年 11 月 1 日
～平成 27 年 10 月中旬

（常設展示）
松戸市

◦鋼床版き裂の非破壊調査技術
◦トンネル補修工法（NAV 工法）

第 11 回　環境研究
シンポジウム

平成 25 年
11 月 13 日

東京都

◦ 下水再生水のノロウイルス感染リスク評価　－農業利
用を想定した Case Study －

◦ 哺乳動物の行動予測および氾濫原の生態的機能に関す
る研究　－河川生態系変動予測モデルへの取り組み－

◦霞ヶ浦の沈水植物の再生手法について
◦ 水環境中における未規制化学物質の挙動と生態影響の

解明
◦ ダム湖を対象とした湖水中の金属類濃度低減技術の開

発
◦河床表層の変化が魚類の空間利用に及ぼす影響
◦ バイオテレメトリー手法を用いた魚類行動解析及び魚

道機能の評価
◦ 豊平川における砂州地形とシロザケの産卵環境につい

て



156 157

１（３）②ウ）　国民向けの情報発信、国民との対話、戦略的普及活動の展開

名称 開催日 開催地 出展技術

寒地技術シンポジウ
ム

平成 25 年
11 月 20 日～ 22 日

札幌市

◦北海道における不良土対策マニュアル
◦泥炭性軟弱地盤対策工マニュアル
◦機能性 SMA
◦落雪防止格子フェンス
◦冬期路面管理支援システム
◦冬期路面すべり抵抗モニタリングシステム
◦道路の吹雪・雪崩対策に関する研究
◦ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
◦雪堆積場の雪冷熱利用技術に関する研究
◦ 分かりやすい案内誘導と公共空間のデザインに関する

研究
◦ 郊外部の電線電柱類の景観対策における課題と効果的

な対策手法
◦北海道の道路デザインブック（案）及び北海道におけ
る道路景観チェックリスト（案）

ふゆトピア 2014in
釧路

平成 26 年
1 月 23 日～ 24 日

釧路市

◦ 連続繊維メッシュと短繊維混入吹付けコンクリートの
組み合わせによる補修補強工法

◦落雪防止格子フェンス
◦冬期路面管理支援システム
◦冬期路面すべり抵抗モニタリングシステム
◦気象変動の影響による雪氷環境の変化に関する研究
◦インターネットによる吹雪視界予測情報の提供
◦高盛土・広幅員に対応した新型防雪柵
◦地震による雪崩発生リスク評価技術に関する研究
◦ 景観・コスト・安全面で有効な「路側式の道路案内標

識」の提案
◦ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
◦除雪機械マネジメントシステムの開発
◦冬期歩道の雪氷路面処理技術の開発
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7.6　研究開発による社会的効果の事例集の公表
　土木研究所は、毎年 150 ～ 200 件程度の土木技術に関する研究開発を行っている。そして、その成果として、
道路・河川・ダム・砂防・下水道などの社会インフラの整備や管理に関する各種の技術基準などが作成され、
また、各インフラ施設の設計や工事などをする際に役に立つ新技術が開発され、それらが実際に現場などで
活用されることによって、いろいろな形で国民の生活や社会活動などに大きな効果を発揮している。
　そこで、技術基準の作成や新技術の開発などにより社会的な効果を発揮している、あるいは、期待される
代表的な事例 5 件についてとりまとめ、9 月 18 日に記者発表するとともにホームページに掲載した。
　各事例は、土木技術を知らない一般市民でも理解できるよう専門用語は一切使わず平易な言葉で記述する
とともに、長期にわたり期待される効果や既に発揮した効果をコスト縮減金額や CO2 削減量等の具体的な
数値を使ってアピールしている。
　今後とも、研究開発の社会的効果についてとりまとめを行い、順次公表する予定である。

　事例 -1　インバイロワン工法　～鉄橋の塗装を簡単にはがす技術～

図 -1.3.6　インバイロワン工法
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　事例 -2　ALiCC（アリック）工法　～軟らかく弱い地盤上に安く盛り土を行う技術～

　事例 -3　土研式水位観測ブイ（投下型）
　　　　　～土砂崩れでできる ｢せき止め（天然ダム）｣ の危険性を監視する技術～

図 -1.3.7　ALiCC（アリック）工法

図 -1.3.8　土研式水位観測ブイ（投下型）
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　事例 -4　みずみち棒を用いた下水汚泥の重力濃縮技術
　　　　　～下水の汚泥を効率的に処理する技術～

　事例 -5　道路トンネルの換気に関する技術基準
　　　　　～より経済的で環境に優しい換気方法への見直し～

図 -1.3.9　みずみち棒を用いた下水汚泥の重力濃縮技術

図 -1.3.10　道路トンネルの換気に関する技術基準
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出願番号 出願日 発明の名称

特願 2013-108183 H25.5.22 路面切削機、路面切削方法及び切削溝

特願 2013-165163 H25.8.8
舗装路面の凍結抑制用撥水材組成物、凍結抑制舗装体及び舗装路面の
凍結抑制方法

特願 2013-171133 H25.8.21
アスファルト混合物、アスファルト舗装方法、及び、アスファルト舗
装体

特願 2013-187043 H25.9.10 液体検知方法および液体検知装置

特願 2013-202279 H25.9.27 藻類増殖抑制方法

特願 2014-016693 H26.1.31 常温施工型軽量舗装材組成物

特願 2014-047851 H26.3.11 フレキシブルアーム装置および点検診断装置

特願 2014-050970 H26.3.14 藻類増殖抑制装置及び方法

特願 2014-053615 H26.3.17 潤滑油の供給設備及び供給方法

計 9 件

表 -1.3.19　産業財産権の出願状況

登録番号 登録日 発明の名称

特許第 5299778 号 H25.6.28 堤防の漏水抑止方法

特許第 5299779 号 H25.6.28 堤防の漏水抑止装置及び方法

特許第 5299780 号 H25.6.28 堤防の漏水抑止装置及び方法

特許第 5305439 号 H25.7.5
水中堆積物流送用の吸引パイプ、水中堆積物の流送装置、及びそれを
用いた水中堆積物の流送方法

特許第 5358860 号 H25.9.13 藻食性動物の餌料供給を兼用した海藻の生育方法および生育用基材

特許第 5364907 号 H25.9.20 変位計測システムおよび変位計測方法

特許第 5371100 号 H25.9.27 センサ

特許第 5392555 号 H25.10.25 アンカー構造、支圧拘束具、アンカー構造の施工方法

特許第 5392739 号 H25.10.25 加圧流動燃焼設備及び加圧流動焼却設備の立ち上げ運転方法

特許第 5458270 号 H26.1.24 水中構造物点検システム及び画像処理装置

特許第 5463584 号 H26.1.31 変位計測方法、変位計測装置及び変位計測プログラム

特許第 5482792 号 H26.2.28 有機性廃棄物処理システム及び方法

計 16件

表 -1.3.20　産業財産権の登録状況

登録番号 登録日 プログラム名称

P 第 10352-1 H26.3.28 人工知能技術を活用した洪水予測のためのレーダ雨量入力制御プログラム

P 第 10354-1 H26.3.31 降雨流出氾濫（RRI）モデル（ver1.3.3）

P 第 10355-1 H26.3.31 総合洪水解析システム（IFAS）ver2.0

P 第 10356-1 H26.3.31 総合洪水解析システムマネジメント版（IFAS-M）ver2.0

計 4 件

表 -1.3.21　プログラムの登録状況
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2.2　知的財産管理システムの整備
　24 年度に新たに導入したシステムについて、実際に業務に活用できるよう、さらなるカスタマイズやデー
タ入力作業等を進めた。導入時点では、特許、実用新案、意匠、商標の 4 種類の権利のみに対応する設定と
なっていたものを、プログラム著作権やノウハウ等の権利も同様に管理できるよう改良するとともに、普及
戦略ヒアリング、知的財産権活用促進事業、実施契約等に関する情報も各権利等の案件に関連づけて管理で
きるようにした。また、目的に応じて案件を検索できるよう改良するとともに、維持管理手続きに必要な帳
票が出力できるよう改良し、それらの機能に合わせてデータ項目を再整理してデータ入力を行った。今後は、
日常業務において本システムを有効に活用していくこととしている。

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

出
願
件
数

特許権 16 7 3 14 9

実用新案権 0 0 0 0 0

意匠権 15 3 0 3 0

商標権 0 0 0 0 0

計 31 10 3 17 9

登
録
件
数

特許権 19 24 16 16 12

実用新案権 0 0 0 0 0

意匠権 0 5 1 13 0

商標権 1 0 0 0 0

計 20 29 17 29 12

消
　
滅
　
件
　
数

特許権 42 25 20 30 23

　 （うち放棄） 21 11 12 18 7

実用新案権 0 0 0 1 0

（うち放棄） 0 0 0 1 0

意匠権 0 0 2 0 0

　 （うち放棄） 0 0 2 0 0

商標権 0 0 0 3 1

（うち放棄） 0 0 0 0 0

計 42 25 22 34 24

　 （うち放棄） 21 11 14 19 7

保
有
件
数

特許権 338 320 303 287 273

実用新案権 3 3 3 2 2

意匠権 18 21 19 22 22

商標権 12 12 12 9 8

計 371 356 337 320 305

表 -1.3.22　産業財産権の出願・登録・消滅・保有件数の推移
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プログラム名 契約数（社）

区画線塗り替え判定ソフトウェア（ver.2） 5

1 次元貯水池河床変動計算プログラム 4

表 -1.3.27　プログラム著作物の25年度の新規契約

　これらの実施契約のうち、25 年度では 59 件の産業財産権と 2 件のノウハウ、および 2 件のプログラムが
実際に実施され、法人著作物による印税収入を含めて表 -1.3.28 に示すとおり合計 42,599,971 円の実施料等収
入を得ることができた。

特許権 実用新案権 ノウハウ プログラム 法人著作 計

30,764,064 64,789 11,358,900 132,805 279,413 42,599,971

表 -1.3.28　25年度の権利種別毎の収入
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5．知的財産に関する講演会等の開催
　職員の知的財産に対する意識の向上と優れた知的財産の創造の促進を図ることを目的として講演会・講習
会を開催した。
　つくばでは、数値計算プログラム等を対象とした著作権登録の意義をはじめ、書籍出版につながる言語の
著作物を含めた著作権全体の運用のあり方等について研究者に理解を深めてもらえるようテーマ設定を行
い、12 月 16 日に講演会を開催した。実施にあたっては、テレビ会議システムを利用し、つくばの職員だけ
でなく、寒地土木研究所の職員も聴講できるようにした。講師には、日本弁理士会前会長で久遠特許事務所
共同代表の奥山尚一氏を招き、「著作権法の今」と題して、産業財産権との違いや用語の定義、著作権法の
解釈等の基礎的な解説から、デジタル化社会における課題等の今日的な話題まで幅広く講演が行われた。つ
くば・寒地合わせて約 40 名が熱心に聴講するとともに、講演後には活発な質疑が行われ、さらに、後日に
も電子メールで質問が寄せられる等、関心の高さがうかがえた。
　講演会に先立って寒地土木研究所では、9 月 10 日に講習会を開催し、第一部において「特許取得までの
作業手順及び内容について」及び「特許出願にあたって考慮すべきこと」と題し、特許取得までの手続の流
れや出願に必要な工夫ポイント等について、知的財産担当者から説明を行った。第二部では、IP アシスト
特許事務所の一入章夫氏を講師に迎え「研究開発と知財戦略」と題して、企業を例に事業戦略、特許戦略、
研究戦略を一体化して知財活動を推進していくことの重要性について、講演が行われた。当日は約 30 名が
参加し、講演後には活発な意見交換が行われた。

写真 -1.3.24　講演会（12月16日）の状況 写真 -1.3.25　講習会（9月10日）の状況
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■年度計画における目標設定の考え方
　我が国特有の自然条件や地理的条件等の下で培った土木技術を活かした国際貢献実施のため、他機関から
の要請に応じて諸外国の実務者等に対して助言や指導を行うとともに、各種国際会議における討議や情報発
信にも積極的に取り組むこととした。

■ 25 年度における取組み
1．海外への技術者派遣
　国内外の機関から、調査、講演、会議出席依頼等の要請を受けて延べ 90 名の職員を海外へ派遣した（表
-1.4.1 ～表 -1.4.2 参照）。このうち、JICA からの依頼により短期調査団員・短期専門家として各国へ派遣した
のは、表 -1.4.3 に示すとおり延べ 16 名である。その内容や派遣国等は多岐にわたっており、土木研究所はそ
の保有する技術を様々な分野で普及することにより、国際貢献に寄与している。

依頼元
目的

JICA 大学 学会・独法 海外機関 合計

講演・講師・発表 8 3 2 9 22

会議・打合せ 0 3 25 16 44

調査・技術指導 8 3 0 13 24

機関別件数 16 9 27 38 90

依頼元 所属・氏名 派遣先 用　務

北海道大学
研究調整監付
特命事項担当上席研究員
笹島　隆彦

ロシア
ロシア極東地域における寒冷地建設技術交流
プラットホームの形成に関する調査

（一社）日本大ダ
ム会議

水工研究グループ（水工構造物）
上席研究員　佐々木　隆

フランス
日仏ダム耐震基準比較等に関するワーク
ショップ

特定非営利活動法
人日本水フォーラ
ム

水災害研究グループ
国際水防災研究監　廣木　謙三

タイ アジア太平洋水サミット

韓国科学技術研究
院（KIST）

材料資源研究グループ長
鈴木　穣

韓国
韓国科学技術研究院シンポジウム「総体的藻
類除去技術の開発」での研究成果の紹介

ア ジ ア 開 発 銀 行
（ADB）

水災害研究グループ
主任研究員　鍋坂　誠志

フィリピン
総合洪水解析システム（IFAS）の活用方法に
ついての講義および技術指導

東京大学生産技術
研究所

理事長　魚本　健人 ベトナム
第 12 回アジア地域の巨大都市における安全
性向上のための新技術に関する国際シンポジ
ウムでの基調講演

ハンガリー外務省
水災害・リスクマネジメント国際
センター長　竹内　邦良

ハンガリー
ブタペスト ･ ウォーター ･ サミットでの基調
講演

（公社）土木学会
橋梁構造研究グループ
上席研究員　星隈　順一

モンゴル
日本－モンゴル道路舗装・耐震技術セミナー
での講演

（独）宇宙航空研究
開発機構

水災害研究グループ
上席研究員　岩見　洋一

タイ
センチネルアジア STEP3 第 1 回共同プロ
ジェクトチーム会合における WG の座長およ
び研究発表

表 -1.4.1　海外への派遣依頼　

表 -1.4.2　海外への主な派遣依頼
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派遣国 用　務 延べ人数

インドネシア
地球環境規模課題対応国際科学技術協力事業「インドネシアの泥炭・森林における火災
と炭素管理」による熱帯泥炭地調査と国際シンポジウム

1

インドネシア
地球環境規模課題対応国際科学技術協力事業「インドネシアの泥炭・森林における火災
と炭素管理」による河川流量調査

1

インドネシア ASEAN 災害管理衛星情報活用能力向上支援プロジェクトの講師 5

ミャンマー ミャンマー国災害多発地域における道路技術改善プロジェクト現地セミナーの講師 2

中国 中華人民共和国道路橋梁の耐久性・補修技術向上プロジェクト運営指導調査 1

エチオピア エチオピア国地すべり対策工能力強化プロジェクト中間レビュー調査 1

ヨルダン ヨルダン ･ ダム堆砂対策在外技術研修講師（地すべり対策） 1

フィリピン フィリピン国大規模地震被害緩和のための橋梁改善調査プロジェクト橋梁被災状況調査 1

インドネシア ･
タイ

アセアン工学系高等教育ネットワークプロジェクト（フェーズ 3）運営指導調査 1

ブラジル ブラジル統合自然災害リスク管理国家戦略強化プロジェクト短期派遣専門家 2

表 -1.4.3　JICAからの派遣依頼　

依頼元 所属・氏名 派遣先 用　務

京都大学
水環境研究グループ（水質）
上席研究員　岡本　誠一郎

中国
日中環境技術共同研究・教育の促進に関する
シンポジウムでの基調講演

（公社）土木学会
材料資源研究グループ（基礎材料）
上席研究員　渡辺　博志

韓国 日韓技術者交流セミナーでの講演
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4．国際会議等での成果公表
　土木研究所の研究成果を海外に普及させ、また、海外の技術者との情報交換等の交流促進を図るため、海
外で開催された国際地盤シンポジウム（IGS）、国際水理学会（IAHR）、国際地盤工学会議（ISSMGE）、国
際水田・水環境工学会（PAWEES）、米国地球物理連合秋季大会（AGUFM）、アジア交通学会国際会議

（EASTS）、ヨーロッパ地球科学連合大会（EGU）、米国橋と高速道路に関する地震工学会議（NSC）、世界
トンネル会議（WTC）、水資源と環境研究に関する国際会議（ICWRER）、空港と高速道路の舗装会議、欧
州物理探査学会（EAGE）、アジア ･ オセアニア地球科学学会 (AOGS)、環境の管理・工学・経済に関する国
際会議（CEMEPE）と生態毒性・環境安全に関する国際会議（SECOTOX）、RC 構造物のための繊維強化
プラスチックに関する国際シンポジウム（FRPRCS）、嫌気性消化会議、道路と空港の舗装技術に関する国
際会議（ICPT）、浅部物理探査アジア太平洋会議、国際建設ロボットシンポジウム（ISARC）、国際大ダム
会議（ICOLD）、国際生態学会（INTECOL）、国際地形学会（IAG）、国際津波シンポジウム（ITS）、国際
雪科学ワークショップ、日中冬期道路交通ワークショップ、生態系モデリングに関する国際会議（MGC）、
国際ロックフィルダムシンポジウム、構造用 FRP に関するアジア ･ 太平洋会議、米国交通運輸研究会議

（TRB）、アメリカリモートセンシング学会（ASPRS）など各種国際会議に多数の研究者を派遣して研究発
表を行った。また、国内で開催された ITS（高度道路交通システム）国際会議、水と環境技術会議（WET）、
持続可能な建設材料技術に関する国際会議（SCMT）、岩盤応力に関する国際シンポジウム、河川の土砂に
関する国際シンポジウム（ISRS）、砂防学会国際シンポジウム、東アジア環境問題国際シンポジウム（EAEP）、

機関名 委員会名 役職 氏　名 活動状況

世界道路会議
（PIARC）

TC2.4 冬期サービス
技術委員会
: 委員

寒地道路研
究グループ
上席研究員

松澤　勝

平成 25 年 6 月にチリ、10 月にドイツ、平成
26 年 2 月にアンドラで開催された委員会に出席
し第 14 回国際冬期道路会議の運営および準備に
ついて審議を行った。

TC3.3 道路トンネル
管理委員会
: 委員

道路技術研
究グループ
長

真下　英人

平成 25 年 4 月にイギリス、10 月にベトナム、
平成 26 年 2 月にアンドラで開催された委員会に
出席し、活動報告や成果報告書について議論を行
うとともに、現地のトンネルに関する情報収集も
行った。

常設国際道路
気象委員会

（SIRWEC）

常設国際道路気象委員
会（SIRWEC）
: 理事

寒地道路研
究グループ
総括主任研
究員

高橋　尚人

平成 26 年 1 月にアンドラで開催された委員会に
出席し、平成 28 年に開催予定の SIRWEC 国際道
路気象会議の運営および準備について審議を行っ
た。

国際科学会議
（ICSU）

災害リスク統合研究
（IRDR）科学委員会 :
副議長

水災害・リ
スクマネジ
メント国際
センター長

竹内　邦良

平成 25 年 11 月に中国で開催された第 10 回
IRDR 科学委員会に副議長および国内分科会の特
任連携会員として出席し、日本国内での活動報告
を行った。

世界水パート
ナ ー シ ッ プ

（GWP）

GWP 運営委員会
: 副議長

水災害研究
グループ
国際水防災
研究監

廣木　謙三

平成 25 年 8 月にスウェーデンで開催された諮問
委員会に出席し、基調講演を行うとともに今後の
運営方針について審議を行った。また、11 月に
セネガルで開催された執行委員会では、副議長と
して会議のとりまとめを行った。

台風委員会
（ E S C A P /
WMO）

水文部会
: 議長

水災害研究
グループ
上席研究員

加本　実

平成 25 年 5 月および平成 26 年 2 月にタイ、
10 月に韓国で開催された委員会や会合に出席し、
水文部会議長として議事の進行ととりまとめを
行った。また、12月にマカオで開催された合同ワー
クショップにおいても、議長として会議を主導し
参加国の報告をとりまとめた。

表 -1.4.5　主な国際的機関、国際会議に関する委員
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物理探査学会国際シンポジウム、東アジア太平洋地域国際会議等においても積極的な情報発信を行ったほか、
海外発行の雑誌へも多数論文投稿している。

5．土木技術の国際基準化への取組み
　国土交通省の「土木・建築における国際標準対応省内委員会」の下に設置された国際標準専門家ワーキン
ググループのメンバーとして、国内調整・対応案の検討、国内および国際的な審議への参画等の活動を行っ
ている。ISO に関しては、表 -1.4.6 に示す国内対応委員会等において、我が国の技術的蓄積を国際標準に反
映するための対応、国際標準の策定動向を考慮した国内の技術基準類の整備・改定等について検討した。
　TC（技術委員会：以下 TC）35/SC（分科委員会：以下 SC）14 においては、ISO12944 シリーズ（防食
塗料系による鋼構造物の防食）の改定が正式に決定されるとともに、国内でも新たに委員会を設置して対
応を検討している。TC71 においては、コンクリート分野の基準策定や改定に係わる作業を継続している。
TC113/SC1 においては、土木研究所が開発した非接触型流速計を紹介するとともに、同技術の基準化に向
けた技術報告書の執筆を進めている。TC127 においては、我が国が主導して策定した ISO15143s（施工現場
での情報交換）に準拠する国内基準の作成に向けて作業を継続している。また、TC275 及び TC282 が新規
に設立され、TC275 においては、処理プロセス別にいくつかの WG が設置されるとともに、オブザーバー
参加に留まる TC282 においては、3 つの SC を設置する方針が決定された。
　また、土木研究所が国際的に通用する質の高い研究開発を行い、技術基準等の策定に携わって行くため、
国際標準化の専門委員会等に関係する研究チーム等の研究者が一堂に会し、分野横断的に情報交換、意見交
換等を行う「国際標準・規格研究会」を平成 26 年 2 月 26 日に開催した。会議には関係者 11 名が参加し、
技術推進本部から国際標準・規格に係わる最新の動向に関する調査概要について紹介するとともに、各研究
者からは関係する専門委員会等の活動状況等について情報提供があり、それらの情報に基づき、土木研究所
の果たすべき役割や必要な体制等、今後の活動にあたっての課題について意見交換を行った。今後も、この
研究会において引き続き、今回整理した課題等の解決に向けて検討して行くこととしている。

委員会名等 コード 担当

ISO 対応特別委員会 －
技術推進本部、

基礎材料

ペイント及びワニス ISO/TC35 新材料

コンクリート、鉄筋コンクリート及びプレストレストコンクリート ISO/TC71 基礎材料

セメント及び石灰 ISO/TC74 基礎材料

開水路における流量測定 ISO/TC113 ICHARM、水理

土工機械 ISO/TC127 先端技術

水質 ISO/TC174 水質

昇降式作業台 ISO/TC214 先端技術

ジオシンセティクス ISO/TC221
材料資源研究グ

ループ

汚泥の回収、再生利用、処理および廃棄 ISO/TC275 リサイクル

水の再利用 ISO/TC282 水質

表 -1.4.6　国際標準の策定に関する活動
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■平成 25 年度における取組み
1．ICHARM に係る協定更新と ICHARM 長期・中期プログラム等の策定
1.1　ICHARM に係る日本政府とユネスコ間の協定更新
　7 月 23 日、木曽功ユネスコ日本国特命全権大使とイリーナ
･ ボコバ　ユネスコ事務局長が、パリのユネスコ本部におい
て、ICHARM の更新に関する協定に署名した。これにより、
ICHARM は今後 6 年間、引き続きユネスコ後援世界機関（カ
テゴリー 2 センター）として活動することになった。

1.2　第 1 回 ICHARM 運営理事会（Governing Board）
の開催
　日本政府とユネスコ間の協定に基づき、平成 26 年 2 月 25
日に東京・経済産業省会議室で「第 1 回 ICHARM 運営理事
会（Governing Board）」を開催した。開催概要を以下に示す。
　理事会では、魚本理事長が議長となり進行を行い、ま
ずその運営手続「Rules of Procedure」を採択した後、
活動報告「ICHARM Activity Report」を審査し、長期・
中 期 プ ロ グ ラ ム「ICHARM Long-term and Mid-term 
Program」および具体的な活動計画「ICHARM Work 
Plan」の審査・採択を行った。
　採択された「Mission of ICHARM」および「Long-term 
Programme」を以下に示す。

1. Mission of ICHARM
　The mission of ICHARM is to serve as the Global Centre of Excellence for Water Hazard and 
Risk Management by, inter alia, observing and analyzing natural and social phenomena, developing 
methodologies and tools, building capacities, creating knowledge networks, and disseminating lessons and 
information in order to help governments and all stakeholders manage risks of water-related hazards at 
global, national, and community levels. The hazards to be addressed include floods, droughts, landslides, 
debris flows, tsunamis, storm surges, water contamination, and snow and ice disasters. 
　We envision a Center of Excellence housing a group of leading people, superior facilities, and a 
knowledge base which enables conducting i) innovative research, ii) effective capacity building, and iii) 

写真 -1.4.1　�木曽功ユネスコ日本国特命全権
大使（左）とイリーナ ･ ボコバ
ユネスコ事務局長（右）

写真 -1.4.2　審議の様子

第１回ICHARM運営理事会　概要

日　　時：平成26年２月25日（火）10:00～12:00
場　　所：経済産業省別館３階　310会議室
審査事項：「Rules of Procedure」、「ICHARM Activity Report」、
　　　　　「ICHARM Long-term and Mid-term Programmes」、
　　　　　「ICHARM Work Plan」
委　　員：
 　魚本理事長（土木研究所・議長）、足立技監（国土交通省）、
 　ヒメネス部長（ユネスコ）、不破部長（国際協力機構）、
 　白石学長（政策研究大学院大学）、ウォルストロム代表（UNISDR）、
 　クルマン議長（ユネスコ国際水文計画）
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efficient information networking. Based on these three pillars, ICHARM will globally serve as a knowledge 
hub for best national/local practices and an advisor in policy making.

１．ICHARM の使命
　ICHARM の使命は、国際から、国家、地域レベルで水関連災害・リスクマネジメントに携わる政府とあ
らゆる関係者を支援するために、自然・社会現象の観測・分析、手法・手段の開発、能力育成、知的ネット
ワーク、教訓・情報の発信等を通じて、水関連災害・リスクマネジメントにおける世界的な拠点としての役
割を果たすことである。水関連災害として洪水災害、渇水災害、土砂災害、津波・高潮災害、水質汚濁、雪
氷災害を指す。
　ここでいう世界的な拠点とは、 i）革新的な研究、 ii）効果的な能力育成、 iii）効率的な情報ネットワーク
によって、世界をリードする人材、優れた施設、知的財産を擁する場を意味する。この 3 本柱によって、
ICHARM は国家・地域における現場実践の知的拠点および実社会での政策立案における助言者としての役
割を世界において果たす。

2. Long-term Programme (around 10 years)
ICHARM will engage in the following activities in order to fulfill the Mission, keeping in mind localism, a 
principle that takes into account local diversity of natural, social and cultural conditions, being sensitive to 
local needs, priorities, development stage, etc., within the context of global and regional experiences and 
trends:
( i ) Innovative research
　(1) Develop methodologies to observe, predict and analyze water-related hazards, supporting assessment 

of water-related risks.
　(2) Pioneer new methods and models to assess, analyze and monitor exposure and vulnerability to water-

related hazards, supporting risk management at both local and global scales. 
　(3) Propose practical policy tools for integrated and comprehensive water and risk management to 

enhance human and ecosystem resilience, for instance through preparedness, early warning, and 
hard-soft integration. 

( ii ) Effective capacity building
　(4) Foster the development of solution-oriented practitioners with solid theoretical and engineering 

competence who will contribute effectively to the planning and practice of disaster management at 
any levels, from local to international.

　(5) Build a network of local experts and institutions equipped to address water-related risks with 
accumulated knowledge and applied skill both in research and practice.

( iii ) Efficient information networking
　(6) Accumulate, analyze and disseminate major water-related disaster records and experiences as the 

comprehensive knowledge center for practitioners.
　(7) Mainstream disaster risk reduction policy by facilitating active collaboration and communication 

within an influential global institutional network and through dissemination of technical knowledge 
for water-related hazard and risk management.

2．長期プログラム（およそ 10 年）
　ICHARM の使命を果たすため、世界および地域の経験と傾向の中で地域のニーズ、重要課題、開発段階
等を反映しつつ、自然、社会および文化条件といった地域の多様性を考慮する原則、ローカリズムを念頭に、
以下の活動を行う。

（i）革新的な研究
　（1）水関連ハザードに係わる観測・予測・分析を行うための手法を開発し、水関連災害リスクを評価に資

する。
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　（2）特定流域および全球レベルでの水関連災害に対するエクスポージャーと脆弱性を評価、分析、モニタ
リングする手法を、リスクマネジメントの観点から開発する。

　（3）災害への備え、早期警報、ハード ･ ソフト対策の組み合わせ等、統合的かつ総合的な水およびリスク
管理によって人類および環境のレジリエンスを向上させる実務的な政策メニューを提言する。

（ii）効果的な能力育成
　（4）国家から地域に至る、あらゆるレベルで災害・リスクマネジメントの計画・実践に実質的に従事し、

確固たる理論的・工学的見地で課題解決能力を有する実務者育成を支援する。
　（5）研究成果および現地実践の両面で蓄積し、研修活動を通じて提供するノウハウによって水関連災害に

対応し、問題解決に取り組む現地専門家・機関のネットワークを構築する。
（iii）効率的な情報ネットワーク
　（6）実務者のための「災害情報の総合ナレッジセンター」として、世界の大規模水災害に関する情報・経

験を収集・解析・提供する。
　（7）水関連災害リスクマネジメントに関する技術の発信と影響力のある国際的ネットワークを構築・維持

することを通じて防災主流化に取り組む。

2.　研究活動
2.1　交付金研究
　25 年度は、プロジェクト研究『1. 気候変化等により激甚化する水災害を防止、軽減するための技術開発』、

『5. 防災・災害情報の効率的活用技術に関する研究』および『10. 流域スケールで見た物質の動態把握と水質
管理技術』の一環として、「不確実性を考慮した地球温暖化が洪水・渇水の流出に特に与える影響に関する
研究」、「短時間急激増水に対応できる洪水予測に関する研究」、「総合的な洪水・水資源管理を支援する基盤
システムの開発」、「人工衛星を用いた広域洪水氾濫域・被害規模および水理量推定技術の開発」、「流域スケー
ルで見た物質動態特性の把握に関する研究」に取り組み、降雨で発生する洪水のリスクを把握、評価すると
ともに適切な対応策の立案・実施などによるリスクマネジメントに資する研究について、国内外の関係機関
と共同研究・連携を行いながら研究を推進した。

2.2　「文部科学省気候変動リスク情報創生プログラム」
　ICHARM は 24 年度から、文部科学省気候変動リスク情報創生プログラムに参画し、洪水や渇水といった
水災害リスクが気候変動によってどの程度変化するのかを、いくつかの特定脆弱地域（河川流域）において、
不確実性を含めて定量的に予測し、かつ、それに伴う社会経済影響を評価することを目的として各種研究を
開始した。
　25 年度においては、インドネシア ･ ソロ川やフィリピン ･ パンパンガ川流域において領域気象モデル

（WRF）を用いて降水のダウンスケールを行い、精度の検証を行った。パンパンガ川流域においては、降雨
流出氾濫解析（RRI）モデルを構築し、既往洪水の流量及び浸水域の再現性を検証した。また、同流域において、
BTOP モデルを用いて流出の予測シミュレーションを行い、1998 年の渇水時の状況の再現性について確認
した。併せて、この流域の主たる農作物である米生産のための灌漑水需要から全体需要を算定し、渇水時の
実際の水需要の比較により、手法の精度を検証した。ソロ川流域においても、長期的な計算をするにあたっ
て初期値としてのモデル土壌水分量の状態を適切に再現する手法を検討した。タイ ･ チャオプラヤ川流域に
おいては、GCM によるアンサンブル予測降雨量を用い、降雨流出氾濫モデルから将来の洪水氾濫生起確率
の変化を分析した。
　また、カンボジア ･ メコン川、ソロ川、パンパンガ川において現地調査を行い、洪水・渇水脆弱性の実態
把握や洪水被害等の社会経済影響評価のための情報収集・整理を行った。
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2.3　降雨流出氾濫モデル（RRI モデル）が各賞を受賞
　佐山敬洋主任研究員を中心として開発された、降雨流出氾濫モデル（RRI
モデル）が各賞を受賞した。

2.3.1　『25 年度科学技術分野の文部科学大臣表彰（若手科学者賞）』
　本賞は、萌芽的な研究、独創的視点に立った研究等、高度な研究開発能力
を示す顕著な研究業績をあげた 40 歳未満の若手研究者を対象とするもので
あり、「世界の大洪水を対象にした降雨流出氾濫予測に関する研究」が受賞
の対象となった。本研究は、流域スケールで河川流量から洪水氾濫までを一
体的にシミュレーションする降雨流出氾濫（RRI）モデルの開発と、それを
用いた 2010 年パキスタン洪水や 2011 年タイ洪水への応用に関する内容であ
る。

2.3.2　『第 15 回国土技術開発賞 ( 優秀賞 )』
　本賞は、住宅・社会資本整備もしくは国土管理に関わる、
計画・設計手法、施工方法、維持管理手法、材料・製品、機械、
電気・通信、伝統技術の応用などの広範に亘る技術で、近年
に開発し、かつ実用に供された新技術が受賞の対象となる。
今回、RRI モデルの新規性と、JICA チャオプラヤ川流域洪
水対策プロジェクト（洪水管理システム構築支援）等への適
用実績が認められて受賞に至った。授賞式には、応募者であ
る土木研究所を代表して竹内センター長と技術開発者の佐山
主任研究員が出席し、太田昭宏国土交通大臣から直接表彰状
と盾が授与された。

2.4　29th Meeting of ISO/TC 113
　11 月 11 日から 15 日にかけて、メキシ
コ国メキシコシティーにあるメキシコ政
府機関の CONAGUA（Comisión Nacional 
del Agua) において第 29 回 ISO/ TC113

（Hydrometry：開水路における流量測定）
メキシコ総会が開催された。ISO/TC113 
の国内審議団体である土木学会から国土
交通省大臣官房技術調査課電気通信室、河
川情報センター、建設電気技術協会、ポ
ンプ国際規格審議会、ICHARM の担当者の合計 7 名が派遣され、ICHARM からは、SC1（Velocity area 
methods）の日本代表として岩見上席研究員、萬矢研究員が参加した。同総会では、萬矢研究員が非接触型
流速計に関する技術のプレゼンを実施し、同技術の基準化に向けた技術書を作成するための主たる執筆者に
任命された。

写真 -1.4.3　受賞の様子
（上：文部科学大臣表彰　下：国土技術開発賞）

写真 -1.4.4　ISO/TC113総会の様子
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3．研修活動
3.1　博士課程から初めての修了生誕生
　22 年度から政策研究大学院大学（GRIPS）と連携して
実施している博士課程「防災学プログラム」において、
第 1 期生である菱沼志朗氏が無事修了し、平成 25 年 9
月 17 日に GRIPS で開催された学位記授与式にて博士（防
災学）の学位を授与された。本プログラムは、水関連災
害リスクマネジメントの政策立案とその実行において
リーダーシップを発揮できる専門家の養成を目的として
おり、菱沼氏はイラン国カルン川流域を対象として、半
乾燥山岳地帯の水資源開発に必要な水文解析が直面する
諸課題と開発推進上の政策課題を、水文学的解析に基づ
いて明らかにした。
　10 月からは 4 期目の博士課程（3 名：バングラデシュ 2 名、グアテマラ 1 名）も開始した。

3.2　 修士課程「防災政策プログラム　水災害リスクマネジメントコース」の実施
　ICHARM は、平成 24 年 10 月 3 日から平成 25
年9月17日まで約1年間、（独）国際協力機構（JICA）
および政策研究大学院大学（GRIPS）と連携し、6
期目の修士課程「防災政策プログラム　水災害リ
スクマネジメントコース」（JICA 研修「洪水関連
災害防災専門家育成」）を実施した。6 期目では研
修生 12 名（アルバニア 1 名、バングラデシュ 2 名、
コロンビア 1 名、マレーシア 2 名、ミャンマー 1 名、
ネパール 1 名、ナイジェリア 1 名、セルビア 1 名、
スリランカ 1 名、ベネズエラ 1 名）が無事に研修
を終えて本国へ帰国した。
　9 月 13 日には JICA 筑波にて
閉講式が行われ、魚本理事長、
JICA 筑 波 の 木 邨 所 長、GRIPS
の安藤教授による祝辞が贈ら
れ、 研 修 生 か ら は 代 表 と し て
ZLATANOVIC Nikola 氏（ セ
ルビア）が答辞を行った。さら
に、優秀研究者賞が BHUYAN 
Mohammad Arifuzzaman 氏（バ
ングラデシュ）、TIN Myint Aung 氏（ミャンマー）の 2 名に贈られ、研修中に最も参加者全体のために貢
献した研修生に対して ICHARM から授与される「Sontoku Award」は ZLATANOVIC Nikola 氏（セルビア）
に贈られた。また、9 月 17 日には GRIPS にて卒業式が行われ、研修生 12 名に「修士（防災政策）」の学位
が授与された。
　また引き続き、7 期目の修士課程を 10 月 4 日から開始した。7 期目では計 12 名（バングラデシュ 2 名、
中国 1 名、エルサルバドル 1 名、ケニア 1 名、ミャンマー 1 名、パキスタン 1 名、フィリピン 2 名、スリ
ランカ 2 名、ベネズエラ 1 名）が約 1 年間 ICHARM で学ぶこととなった。10 月 4 日には JICA 筑波の木
邨所長ならびに JICA 関係者、GRIPS の安藤教授が参加され開講式を行い、学生を代表して GUNASENA 
Muthubanda Appuhamige Sanath Susila 氏（スリランカ）がこの研修に対する抱負を述べた。

写真 -1.4.7　修士課程第7期生と博士課程第4期生の合同入学式

写真 -1.4.5　学位授与式の様子

写真 -1.4.6　GRIPS校門前で記念写真
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3.3　JICA 研修「IFAS を活用した洪水対応能力向上」の実施
　7 月 9 日から 8 月 6 日にかけて、JICA 研修「IFAS を活用した洪水
対応能力向上」を実施した。本研修の目的は、途上国の洪水脆弱地域
における気象関係者・河川管理者・住民避難に責任を持つ者の 3 主体
を対象として、我が国における洪水対応技術・事例及び防災・避難計
画の概要を学び、アクションプランとして自国の洪水脆弱地域を対象
とした地域洪水防災計画案を策定し彼らの洪水対応能力向上を図り、
ひいては洪水被害軽減に資することである。
　本研修は 24 年度から 3 か年計画で実施しており本年度は 2 年目で
あるが、本年度はフィリピン ･ ベトナム ･ バングラデシュ ･ ケニアか
ら各 3 名、タイ ･ ナイジェリアから各 2 名の計 16 名の研修生が参加
した。また、昨年度の同研修との違いとして、本年度は研修生を「IFAS
演習チーム」と「防災マップ作成演習チーム」に分け、それぞれに特
化した演習を行うことにより、研修の効果を高めるようにカリキュラ
ムの工夫を行った。その結果、研修生それぞれが自国の流域を対象と
して IFAS の演習を行ったり、防災マップ作成を通じて洪水リスクの
把握手法を習得することができ、昨年度よりも深く習熟することがで
きた。

3.4　 ワークショップ「2013 パキスタンにおける統合的な洪水リスク管理能力向上」
　5 月 28 日から 6 月 6 日まで、パキスタンの中
級～高級行政官を対象に、ワークショップ「2013
パキスタンにおける統合的な洪水リスク管理能
力向上」を実施した。このワークショップは、
2010 年にパキスタンで起こった大水害を契機
に、日本政府からユネスコへの資金拠出によっ
て開始した洪水対策プロジェクトの一環として
実施したもので、昨年度 6 名を対象として実施
した同内容のワークショップの 2 回目になる。
　ワークショップには、パキスタン気象局首席
気象官をはじめとする 5 名が参加し、日本の洪水対策や洪水
予警報システムに関する各種講義や、荒川におけるスーパー
堤防や鬼怒川水系におけるダム施設、砂防施設、渡良瀬遊水
地の視察を行った。
　参加者の多くからは、このワークショップの内容は大変良
く考えられており、素晴らしいものだったとの評価を頂いた。
特に、日本の河川管理とその着実な実施状況、渡良瀬遊水地
のような遊水地はインダス川でも有効と思われること、荒川
放水路があったために東京が発展してきたことがわかった、
などの感想があった。

3.5　IFAS 現地講習会や講義の実施
　ICHARM では、ICHARM で行っている各種研修や、現地実践プロジェクトなど様々な機会を活かして、
ICHARM が開発を行っている統合洪水解析システム（IFAS）の現地講習会や講義を行っている。
　現地での講習会としては、例えば、9 月 9 日から 12 日、インドネシアのジャカルタにおいて「災害対策の
ための衛星情報への即時接続・活用能力向上」プロジェクト技術講習プログラムの一環として、4 日間にわ
たる講習会を開催した。（独）国際協力機構（JICA）と AHA センター（ASEAN Coordinating Centre for 

写真 -1.4.8　IFAS演習の様子

写真 -1.4.9　�防災マップ作成演習の
様子

写真 -1.4.11　渡良瀬遊水地視察

写真 -1.4.10　参加者集合写真
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4．情報ネットワーク
4.1　新しく締結した協定
4.1.1　イラン水・電力資源開発公社との協定締結
　平成25年4月12日、ICHARMとイラン水・電力資源開発公社（Iran Water and Power Company：IWPC）は、
相互の研究活動を推進するべく、研究交流と技術協力に関する覚書を締結した。
　IWPC は、イランエネルギー省が所管する政府機関で、もともと水資源開発のために必要となる水文モデ
ルや洪水予報に関心を高く持っている機関である。特に、河川流量解析やダム貯留地解析ツールにも活用で
きる、統合洪水解析モデル（IFAS）に対する興味を強く持っており、相互の研究活動推進とネットワーク
を強化するため、今回の協定締結に至った。今後、中東地域などの乾燥および半乾燥地域における渇水など
の、洪水以外の水関連災害に関する研究活動を検討していく。

4.1.2　ロシア連邦国立水文学研究所との協定締結
　25 年 8 月 5 日から 9 日まで、寒地土木研究所（CERI）の
柳屋所長と ICHARM の竹内センター長が、ロシア ･ サンク
トペテルブルクにある国立水文学研究所（State Hydrological 
Institute： SHI）を訪問し、Georgievsky 所長との間で 3 者間
研究協定の調印を行った。これにより、ロシアおよび日本の
寒冷地にみられるデータが乏しい流域について、河川流出に
関する研究を推進する。

4.2　第 2 回アジア ･ 太平洋水サミット
　平成 25 年 5 月 19・20 日にタイ ･ チェンマイで第 2 回アジ
ア･太平洋水サミットが開催された。サミットでは、分野別セッ
ション（FAS）とリーダーズ ･ フォーラムが行われ、FAS に
は、「水安全保障と水関連災害の問題：リーダーシップとコミッ
トメント」という共通テーマの下、7 つのセッションが設定さ
れた。各 FAS では、各国代表とアジア ･ 太平洋水フォーラム
運営組織の担当者が、それぞれの分野での課題を議論し、提
言を作成、20 日に行われたリーダーズ ･ フォーラムに提出し、
それをもとにチェンマイ宣言が作成された。
　ICHARM は、FAS5 の主催者として水関連リスクとレジリアンスに関するセッションを主催し、世界の
水関連災害に対して現在取られている対策に関する問題を提起した。災害リスク低減の重要性はリーダーズ
･ フォーラムでも再確認され、チェンマイ宣言の第 2 項として採択された。

4.3　 UNESCO Strategic and High-Level Meeting on Water Security and Cooperation
　平成 25 年はユネスコが設定する「国際水協力年」にあたり、これを機に 9 月 11 日から 13 日にかけて、
ケニア ･ ナイロビにおいてユネスコ IHP（国際水文計画）が主催して標記会議と IHP 次期第 8 期計画に関す
る会議が行われた。会議初日はアフリカにおける水協力と保障に関するハイレベル会議が行われ、ICHARM 
はその中の一つのセッションを主催し、ポスト 2015 を睨んだ水に関する現状について議論を行った。竹内
センター長は基調講演を行い、ポスト 2015 に向けての水コミュニティからの新たなコンセンサスの話題を

写真 -1.4.15　協定に署名する3者の代表

写真 -1.4.16　セッションの様子

写真 -1.4.17　�基調講演を行う竹内センター長 写真 -1.4.18　�ユネスコカテゴリー2センター
代表者とランチミーティング
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提供し、IHP 第 8 期計画の重要性を強調した。
　2 日目には、ICHARM と同じユネスコカテゴリー 2 センターの 15 名の代表者をランチミーティングに招
待し、竹内センター長が各センター間の積極的な協働を促した。

4.4　 台風委員会への貢献
　台風委員会（Typhoon Committee）は、アジア太平洋地域における台風の人的・物的被害を最小化する
ための計画と履行の方策を促進・調整するために、昭和 43 年に国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）
と世界気象機関（WMO）のもとに組織された政府間共同体である。平成 25 年 12 月 2 日～ 12 月 7 日、マカ
オにおいて台風委員会第 8 回合同ワークショップが開催され、ICHARM から加本上席研究員、清水総括主
任研究員が参加した。
　今回の台風委員会では、11 月、フィリピンを襲った台風
Haiyan の特別セッションが設けられ、台風の状況に加え、今後
何ができるか、何をするべきか等について活発な議論が行われた。
フィリピン国からは、6m の高潮の警報を何時間も前から伝えて
いたが、高潮で浸かる地域を示したリスクマップやどこに逃げる
のかなどの情報は、伝達していなかったとのコメントがあった。
　水文分科会では、加本上席研究員が座長を務め、会議を主導し
参加国の報告をとりまとめた。同部会において、清水総括主任研
究員が衛星降雨量データを用いた土砂災害危険度評価手法研究プ
ロジェクトの進捗報告を行った。タイ国参加者からは、タイにお
いて当該プロジェクトが有益であるとの意見が得られた。

4.5　 センチネルアジア　-Sentinel Asia-
　センチネルアジアは、アジアにおける災害軽減のために、情報通信技術（ICT:Information and 
Communication Technology）を活用し、宇宙機関が提供する衛星観測データを防災関係機関が有効利用す
ることを目的にした取り組みである。ステップ 1（2006-2007 年）では、情報共有のためのウェブサイトが
設立され、データ共有のパイロット的取組みが開始された。ステップ 2（2008-2012 年）では、利用衛星数
が増加し、提供された衛星データを分析・加工する機関連合が組織された。2013 年からは、本格的な実施
段階（ステップ 3）に入り、衛星データの幅広い共有と活用を目指している。
　ステップ 3 の第 1 回合同プロジェクトチーム会合が、平成 25 年 11 月 27 日～ 29 日にタイのバンコクで
開催され、ICHARM からは岩見上席研究員が同会合の洪水ワーキンググループ座長として参加した。岩見
上席研究員は、衛星データを活用した洪水氾濫域把握、衛星降雨データを活用した洪水予測システムの開
発・運用、衛星データの補正技術等これまでの取り組みと今後の方向性についての発表を行うと共に、洪水
WG セッションでは、アジア開発銀行（ADB）、スリランカに本拠を置く International Water Management 
Institute（IWMI）の活動報告を招へいし、意見交換を行った。

5．現地実践活動
5.1　ユネスコ ･ パキスタンプロジェクト
　平成 22 年 7 月下旬、パキスタン国北部地方で、記録的
なモンスーンの豪雨により、過去 80 年間で最悪の洪水が
発生した。この洪水災害からの復興の一環として、平成
23 年 7 月からユネスコ資金による「パキスタンにおける
洪水予警報および管理能力の戦略的強化」プロジェクト
が開始された。これは、3 つのコンポーネントから構成さ
れる包括的なプロジェクトであり、ICHARM はそのうち
2 つを担当している。一つ目は、技術的支援として、イ
ンダス川に適用するために改良された IFAS と RRI モデ

写真 -1.4.19　�議長を務める加本上席
研究員

写真 -1.4.20　�FFD における ICHARM元研修生
他参加者へのトレーニング風景
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■年度計画における目標設定の考え方
　国土交通省等における技術者の技術力を維持し、適切に技術の伝承を行うため、国土交通省等との人事交
流により受け入れた地方整備局等の技術職員を戦略的に育成するとともに、講習会等を通じた外部への技術
移転や関連する技術情報の提供等の活用により、社会資本整備に関する技術力の向上および技術の継承に貢
献することとした。また、地域の技術力向上に寄与するため、地方公共団体、公益法人等からの要請等に基
づき技術相談を実施するとともに、技術者交流フォーラムを開催することとした。
　また、国土交通省が設置する新技術活用評価会議等への委員派遣、研究所内に組織した新技術活用評価委
員会における地方整備局等から依頼される技術の成立性等の確認、個別の技術相談への対応等を通じて、公
共工事等における有用な新技術の活用促進を技術的側面から支援することとした。
　国土交通省や地方自治体の各機関が抱える技術的な課題を解決し、社会資本の効率的な整備の推進に寄与
するため、確実に受託研究を実施し、信頼のおける質の高い成果を提供することとした。

■ 25 年度における取組み
1．国土交通省等の技術系職員の受け入れ
　土木研究所では、人事交流により受け入れた国土交通省等の技術者の育成を戦略的に行っている。受け入
れにあたっては、所属機関へ戻った際に専門家として活躍できるよう考慮して、担当する研究テーマを選定
している。研究の実施にあたっては、実験、数値解析、現地調査等を通じ、データの取得・分析、現象の解
明を経て新たな技術の開発を行うなど、研究の基礎的段階から先端的研究開発の段階まで幅広く経験し、知
見を蓄積できるようにすることにより受け入れた職員の技術力向上を図っている。

2．専門技術者とのネットワーク
2.1　専門技術者研究会の活動
　専門技術者研究会は、各地方整備局等が専門技術者として継続的に技術力の向上及び技術の継承を行って
いくべき職員を選定し、土木研究所と協力して育成していく制度であり、メールによる技術情報の提供や会
議の開催、現場研修等の活動を積極的に進めている。
　専門技術者の登録状況は、平成 26 年 3 月末現在で複数の技術分野への重複登録者等を含めて合計 2,054 名
となっており、表 -1.5.1 に示すように、25 年度は合計 144 件の活動を行った。

活動項目
技術分野

登録者数
（人（延べ数））

活動件数（件）

メール
発信

土研
会議等
開催

地整
会議等
参加

土研
実験等
公開

地整
現場

研修等
その他 計

道路土工 189 0 15 1 0 5 0 21

舗　装 205 0 5 2 0 0 0 7

トンネル 193 0 1 3 0 1 0 5

橋　梁 208 1 11 5 1 0 0 18

水　文 139 4 3 20 0 4 0 31

河川構造物 200 0 11 1 1 1 0 14

河川環境 207 0 0 27 0 6 0 33

ダ　ム 180 0 0 0 0 0 3 3

砂　防 139 0 0 1 0 6 0 7

機　械 142 0 1 3 0 0 0 4

その他 229 必要に応じ、上記に参加

事務局 23 1 － － － － － 1

計 2054 6 47 63 2 23 3 144

表 -1.5.1　25年度活動状況



202 203

１（５）　技術力の向上、技術の継承及び新技術の活用促進への貢献

　メールを利用した技術情報の提供においては、橋梁分野の公開実験と土木研究所 Web マガジン発行につ
いての案内を発信するとともに、水文分野では技術的な質問事項に対する回答を発信した。会議等の開催に
ついては、分野毎に設置されている担当者会議等だけでなく、ショーケースの地方開催等で研究者が出張す
る際に意見交換会を企画している。25 年度は、北海道開発局の専門技術者等と 2 件の技術について情報提供・
意見交換を行ったほか、東北・中部の各地方整備局および沖縄総合事務局と意見交換会を実施した。ダム分
野については、北海道開発局ダム技術研究会、東北ダム技術研究会、九州ダム技術研究会に参画し、講師と
して話題提供を行った。さらに、地すべりに関する研修やコンクリートに関する講習会等、活発な活動を展
開した。

2.2　関東地方整備局「技術エキスパート研究会」との意見交換会
　専門技術者研究会の活動をさらに活性化させるとともに、土木研究所の開発技術の活用促進を図るため、
23 年度より関東地方整備局「技術エキスパート研究会」との意見交換会を開催している。
　25 年度は、10 の技術分野すべてについて平成 26 年 2 月 14 日に実施し、表 -1.5.2 に示すように、各技術分
野に該当する重点・準重点普及技術（1（3）②ウ参照）を中心に、開発した研究チーム等の研究者がその内
容や適用効果、適用方法等を説明するとともに、各技術分野の最新動向等を情報提供して意見交換を行った。
また今回は、新たな試みとして、地方整備局からの要望を事前に受けて、関係する技術情報も併せて提供し、
それらについても意見交換を行った（写真 -1.5.1）。
　意見交換の中では、重点普及技術等の活用については、具体的な設計手法や適用範囲、コスト等、詳細な
情報提供の要望等が寄せられ、活用可能な現場等の具体的な提案もあり、非常に有意義なものとなった。各
技術分野の最新動向等の情報提供については、関心の高い内容もあったことから活発な討議が行われ、詳細
な情報提供の要望等が数多く寄せられた。また、地方整備局が事前に要望した事項については、維持管理や
防災に係わる技術であり、各分野が対象とする施設や構造物等の点検方法や補修の目安、あるいは、地震災
害や土砂災害などの未然防止あるいは軽減に役立つ技術などについて活発に意見交換が行われた。開催後に
実施した参加者へのアンケートにおいても、良い評価が得られていることから（図 -1.5.1）、今後も工夫を重
ねながら継続していきたいと考えている。

意見交換会の区分
(技術数・専門技術者数)

意見交換会の区分
(技術数・専門技術者数)

説明する
研究チーム等

共
通
分
野

機械

機械設備のライフサイクルマネジメント

先端技術揚排水機場ポンプ設備の状態監視技術

地整要望等

道
路
分
野

道路土工

ALiCC工法

施工技術
コラムリンク工法

CPGアンカー工法

地整要望等

舗装

振動軽減舗装

舗装凍結抑制舗装

地整要望等

トンネル

NAV 工法

トンネル部分薄肉化 PCL 工法

地整要望等

橋梁
磁気式ひずみ計

CAESAR
地整要望等

表－1.5.2　意見交換会
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開催地 担当 担当チーム テーマ

釧　路 道東支所
寒地地盤 道路のり面の凍上被害について

雪氷 雪崩対策と維持管理について

帯　広 道東支所
寒地構造

コンクリート構造物の補修補強技術について

既設橋梁の耐震設計について

寒地地盤 軟弱地盤対策工の種類と選定のポイント

網　走 道北支所
雪氷

道路の吹雪と吹雪対策

防雪林の樹種選定と育成管理

寒地地盤 構造物基礎について（設計のポイントと最近の話題）

留　萌 道北支所
寒地地盤

軟弱地盤の調査・設計と対策工

冬期土工について

耐寒材料 コンクリート構造物の長寿命化について

稚　内 道北支所
寒地道路保全

舗装補修について

中温化舗装について

寒地構造 橋梁の補修補強について

3.4　地方公共団体を対象にした講習会等への講師派遣による技術力向上の支援
　25 年度は、地方公共団体の職員や発注工事の請負業者等を対象にした講習会等を開催して地域の技術力
向上についても積極的に支援した。講習会の開催や講師派遣等の実績を表 -1.5.4 に示す。

担当 講習会等名 対象者

新材料チーム 低 VOC 塗装・工事セミナー 東京都環境局

地質・地盤研究グループ
舗装チーム

道路の維持補修に関する管理者向け説明会 熊本県

土質・振動チーム 宮崎の液状化対策に関する技術講習会 宮崎県県土整備部

施工技術チーム 建設発生木材、建設汚泥のリサイクル技術 千葉県県土整備部

火山・土石流チーム 深層崩壊セミナー
奈良県県土マネジメント
部

雪崩・地すべり
研究センター

雪崩災害に対する警戒体制の強化に係る講習会 新潟県農林水産部

トンネルチーム トンネル研修「トンネルができるまで」「トンネルの維持管理」 浜松市

トンネルチーム 平成 25 年度道路ストック総点検説明会 京都府建設交通部

水災害研究グループ 環境講演会「地球温暖化と頻発する水災害」 東京都練馬区

橋梁構造研究グループ 平成 25 年度土木部職員研修（アセットマネジメント研修） 茨城県

寒地構造チーム 平成 25 年度　橋梁補修・補強に関する技術講習会 札幌市建設局

雪氷チーム 白石区災害防止協力会講習会 白石区災害防止協力会

雪氷チーム
地域景観ユニット

網走地方道路防災講演会
網走地方道路防災連絡協
議会

地域景観ユニット 芽室町「景観」視察研修 芽室町『夢プラン実現隊』

表 -1.5.4　講師派遣例
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担当 講習会等名 対象者

地域景観ユニット 本別町道の駅研修会
本別町の関係職員、道の
駅 運 営 者 の NPO 法 人、
帯広開発建設部

特別研究監 生態学的混播法・混植法に関する講習会 宮城県砂防協会、小平町

寒地技術推進室 寿都町理科特別講師 寿都町教育委員会

道東支所 除雪対策会議等における「除雪の安全施工」講演
標茶町、中札内村、釧路
市、上士幌町、芽室町の
職員及び請負業者等

3.5　地域の技術者の育成
　寒地土木研究所は、高校生に望ましい勤労観や職業観を養い、主体的に進路選択ができる能力や態度を育
むことを目的に、21 年度から高等学校からの依頼によるインターンシップを実施している。25 年度は 9 月
10 日から 9 月 12 日の 3 日間にわたり、北海道札幌市の工業高等学校土木科の生徒 3 名を受け入れた。また、
8 月 28 日と 9 月 18 日に北海道札幌市の 2 校の高等学校生徒 5 名を職場体験学習として受け入れた。生徒達
には寒地土木研究所の施設や工事現場の見学、計測体験など実習を交えた学習を行った（写真 -1.5.2、写真
-1.5.3）。これらの学習活動により生徒たちから、「やりがいのある仕事を探すのではなく、仕事の中からやり
がいを探し出す。有意義な経験を積むことができ、将来の道路に対する大きな示唆となった。」などの感想
があり、土木関係業界への関心と理解を深めることができたものと思われる。

4．地域における産学官の交流連携
4.1　技術者交流フォーラムの開催
　寒地土木研究所では、20 年度から地域において求められる技術開発に関する情報交換、産学官の技術者
の交流および連携等を図る目的で、技術士会の支部と連携し「技術者交流フォーラム」を開催している。25
年度は、表 -1.5.5 に示すように釧路市では、「道東地域における地震津波災害とその対応」、留萌市では、「留
萌地域における水産資源の創出」と題して開催した。
　また、本年度は、地域の技能技術者等への技術的知見の提供を図るため、白老町で「災害時における機械
化施工」と題した現場見学を含む技術講習会を開催した。
　技術者交流フォーラムでは、産学官の連携、地域性を重視しながら、その時々のトピックを加えたテーマ
を設定し、外部有識者の特別講演、研究所研究員の研究成果の講演および地域で活躍する技術者の開発技術
の発表などを交えた多様なものとした結果、図 -1.5.3 に示すように多様な参加者を得た。また、研究所の開
発技術等のパネル展示を行い、研究成果の普及に努めた。釧路市で開催したフォーラムでは、北海道大学大
学院の谷岡勇市郎教授から「道東地域の地震津波災害に備えて」と題した講演、東京大学地震研究所の堀宗
朗教授から「京コンピュータを使った地震津波複合災害のシミュレーション」と題した講演、外 4 名の方々
から個別報告、講演をいただき、地震津波洪水災害への対策や対応について参加者との意見交換を行った。

写真 -1.5.2　トンネル工事現場見学 写真 -1.5.3　豊平川における計測体験
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１（５）　技術力の向上、技術の継承及び新技術の活用促進への貢献

5.2　土研評価委員会における技術の成立性等の確認・評価
　地方整備局等が設置する新技術活用評価会議から依頼のあった技術の成立性等の確認について、専門家と
しての参考意見を提出するため、研究所内に組織した新技術活用評価委員会において、技術の確認・評価を
行っている。
　25 年度は、土研評価委員会を 4 回開催し、表 -1.5.7 に示す 6 件の新技術について、安全性、耐久性等の技
術の成立性や経済性の確認を行い、結果を地方整備局等に報告した。

5.3　地方整備局における活用促進への支援
　土木研究所では各地方整備局等が新技術活用の一連の手続きを進めていく中で、技術的判断が難しい事柄
については、各評価会議から依頼のある技術の土研評価委員会における確認・評価とは別に、随時個別に依
頼を受け必要な技術的見解を示す等、公共工事における活用が適切に進められるよう支援している。25 年
度においても、施工方法等に留意が必要な新技術の活用に関する相談等、技術的支援を行った。
　このような取り組みにより、国土交通省の工事における新技術の活用状況は年々向上しており、工事 1 件
あたりの活用新技術数も増加傾向にある（図 -1.5.5）。また、システムへの登録件数や事後評価件数も増加し
ており（図 -1.5.6）、本システムが狙いとする技術開発のスパイラルアップにも結びついているものと考えら
れる。

地整等 工　種 技術名

四国地方整備局 ボックスカルバート ND-WALL 工法

近畿地方整備局 防食対策 ALAPANEL 方式電気防食工法

近畿地方整備局 防食対策 ニッケル被覆炭素繊維シートを用いた電気防食工法

中国地方整備局 コンクリート擁壁 マルチボード（土留め壁）工法

関東地方整備局 上下水道 プラス工法

関東地方整備局 多自然型護岸 多用途耐蝕鋼材枠システム

表－1.5.7　土研評価委員会で確認・評価を行った新技術

地整等 開催回数
事後評価

件数
その他の審議内容

北海道 3 17 有用な新技術の指定

東　北 4 29 試行申請型の進捗確認、有用な新技術の指定

関　東 4 36
フィールド提供型による新技術の公募
有用な新技術の指定

北　陸 4 18
フィールド提供型による新技術の公募テーマ設定
有用な新技術の指定

中　部 4 45 事前審査、有用な新技術の指定

近　畿 4 27 有用な新技術の指定

中　国 3 15 有用な新技術の指定

四　国 3 7 試行実証評価

九　州 3 12 有用な新技術の指定

システム検討 3 － 新技術活用の新たな仕組み等の検討、推奨技術等の選定

表 -1.5.6　地方整備局等評価会議等の実績
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２（１）①　柔軟な組織運営

2．効率的なプロジェクト研究の推進
　表 -2.1.1 に示すように、プロジェクト研究の実施にあたり明確な成果を挙げるために、様々な専門的知識
を持つ研究者が、研究グループの枠を超えて参画し、課題解決に取り組む組織運営を行った。

◎プロジェクトリーダー担当グループ
○参加グループ

研
究
グ
ル
ー
プ
数

プロジェクトに参加しているグループの内訳

技
術
推
進
本
部

材
料
資
源
研
究
グ
ル
ー
プ

地
質
・
地
盤
研
究
グ
ル
ー
プ

水
環
境
研
究
グ
ル
ー
プ

水
工
研
究
グ
ル
ー
プ

土
砂
管
理
研
究
グ
ル
ー
プ

道
路
技
術
研
究
グ
ル
ー
プ

水
災
害
研
究
グ
ル
ー
プ

耐
震
研
究
監

橋
梁
構
造
研
究
グ
ル
ー
プ

寒
地
基
礎
技
術
研
究
グ
ル
ー
プ

寒
地
保
全
技
術
研
究
グ
ル
ー
プ

寒
地
水
圏
研
究
グ
ル
ー
プ

寒
地
道
路
研
究
グ
ル
ー
プ

寒
地
農
業
基
盤
研
究
グ
ル
ー
プ

技
術
開
発
調
整
監

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名

1 気候変化等により激甚化する水災害を
防止、軽減するための技術開発 4 ◎ ○ ○ ○

2 大規模土砂災害等に対する減災、早期
復旧技術の開発 5 ○ ○ ◎ ○ ○

3 耐震性能を基盤として多様な構造物の
機能を確保するための研究 6 ○ ○ ○ ◎ ○ ○

4 雪氷災害の減災技術に関する研究 2 ○ ◎

5 防災・災害情報の効率的活用技術に関
する研究 2 ○ ◎

6
再生可能エネルギーや廃棄物系バイオ
マス由来肥料の利活用技術・地域への
導入技術の研究

3 ○ ○ ◎

7 リサイクル資材等による低炭素・低環
境負荷型の建設材料・建設技術の開発 5 ◎ ○ ○ ○ ○

8 河川生態系の保全・再生のための効果
的な河道設計・河道管理技術の開発 3 ◎ ○ ○

9 河川の土砂動態特性の把握と河川環境
への影響及び保全技術に関する研究 3 ○ ◎ ○

10 流域スケールで見た物質の動態把握と水質管理技術 3 ○ ◎ ○

11 地域環境に対応した生態系の保全技術に関する研究 2 ◎ ○

12
環境変化に適合する食料生産基盤への
機能強化と持続性のあるシステムの構
築

3 ○ ◎ ○

13
社会資本ストックをより永く使うため
の維持 ･管理技術の開発と体系化に関
する研究

8 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○

14 寒冷な自然環境下における構造物の機能維持のための技術開発 5 ◎ ○ ○ ○ ○

15 社会資本の機能を増進し、耐久性を向上させる技術の開発 7 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

16 寒冷地域における冬期道路のパフォーマンス向上技術に関する研究 3 ○ ◎ ○

表－2.1.1　プロジェクト研究に取り組む研究グループ
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２（１）②　研究支援体制の強化

期日 場所 会議内容等

第1回
平成25年6月11日

つくば

・知的財産委員会の内容等
・知財に関する手引きの作成
・知財管理システムの整備・運用
・ショーケース等の普及活動
・社会的効果の把握
・成果普及のための新たな方策の検討

第2回
平成25年10月 18日

札　幌

・知財に関する手引きの作成
・知財管理システムの整備・運用
・知財活用のための新たな制度の検討
・知財講演会の予定
・ショーケース等の普及活動
・各地整等との意見交換会の進め方
・社会的効果の把握
・成果普及のための新たな方策の検討

第3回
平成26年2月26日

つくば

・知財に関する手引きの作成
・知財管理システムの整備・運用
・知財活用のための新たな制度の検討
・ショーケース等の普及活動
・社会的効果の把握
・成果普及のための新たな方策の検討

表 -2.1.2　技術推進本部と寒地技術推進室との連携・調整会議

　知的財産については、より適切な維持管理や活用促進のための環境整備として、知的財産管理システムの
再整備や所内の研究者等にとってわかりやすい手引きの作成等の業務を連携して進めた。成果普及では、土
研新技術ショーケースや他機関主催の各種技術展示会等において普及活動を連携して実施するとともに（写
真 -2.1.1 ～写真 -2.1.2）、地方整備局等に合同で出向き各地で研究所の開発技術や研究開発等に関する意見交
換会を開催する等、効果的な活動を積極的に展開した（写真 -2.1.3 ～写真 -2.1.4）。
　特に 25 年度は、各地域の大学との連携を強化することにより、共同研究の活性化や学生の就職支援等を
図るため、企画部とも連携・協力し、関係する大学の教官の参加を得て意見交換会を開催することができた。

写真 -2.1.1　土研新技術ショーケース（札幌）
展示・技術相談コーナーでつくばと寒地の研究チー
ム等が連携して新技術をPR

写真 -2.1.2　コンクリートテクノプラザ2013
コンクリート工学会の年次大会と同時開催の技術展
示会で新技術をPR
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２（１）②　研究支援体制の強化

開催日 相手方 概要

平成25年10月 16日 北海道開発局
・開発技術に関する意見交換：2技術
・参加者　北海道開発局：21名

平成25年 11月 21日
東北地方整備局

大学

・開発技術に関する意見交換：8技術
・研究開発等に関する意見交換
・参加者　東北地方整備局：20名、大学教官：9名

平成25年12月 10日
中部地方整備局

大学

・開発技術に関する意見交換：7技術
・研究開発等に関する意見交換
・参加者　中部地方整備局：31名、大学教官：9名

平成26年1月22日
沖縄総合事務局
沖縄県
大学

・開発技術に関する意見交換：10技術
・研究開発等に関する意見交換
・参加者　沖縄総合事務局：17名、沖縄県：16名、
　　　　　大学教官：6名

表 -2.1.3　つくば・寒地土木研究所合同での意見交換会の開催状況

　また、技術推進本部と寒地技術推進室の連携・調整会議では、昨年度に行ったブレーンストーミングの結
果を踏まえ、新たな普及促進方策として提案された 11 個のアイデアについて具体的な実現可能性の検討を
行い、その結果、沖縄で初めて土研新技術ショーケースを開催するとともに、未活用特許等の新たな活用制
度について検討を進めているところである。
　地方整備局等に対しては、従来、技術の指導・助言を行っており、特に災害等が発生した際には、防災業
務計画に従い土木研究所緊急災害対策派遣隊（土
研TEC-FORCE）を派遣するなど、迅速に行って
きたところであるが、災害時の初動対応の重要性
の認識が高まる中、より迅速な対応をすることで
より効果的な指導・助言ができる可能性がある。
そこで、平成 25 年 12 月「独立行政法人土木研究
所緊急災害対策派遣隊の派遣に関する協定」を全
ての地方整備局長等と締結した。これにより整備
局長等が土研 TEC-FORCE の派遣を要請できる
こととなり、従来以上に迅速な派遣が期待できる。

写真 -2.1.3　�中部地方整備局・大学との意見交換会
（中部地方整備局・名古屋工業大学等）

写真 -2.1.4　�沖縄総合事務局・沖縄県・大学との
意見交換会 (沖縄総合事務局・沖縄県・
琉球大学 )

写真 -2.1.5　�独立行政法人土木研究所緊急災害対策派遣隊
の派遣に関する協定
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２（２）①　情報化・電子化の推進等

5．外部の専門家の活用
　研究開発にあたり、他分野にわたる研究等または高度な専門的知識を要する研究等について、招へい研究
員招へい規程等を設けて、専門知識を有する経験豊富な専門家を招へいし、高度な研究活動の効率的推進を
図っている。25 年度に招へいした内容の例を表－ 2.2.4 に示す。

6．内部統制の充実・強化
6.1　内部統制の体制および運用状況
　理事長をトップとする経営会議および幹部会（定期的）を開催し、理事長と幹部の意見交換および情報の
共有化を行い、決定した方針について、幹部が各部署でミーティングを実施し、速やかに全職員に周知をし
ている。

研究課題 備考

盛土施工の効率化と品質管理向上技術に関する研究 建設会社

低改良率地盤改良に関する研究 民間コンサルタント

ADPを用いた魚道周辺の河床周辺流況計測技術の開発 工業高等専門学校　教授

実験河川を用いた河川環境の理解向上のための情報発信手法に関する研究 大学　准教授

鋼橋上部構造の設計の合理化に関する研究 大学　准教授

集中豪雨等による洪水発生形態の変化が河床抵抗及び治水安全度にもたら
す影響と対策に関する研究

海外の研究機関　総括主任研究員

アウトソーシング内容
委託金額
（千円）

研究施設保守点検 64,279

庁舎等施設保守点検 100,081

車輌管理 10,744

OAサーバ運用支援 27,029

守衛業務 20,434

清掃業務 20,863

表 -2.2.4　25年度招へい研究員の招へい事例

表 -2.2.3　研究支援部門におけるアウトソーシングの例

アウトソーシング内容
委託金額
（千円）

鋼部材の耐震実験供試体等製作 7,350

地すべり斜面の破砕・変形状態に関する調査業務 4,725

暴露試験片の切断加工及び物性試験業務 893

魚道堆積物サンプリング業務 2,142

トンネル変状記録の整理作業 3,045

大型平面水槽地形床改造 4,252

路面すべり抵抗モニタリング作業 11,092

石礫処理前後の畑における土壌採取等作業 2,888

表 -2.2.2　研究部門におけるアウトソーシングの例
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２（２）②　一般管理費及び業務経費の抑制

■年度計画における目標設定の考え方
　運営費交付金（所要額計上経費および特殊要因を除く）を充当して行う業務について、一般管理費につい
ては、業務運営の効率化に係る額を前年度予算を基準として 3％相当を削減し、業務経費については、業務
運営の効率化に係る額を前年度予算を基準として 1％相当を削減し、経費の節減を図ることとした。

■ 25 年度における取組み
1．一般管理費および業務経費の抑制

1.1　一般管理費
　運営費交付金（所要額計上経費および特殊要因を除く。）を充当して行う一般管理費について、業務運営
の効率化に係る前年度予算を基準として 3％相当の経費を削減し、年度計画の目標を達成した。
　そのため、以下の取り組みを実施するとともに、予算執行管理の更なる厳格化を図った。
　・ファイルおよびコピー用紙の再利用、両面コピーの推進
　・イントラネット活用によるペーパーレス化の推進
　・リサイクルトナーの利用
　・メール便の活用
　・実験施設等における最大使用電力量抑制を目的とした電力使用時期の調整
　・夏季および冬季における執務室の適正な温度管理の徹底、クールビズ、ウォームビズの励行
　・廊下および玄関等の半灯や執務室の昼休みの消灯の励行
　・古雑誌、古新聞および段ボール屑等資源ゴミとしての売払い
　・携帯電話の料金体系の最適化
　・つくば 5機関（国土技術政策総合研究所、国土地理院、気象研究所、建築研究所）による共同調達
　・庁舎内照明の LED化
　・ひかり電話の活用

1.2　業務経費
　運営費交付金（所要額計上経費および特殊要因を除く。）を充当して行う業務経費について、業務運営の
効率化に係る額を、前年度予算を基準として 1％相当の経費を削減し、目標を達成した。
　業務運営の効率化のための主な取り組みとして、特殊な技術や専門的知識を必要とする業務については、
前年度同様、極力外部委託方式ではなく専門研究員を雇用して実施した。

※単位未満を四捨五入しているため合計が合わない場合がある。

23年度予算額 24年度目標額

一般管理費 144,790 140,447 △ 3％

業務経費 3,858,414 3,819,829 △ 1％

表 -2.2.5　運営費交付金の削減計数
（単位：千円）
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２（２）②　一般管理費及び業務経費の抑制

2．随意契約の見直し
2.1　契約状況の比較

2.2　随意契約の適正化に対する具体的な措置等について
　平成 19 年 12 月 24 日に閣議決定された「独立行政法人整理合理化計画」を踏まえ、土木研究所においては、
「随意契約見直し計画」を策定・公表した。(http://www.pwri.go.jp/jpn/choutatsu/pdf/zuii-plan.pdf）
　また、平成 21 年 11 月 17 日に閣議決定された「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」を踏まえ、
12 月 14 日に監事および外部有識者によって構成された「契約監視委員会」を設置し、毎年度、同委員会を
開催している。25 年度は、平成 26 年 3 月 13 日に開催して随意契約等の点検および見直しを行うとともに、
当該審議概要を公表した（http://www.pwri.go.jp/jpn/choutatsu/tekiseika.html）。同委員会において「全件
について妥当である」との評価を受けた。今後も契約における競争性および透明性を一層高めるとともに経
費の節減を図るものである。

2.2.1　規程類の適正化
　契約における競争性・透明性を確保するため、「独立行政法人土木研究所契約事務取扱細則」において、
随意契約によることができる限度額等を国に準拠して定めている。
　また、この細則により、理事長等を委員長とする入札・契約手続審査委員会等を開催し、個々の契約案件
について、発注仕様書および応募要件等の審査を行い、契約手続きの更なる適正化を図っている。
　なお、契約の流れは図 -2.2.3 に示すとおりである。

注１）20 年度は、随意契約等の点検・見直し対象年度
注２）「平均落札率」は、1件あたりの平均落札率。
注３）単価契約を含む。
注４）企画競争・公募は、独立行政法人通則法第 40 条の規定により国土交通大臣が選任した会計監査人と�

の契約を含む。

契約件数
（件）

契　約　額
（千円）

平均落札率
（％）

随契の割合
（件数ベース）

競争入札

20年度 535 3,544,208 83.7

24年度 471 2,796,988 75.5

25年度 479 3,208,843 78.4

企画競争・公募

20年度 14 86,909 96.7

24年度 1 5,599 100.0

25年度 1 5,500 100.0

随意契約

20年度 30 149,439 99.6 5.2％

24年度 24 86,014 99.7 4.8％

25年度 24 87,014 99.0 4.8％

合　　計

20年度 579 3,780,556 －

24年度 496 2,888,601 －

25年度 504 3,301,357 －

表 -2.2.6　契約状況の比較表
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３　予算、収支計画及び資金計画

■年度計画における目標設定の考え方
　予算、収支計画、資金計画について別表－ 1～ 3のとおり計画し、これを適正に実施することとした。

■25年度における取組み
　（１）予　　算（別表－ 1のとおり）
　（２）収支計画（別表－ 2のとおり）
　（３）資金計画（別表－ 3のとおり）

（１）予算
別表－1	 （単位：百万円）

区　分 計画額 (A) 実績額 (B) 差額(B－A) 備　考
収入 9,054 10,223 1,169
　運営費交付金 8,101 0
　施設整備費補助金 458 1,674 1,217 前年度からの繰越による増。

　受託収入 438 291 △ 146
受託研究等の依頼が予定を下回ったこと
による減。

　施設利用料等収入 57 140 83
財産賃貸収入等が予定を上回ったことに
よる増。

　その他事業収入 － 10 10
科学研究費補助金間接費収入等があった
ことによる増。

　寄附金収入 － 1 1 寄附があったことによる増。
　雑収入 － 4 4 鉄屑売払い等があったことによる増。
支出　 9,054 10,532 △ 1,479
　業務経費 3,820 4,148 328 前年度からの繰越による増。
　施設整備費 458 1,674 1,217 前年度からの繰越による増。

　受託経費 425 292 △ 133
受託研究等の依頼が予定を下回ったこと
による減。

　人件費 3,784 3,772 △ 12
支給実績が予定を下回ったことによる
減。

　一般管理費 567 645 78 前年度からの繰越による増。

（注）単位未満を四捨五入しているため合計が合わない場合がある。

8,101
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３　予算、収支計画及び資金計画

（２）収支計画
別表－2	 （単位：百万円）

（注）単位未満を四捨五入しているため合計が合わない場合がある。

区　分 計画額 (A) 実績額 (B) 差額(B－A) 備　考
費用の部 8,885 9,987 1,103

　経常費用 8,885 9,987 1,103
主に研究業務費が予定を上回ったことに
よる増。

　研究業務費 6,661 7,958 1,297 主に保守・修繕費による増。

　受託業務費 425 198 △ 227
受託研究等の依頼が予定を下回ったこと
による減。

　一般管理費 1,510 1,500 △ 11
予算執行管理の更なる徹底化や共同調達
の実施等による減。

　減価償却費 289 306 17
運営費交付金等で取得した資産の減価償
却費による増。

　その他経常費用 － 25 25
主に施設整備費補助金で整備した施設に
おける既存施設の撤去費用が発生したこ
となどによる増。

収益の部 8,881 10,028 1,147

　運営費交付金収益 8,101 7,752 △ 349
主に一部の業務（改修事業等）を翌年度
に繰越したことによる減。

　施設利用料等収入 57 140 83
主に財産賃貸収入が予定を上回ったこと
による増。

　その他事業収入 － 9 9
科学研究費補助金間接費収入があったこ
とによる増。

　受託収入 438 219 △ 219
受託研究等の依頼が予定を下回ったこと
による減。

　施設費収益 － 1,325 1,325
預り施設費から施設費収益へ振り替えた
ことによる増。

　寄附金収益 － 276 276 寄附金を収益化したことによる増。

　資産見返負債戻入 28        282 △ 3
運営費交付金等で取得した資産の減価償
却費に係る資産見返負債が予定を下回っ
たことによる減。

　その他収益 － 26 26
主に鉄屑売り払いによる収益があったこ
とによる増。

臨時損失 6 6
固定資産除却損（ソフトウェア等）の発
生による増。

臨時利益 6 6
資産見返運営費交付金戻入（ソフトウェ
ア等）等の発生による増。

純利益（損失） 41 45
前中期目標期間繰越積立金取崩額 4 4 0
総利益 45 45

－

－

－

△ 4

5 
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８（１）　施設及び設備に関する計画

No. 貸付対象装置、施設等 相手方
貸付期間
（日）

貸付料
（千円）

24 土工実験施設 民間 8 17

25 土工実験施設 民間 38 84

26 舗装走行実験場 民間 135 282

27 舗装路面騒音研究施設 民間 7 9

28 舗装路面騒音研究施設 民間 4 34

29 舗装路面騒音実験施設 民間 1 4

30 流速計検定施設の敷地 一般財団法人 141 6

31 路面すべり測定車 民間 267 410

32 路面たわみ量評価試験施設 民間 25 269

33 輪荷重走行試験機（１号機） 一般財団法人 82 7,480

34 寒地土木研究所　講堂 公益社団法人 2 12

35 寒地土木研究所　講堂 公益社団法人 1 6

36 寒地土木研究所　講堂 一般社団法人 1 5

37 構内敷地 民間 365 3

38 構内敷地 民間 365 3

39 高速循環水路 民間 89 2,581

40 第４実験棟施設内（河川） 民間 257 1,500

41 石狩実験場 大学 365 22

42 石狩実験場 民間 365 1

43 石狩水理実験場 民間 194 1,584

44 苫小牧寒地試験道路 官公庁 5 51

45 苫小牧寒地試験道路 官公庁 3 76

46 苫小牧寒地試験道路 大学 3 37

47 苫小牧寒地試験道路 大学 5 61

48 苫小牧寒地試験道路 大学 1 12

49 苫小牧寒地試験道路 民間 3 31

50 苫小牧寒地試験道路 民間 3 76

51 苫小牧寒地試験道路 民間 4 21

1.3　施設・設備の貸し出しに関する情報提供
　ホームページによる情報提供は、主要施設紹介・利用計画・
手続き方法・規程類および利用料の例等を、一部動画を含めて
提供したほか、利用者がインターネットで問い合わせができる
ように「問い合わせフォーム」の運用を行った。
　また、関東地方整備局関東技術事務所の建設技術展示館に「土
木研究所コーナー」を設け、貸し出しについての説明パネルを
掲示している。

写真 -8.1.2　建設技術展示館
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８（１）　施設及び設備に関する計画

1.4　貸し出し収入等を利用した維持管理
　施設等の整備にあたっては、一部貸し出し収入を活用しながら、施設の保全管理水準の向上に努めた。

2．施設の整備・更新
　25 年度は、表 -8.2.1 に示すとおり実験施設等の改修等を実施した。写真 -8.2.1 ～写真 -8.2.2 にその主なもの
を示す。

※�低温実験室更新並びに 25 年度補正予算の土工実験施設耐震改修及び非常
用発電設備改修は 26 年度に繰り越して完成する予定である。

写真 -8.1.3　施設の整備状況

施　設　名（事業名）
実施（契約）金額
（千円）

水理実験施設給水設備更新 106,575

トンネル覆工載荷装置改造 62,339

舗装走行実験場自動走行設備改修 59,997

輪荷重走行試験機改修 33,338

30MN大型構造部材万能試験機引張治具等改修 27,193

油圧サーボ試験機更新 79,475

タイヤ走行模擬試験設備更新 43,968

暖房設備更新 17,483

三次元大型振動台改修（23年度補正繰越予算） 1,309,770

土木地質材料非破壊分析設備新設（24年度繰越予算） 94,412

暖房設備外更新（24年度繰越予算） 51,923

合　　計 1,886,473

表 -8.2.1　25年度に改修等を実施した実験施設等一覧
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８（２）　人事に関する計画

1.3　専門研究員の雇用
　調査研究業務を効率的かつ効果的に推進するため、表 -8.2.2 に示すとおり、25 年度には新たに専門研究員
7名を雇用した。これらの者を含め、25 年度末現在の専門研究員の数は 32 名となった。
　専門研究員は、限られた期間内に緊急かつ重点的に実施する必要が生じた課題での調査研究業務の実施や、
土木研究所の職員が専門としない異分野における調査研究業務の実施において、効率的かつ効果的な調査研
究業務の推進が期待できる場合に、最大 5年間を上限として雇用するものである。
　専門研究員による調査研究業務の質的な向上を図るには、より高度な専門性を有する人材を確保すること
が不可欠である。そのため、時間外勤務手当・住居手当等の支給や就業時間のフレックスタイム制の適用等
については職員と同様の待遇としている。また、公募にあたり、外国人が応募しやすい条件に変更し公募を
行った。

1.4　人事評価の実施
　職員の職務に対する意欲向上を促し、能力の最大限の活用等を図るため、人事評価 ( 能力評価・業績評価 )
を実施し、評価結果を昇任や給与（昇格・昇給・業績手当）に反映するとともに、職員一人ひとりにおいて
も自律的・主体的に仕事に取り組むセルフマネジメントの意識の向上が図られた。

1.5　職員の資質向上
　土木研究所の職員の資質向上に資するため、研修計画を策定し、自ら英会話研修、研究資質向上研修、管
理者研修等を実施し、積極的に受講させるとともに、行政ニーズに的確に対応した研究活動実現のため、国
土交通省等が実施する外部の研修についても職員を参加させた。
　また、発表経験の少ない若手研究者が学会等を想定したプレゼンテーションを行うことにより発表技術の
向上を目指すとともに、発表者以外の聴講する職員にも、適切なディスカッションを経験させるため、若手
研究発表会を実施した。25 年度は 13 名の若手研究者が約 100 名の参加者の中で発表を行った。
　さらに、資質向上の一環として、学位の取得を重視し、職員の自発的な取り組みのほか、系統的・継続的

研究課題 担当チーム 期間

ダムによる水質・流況変化が水生生物の生息に与える影響に関する研究 水環境研究グループ 3年

物理環境等を指標とする河川環境評価技術に関する研究 水環境研究グループ 3年

復興を考慮したリスク軽減手法の検討　他 水災害研究グループ 3年

低炭素社会を実現する舗装技術の開発および評価技術に関する研究 道路技術研究グループ 1.5 年

都市に関する洪水および高潮リスクアセスメント並びにトレーニング計画
作成のプロジェクト（ミャンマー都市管理プロジェクト）に関する業務　
他

水災害研究グループ 3年

アジア開発銀行プロジェクト　他 水災害研究グループ 3年

景観機能を含めた多面的評価による道路空間要素の最適配置技術に関する
研究　他

特別研究監付
地域景観ユニット

3年

表 -8.2.2　25年度に採用した専門研究員一覧

研究課題 担当グループ・チーム

・寒冷地汽水域における底質及び生物生息環境改善に関する研究
寒地水圏研究グループ
水環境保全チーム

・暴風雪による吹雪視程障害予測技術の開発に関する研究
寒地道路研究グループ
雪氷チーム

・当期路面管理水準の判断支援技術に関する研究
寒地道路研究グループ
寒地交通チーム
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

・多様な耐震性能に基づく
限界状態の提示

　「大規模地震に対するダム耐震性能照査
指針（案）」、「フィルダムの耐震設計指針
（案）」等に反映されることにより、再開
発ダム、台形 CSGダム等の新形式のダ
ムを含めて、耐震性能の合理的な照査が
可能になる。

・耐震性能の検証法と耐震
設計法の開発

○プロジェクト研究：
雪氷災害の減災技術
に関する研究

・気候変化に伴う冬期気象
の変化・特徴の解明

　変動が増大する雪氷気候値や雪氷災害
のハザードマップを提示し、「道路吹雪対
策マニュアル」等に反映されることによ
り、吹雪等の雪氷災害対策の計画、設計
等を将来にわたり適切に行うことが可能
となる

・吹雪・視程障害の予測及
び危険度評価等の対策技
術の開発

　吹雪視程障害の予測及び危険度評価技
術等の対策技術を開発し、「道路吹雪対策
マニュアル」等に反映されることにより、
吹雪視程障害時の道路管理者及び道路利
用者の判断を支援するなど、吹雪災害発
生の防止、軽減に貢献する。

・冬期の降雨等に伴う雪崩
災害の危険度評価技術の
開発

　気温の上昇や冬期の降雨による湿雪雪崩
の危険度評価技術が雪崩対策に関連するマ
ニュアル等に反映されることにより、事前
の警戒避難や通行規制を的確かつ効率的に
実施する体制の整備が可能となる。

○プロジェクト研究：
防災・災害情報の効
率的活用技術に関す
る研究

・防災担当者の防災・災害
情報の収集・活用を支援
する技術の開発

　災害の事態の進展に伴って防災担当者
に必要となる情報を容易に利用できる環
境のための情報収集技術の開発を行い、
行政施策に反映されることにより、被害
の軽減に貢献する。

・災害危険度情報等の効率
的な作成技術の開発

　気象条件により変化する災害危険度情
報等を適時適切に取得する技術を開発し、
行政施策に反映されることにより、被害
の軽減に貢献する。

・衛星などによる広域災害
の範囲・被害規模把握技
術の開発

　衛星などによる被災範囲・被害規模の
検出に関する技術を開発し、行政施策に
反映されることにより、国内外における
大規模災害時に防災関係機関の迅速かつ
効率的な支援を可能にし、災害影響の最
小化に貢献する。

○重点研究 ・初生地すべりの危険度評価
・気候変化に対応した寒冷
地ダムの流水管理技術な
ど、地震・津波・噴火・
風水害・土砂災害・雪
氷災害等による被害の防
止・軽減・早期復旧に資
する技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技
術基準の策定等への反映に結びつく成果
を得る。
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

イ）グリーンイノベーションによる持続可能な社会の実現

②社会インフラのグ
リーン化のためのイ
ノベーション技術に
関する研究

（社会的背景）
　地球温暖化防止や地
域環境保全に貢献する
ため、社会インフラの
グリーン化が求められ
ている。
　社会インフラの整備
においては、資源のリ
サイクルや地域資源の
活用、環境安全性の確
保のための技術開発が
必要となっている。
　また、社会インフラ
の運用においては、バ
イオマス等の有効利用
やプロセスの省エネ化
等に関する技術開発が
必要となっている。

○プロジェクト研究：
再生可能エネルギー
や廃棄物系バイオマ
ス由来肥料の利活用
技術・地域への導入
技術の研究

・公共緑地などから発生す
るバイオマスの下水道等
を活用した効率的回収・
生産・利用技術の開発

　公共施設の管理業務等に開発技術が適
用されることにより、大量に発生するバ
イオマスが資源として効率的に活用され
ることとなり、循環型社会の構築に貢献
する。

・下水処理システムにおけ
る省エネルギー・創資源・
創エネルギー型プロセス
技術の開発

　「下水道施設計画・設計指針」等に反映
されることにより、下水処理場における
省エネルギー ･創資源・創エネルギーを
実現し、低炭素社会の実現に貢献する。

・再生可能エネルギー等の
地域への導入技術の開発

　公共施設における再生可能エネルギー
や廃棄物系バイオマス由来肥料の地域へ
の導入技術を開発、行政施策に反映され
ることにより、社会インフラのグリーン
化に貢献する。

・廃棄物系改質バイオマス
の積雪寒冷地の大規模農
地への利用管理技術の提
案

　廃棄物系改質バイオマスの積雪寒冷地
の大規模農地への利用管理技術マニュア
ル等を作成し、行政施策に反映されるこ
とにより、持続的な資源循環型社会の実
現に貢献する。

○プロジェクト研究：
リサイクル資材等に
よる低炭素・低環境
負荷型の建設材料・
建設技術の開発

・低炭素型建設材料の開発
と品質評価技術の提案

　「舗装再生便覧」やその他の関連技術基
準等に反映されることにより、低炭素型
で品質の確保された社会インフラ整備及
び維持管理が可能となる。

・低炭素型建設技術の開発
と性能評価技術の提案

　「舗装再生便覧」等に反映されることに
より、低炭素型で性能の確保された社会イ
ンフラ整備及び維持管理が可能となる。

・低環境負荷型の地域資
材・建設発生土利用技術
の提案

　「地盤汚染対策マニュアル」や関連ガイ
ドライン等に反映されることにより、低
環境負荷型の社会インフラ整備及び維持
管理が可能となる。

・環境への影響評価技術の
提案

　「舗装再生便覧」や「地盤汚染対策マニュ
アル」等に反映されることにより、低炭素・
低環境負荷型技術の環境影響が適切に評
価されるとともに、これら技術を用いた
社会インフラ整備及び維持管理が効果的
に実施される。

○重点研究 ・地域エネルギーを活用し
た土木施設管理技術な
ど、バイオマス等の再生
可能なエネルギーの活用
や資源の循環利用等、低
炭素・低環境負荷型社会
の実現に資する技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技
術基準の策定等への反映に結びつく成果
を得る。



260 261

参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

③自然共生社会実現の
ための流域 ･ 社会基
盤管理技術に関する
研究

（社会的背景）
　地球規模での気候変
動や資源、エネルギー、
食料等の国際的な獲得
競争などグローバルな
環境変化の中、本格的
な人口減少社会を迎え
る日本において、活力
を維持し、国民が質の
高い生活環境を持続的
に保っていくためには、
これらの環境変化に対
応した社会システムや
国土管理を構築する必
要がある。このため、
自然生態系や食糧供給
にとって重要な流域や
社会基盤に着目し、地
域の環境を適切に保全
するとともに効率的に
利用しながら、人と自
然が共生していくこと
が、大きな課題となっ
ている。

○プロジェクト研究：
河川生態系の保全・
再生のための効果的
な河道設計・河道管
理技術の開発

・河道掘削等の物理環境変
化が生物の生息生育環境
に与える影響の解明

　河川環境の評価技術の手引き等を作成
し、行政施策に反映されることにより、
河川環境の人為的改変等による生物への
影響予測がより適確に行うことができる
とともに、河川生態系の保全・再生のた
めの物理環境等を指標とする河川環境の
評価に寄与する。

・河川生態系の保全・再生
のための物理環境等を指
標とする河川環境評価技
術の提案

・魚類の産卵環境など生物
生息場を考慮した河道設
計 ･河道管理技術の提案

　「多自然河岸保護工の設計技術指針」、
「河川における樹木管理の手引き」等に反
映されることにより、生物・生態系に配
慮したより効果的な河道設計及び河道管
理に寄与する。

○プロジェクト研究：
河川の土砂動態特性
の把握と河川環境へ
の影響及び保全技術
に関する研究

・石礫河川の土砂動態特性
の解明

　未解明な石礫河川の粒径集団の役割解
明等土砂動態特性を明らかにするととも
に、ダム等からの土砂供給、流域からの
土砂流出による河川環境、河川形状への
効果及び影響を評価する技術を提案する。
これに基づいて、ダム等河川横断工作物
からの土砂供給技術を開発する。これら
の成果が、「河川砂防技術基準（案）」等
の技術基準に反映されることにより、海
岸侵食、河床のアーマー化等の土砂移動
の不均一性に起因している河川・海岸の
環境劣化問題の対処に寄与する。

・土砂供給・土砂流出によ
る河川環境・河川形状へ
の影響評価技術の提案

・ダム等河川横断工作物か
らの土砂供給技術の開発

・積雪寒冷地の大規模農地
での土砂制御技術の提案

　農地からの流出土砂量の推測マニュアル
の作成と制御技術の提案を行い、行政施策
に反映されることにより、土砂堆積による
排水路・小河川の機能保全に寄与する。

○プロジェクト研究：
流域スケールで見た
物質の動態把握と水
質管理技術

・各土地利用における物質
動態を統合した流域ス
ケールでの水・物質循環
モデルの構築

　「今後の河川水質管理の指標について
（案）」、「下水道に係る水系水質リスクへ
の対応方策（案）」等に反映されることに
より、公共用水域、特に閉鎖性水域の水
質の改善に寄与し、良質で安全な水供給
が可能となる。

・流域からの汚濁負荷が閉
鎖性水域の水質に及ぼす
影響の解明と対策手法の
提案

・流域スケールで見た水質
リスクの実態解明と対策
技術の提案

○プロジェクト研究：
地域環境に対応した
生態系の保全技術に
関する研究

・流域からの濁質流出が河
口域環境へ与える影響の
把握と管理技術の提案

　流域スケールでみた物質移動形態を把
握、解明することで、流出した濁質等の
河口・沿岸域への影響を明確にし、積雪
寒冷地における河川管理施設の設計指針
等に反映されることにより、山地から沿
岸域までを一連の系とした浮遊土砂管理
が可能となる。

・積雪寒冷地における河口
域海岸の保全技術の提案

　河口域海岸の地形変化に及ぼす多様な
要因の影響を明らかにし、その保全技術
に関するマニュアル等を作成し、行政施
策に反映されることにより、長期的視点
からみた干潟等の沿岸域の保全管理が可
能となる。
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

・生物の行動学的視点を加
えた氾濫原における生物
生息環境の適正な管理技
術の提案

　生態系保全を人とのつながりの中から
検証し、健全な保全技術が河川構造物設
計指針等に反映されることにより、現場
における河川改修や河川維持管理の効率
的で効果的な実施が可能となる。

・積雪寒冷沿岸域における
生物の生息環境の適正な
管理技術の提案

　河川流出による水産資源への影響を把
握し、沿岸環境の保全・管理技術に関す
るマニュアルを作成し、行政施策に反映
されることにより、より安定した水産資
源の供給が可能となる。

○プロジェクト研究：
環境変化に適合する
食料生産基盤への機
能強化と持続性のあ
るシステムの構築

・積雪寒冷地の資源を利用
し、地域の特徴を活かし
た灌漑・排水技術の提案

　用水資源量変化や寒暖変動に適応した
水管理技術、地域の条件下で労働生産性
や土地生産性を改善する大区画圃場地帯
の灌漑・排水技術を確立し、農業用水管
理マニュアル、配水管理技術マニュアル、
土壌養分制御マニュアル、明渠排水路の
機能診断マニュアルを作成して行政施策
に反映されることにより、安定的な営農
維持に貢献する。

・北方海域の生物生産性向
上技術の提案

　海域の自然生産システムにおける物理
環境を湧昇発生等により、その生産ポテ
ンシャルの改善、さらに沖合海域の生息
環境の維持を図る技術を提案し、北方海
域の沖合漁場整備マニュアルに反映され
ることで、食料供給施策に資する。

○重点研究 ・河川の生態系を回復するた
めの調査技術、改善技術
・積雪寒冷地における河川
の土丹層浸食の対策技術
など、自然環境の保全・
再生や健全な水循環の維
持、食の供給力強化のた
めの北海道の生産基盤づ
くり等、人と自然が共生
する持続可能な社会の実
現に資する技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技
術基準の策定等への反映に結びつく成果
を得る。

ウ）社会資本の戦略的な維持管理・長寿命化

④社会資本ストックの
戦略的な維持管理に
関する研究

○プロジェクト研究：
社会資本ストックを
より永く使うための
維持 ･管理技術の開
発と体系化に関する
研究

・管理水準に応じた構造物
の調査・点検技術の確立

　「道路土工指針」や「道路トンネル定期
点検要領（案）」、「道路トンネル維持管理
便覧」へ反映されるとともに、劣化損傷の
進んだ道路橋に対する調査・診断マニュア
ルを作成することにより、構造物の損傷・
変状の早期発見や、構造物の保持する健全
度・安全性を適切に診断・評価するための
データ取得が可能となる。
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

（社会的背景）
　社会資本のストック
が、今後、一斉に更新
時期を迎えるが、国・
地方の財政の逼迫やそ
れに伴う管理体制の制
約等から、従来型の維
持管理手法では更新す
ら容易でないと懸念さ
れている。なかでも、
構造物・設備等の重大
損傷は人命の安全に直
接的に関わることから、
安全の確保のため、持
続可能で戦略的な維持
管理の推進が求められ
ている。
　また、厳しい気象条
件や特殊土地盤など、
更なる制約が加わる積
雪寒冷地域での社会資
本ストックの機能維持・
更新技術についても、
一層の研究開発が求め
られている。

・構造物の健全度・安全性
に関する診断・評価技術
の確立

　「道路土工指針」や「ダム検査規程」、「道
路トンネル定期点検要領（案）」、「道路ト
ンネル維持管理便覧」へ反映されるととも
に、劣化損傷の進んだ道路橋に対する調査・
診断マニュアルを作成し行政施策に反映さ
れることにより、構造物の損傷・変状に対
し、求める管理レベルに応じてその安全性
をより正確に、あるいは簡易に診断・評価
することが可能となる。

・構造物の多様な管理水準
･ 構造条件 ･ 損傷状態に
応じた効率的な補修 ･補
強技術の確立

　「道路土工指針」やコンクリート構造物
の「補修対策工法施工マニュアル」、「舗装
設計施工便覧」道路橋に関する基準類（補
修や排水設計関連の便覧）に反映されるこ
とにより、多様な現場条件、構造条件、損
傷状態等に応じた適切な工法が選択でき、
効率的な補修・補強が可能となる。

・構造物や機械設備における
管理水準を考慮した社会的
リスク評価技術と、これを
活用したマネジメント手法
のための技術開発

　「土木機械設備の維持更新検討マニュア
ル」や「ダム安全管理マニュアル（案）」、
道路橋の「社会的リスク評価マニュア
ル」に反映されることにより、損傷度の
大きさだけでなく、施設の重要度、管理
レベル等に応じた補修・補強プログラム
の策定が可能となり、効率的な維持管理
を計画的に行うことができる。

○プロジェクト研究：
寒冷な自然環境下に
おける構造物の機能
維持のための技術開
発

・寒冷な気象や凍害、流氷
の作用に起因する構造物
の劣化に対する評価技術
の開発と機能維持向上の
ための補修・補強・予防
保全技術の開発

　「道路橋床版防水便覧」、「舗装設計便覧」、
「凍害・塩害の複合劣化対策マニュアル」
等に反映されるとともに、沿岸構造物に係
る維持管理技術マニュアル等を作成し行政
施策に反映されることにより、構造物の安
全性の向上と効率的な維持管理が行われ、
その機能維持に貢献する。

・泥炭性軟弱地盤の長期沈
下予測法を活用した土構
造物の合理的な維持管理
技術の開発

　「道路土工－軟弱地盤対策工指針」、「泥
炭性軟弱地盤対策工マニュアル」等に反
映されることにより、寒冷地における土
構造物の安全性の向上及び維持管理コス
トの低減が図られ、社会資本ストックの
機能維持に貢献する。

・積雪寒冷地における農業
水利施設と自然環境調和
機能を有する沿岸施設の
維持管理技術の開発

　開水路の凍害診断マニュアル及び農業
水利施設の維持管理マニュアルを作成し、
行政施策に反映されることや、「自然環境
調和型沿岸構造物設計マニュアル」等に
反映されることにより、積雪寒冷地にお
ける農業水利施設と自然環境調和機能を
有する沿岸施設の維持管理に貢献する。

○重点研究 ・構造物の非破壊検査技術
の高度化と適用技術
・積雪寒冷地における道路
舗装の予防保全的補修技
術など、社会インフラの
老朽化、厳しい財政状況
等を踏まえ、社会インフ
ラの効率的な維持管理に
資する技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技
術基準の策定等への反映に結びつく成果
を得る
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重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

⑤社会資本の機能の増
進、長寿命化に関す
る研究

（社会的背景）
　人口減少、急激な少
子高齢化や厳しい財政
事情等により、新たな
社会資本整備に対する
投資余力が減少するな
か、国民生活の安定や
地域経済の活性化のた
めには、品質を確保し
つつ、より効率的・効
果的な社会資本の整備
や交通基盤の維持・向
上が求められている。

○プロジェクト研究：
社会資本の機能を増
進し、耐久性を向上
させる技術の開発

・新形式道路構造 ･土工構
造物等の社会資本の性能
評価・性能向上技術の提
案

　「道路土工指針」等へ反映されるととも
に新形式道路構造の性能評価に関するガ
イドライン等を作成し、行政施策に反映
されることにより、設計の自由度の向上
及び新技術の開発・活用が促進され、効
率的な社会資本の整備に貢献できる。

・コンクリート構造物、橋
梁及び土工構造物の耐久
性向上技術の開発

　「道路橋示方書」等へ反映されるととも
に性能規定に対応した施工マニュアル等
を作成し、行政施策に反映されることに
より、コンクリート構造物、橋梁及び土
工構造物の長寿命化が図られる。

○プロジェクト研究：
寒冷地域における冬
期道路のパフォーマ
ンス向上技術に関す
る研究

・冬期道路管理の効率性、
的確性向上技術の開発

　効率的で的確な冬期道路管理を支援す
る技術を開発し、「冬期路面管理マニュア
ル」等に成果が反映されることにより、
積雪寒冷地における冬期道路管理の適切
で効果的・効率的な事業実施に寄与する。

・冬期交通事故に有効な対
策技術の開発

　冬期道路において発生しやすい正面衝
突や路外逸脱等の重大事故対策として、
車両への衝撃が少なく、設置・維持補修
が容易なたわみ性防護柵等の技術開発を
行い、防護柵の設置基準に関連する技術
指針等に反映されることにより、重大事
故削減に寄与する。

・冬期歩道の安全性・信頼
性向上技術の開発

　冬期歩道の雪氷路面の路面処理技術及
び歩道構造を改良・開発し、「冬期路面管
理マニュアル」等の技術指針等に成果が
反映されることにより、歩行者の転倒事
故を防止し、冬期の安全で快適な歩行に
寄与する。

○重点研究 ・部分係数設計法等の新た
な設計技術や構造の適用
技術
・ICT 施工の導入に伴う施
工の効率化、品質管理技
術
・冬期道路の機能の評価技
術など、材料技術等の進
展を踏まえ、社会資本の
本来の機能を増進すると
ともに、社会的最適化、
長寿命化の推進に資する
技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技
術基準の策定等への反映に結びつく成果
を得る。
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

エ）土木技術による国際貢献

⑥我が国の優れた土木
技術によるアジア等
の支援に関する研究

（社会的背景）
　我が国は、山間狭隘、
急峻な地形や台風等の
自然災害の発生など、
日本特有の自然条件や
地理的条件で蓄積した
高度な土木技術を有す
る。これらの技術を世
界各地の地域状況に即
した防災技術や土木材
料・建設技術等として
反映させることで、ア
ジアそして世界への技
術普及など、途上国支
援・国際貢献すること
が求められている。

○プロジェクト研究：
気候変化等により激
甚化する水災害を防
止、軽減するための
技術開発
　（再掲）

・不確実性を考慮した地球
温暖化が洪水・渇水に与
える影響の予測技術の開
発
　（再掲）

　「洪水に関する気候変化の適応策検討ガ
イドライン」等に反映され、成果の国際
的な普及を行うことにより、国外の水災
害分野での気候変化の適応策の策定、短
時間急激増水に伴う洪水被害の軽減に貢
献する。・短時間急激増水に対応で

きる洪水予測技術の開発
　（再掲）

・途上国における水災害リ
スク軽減支援技術の開発
　（再掲）

　途上国向け水災害事前復興計画に関す
る技術資料を作成し、成果の国際的な普
及を行うことにより、国外の大規模水害
に伴う洪水被害の軽減、早期復旧に貢献
する。

○プロジェクト研究：
大規模土砂災害等に
対する減災、早期復
旧技術の開発
　（再掲）

・大規模土砂災害等の危険
箇所を抽出する技術の構
築
　（再掲）

　深層崩壊発生危険個所・発生規模予測
技術の開発等を行い、成果の国際的な普
及を行うことにより、国外においてより
的確な警戒避難体制の構築等が図られる
ことで、災害による人的被害の回避等が
可能となるなど、大規模土砂災害が課題
となっているアジア諸国の防災対策の推
進に貢献する。

・大規模土砂災害等に対す
る対策技術の構築
　（再掲）

　異常土砂災害対策に対する危機管理ガ
イドライン・ハード対策ガイドライン、
大規模岩盤斜面の評価・管理マニュアル
等を整備し、成果の国際的な普及を行う
ことにより、より的確な危機管理計画・
対策計画の立案を通じて、国外の安全な
地域社会の実現に貢献する。

○プロジェクト研究：
防災・災害情報の効
率的活用技術に関す
る研究
　（再掲）

・災害危険度情報等の効率
的な作成技術の開発
　（再掲）

　気象条件により変化する災害危険度情
報等を適時適切に取得する技術や途上国
に適用可能な統合的な洪水・水資源管理
を支援する基盤システムを開発し、成果
の国際的な普及を行うことにより、国外
における被害の軽減に貢献する。

・衛星などによる広域災害
の範囲・被害規模把握技
術の開発
　（再掲）

　衛星などによる被災範囲・被害規模の
検出に関する技術を開発し、成果の国際
的な普及を行うことにより、国外におけ
る大規模災害時に防災関係機関の迅速か
つ効率的な支援を可能にし、災害影響の
最小化に貢献する。

○プロジェクト研究：
地域環境に対応した
生態系の保全技術に
関する研究
　（再掲）

・流域からの濁質流出が河
口域環境へ与える影響の
把握と管理技術の提案
　（再掲）

　流域スケールでみた物質移動形態を把
握、解明することで、流出した濁質等の
河口・沿岸域への影響を明確にし、積雪
寒冷地における河川管理設計指針等に反
映され、成果の国際的な普及を行うこと
により、国外において山地から沿岸域ま
でを一連の系とした浮遊土砂管理が可能
となる。
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重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

○プロジェクト研究：
社会資本ストックを
より永く使うための
維持 ･管理技術の開
発と体系化に関する
研究
　（再掲）

・構造物の多様な管理水準
･ 構造条件 ･ 損傷状態に
応じた効率的な補修 ･補
強技術の確立
　（再掲）

　構造物の効率的な補修・補強技術に関
する国際規格の検討を通じて、我が国の
技術・材料が国際的に認められ、活用さ
れることにより、海外の多くの国におけ
る社会資本の長寿命化、機能保全に資す
る。

○重点研究 ・途上国を対象とした都市
排水対策技術の適用手法
の開発
・全球衛星観測雨量データ
の海外における土砂災害
への活用技術など、アジ
アそして世界への技術普
及など、国際展開・途上
国支援・国際貢献に資す
る技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技
術基準の策定等への反映に結びつくとと
もに、国際的な普及を行うことにより国
際貢献が可能な成果を得る。
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

別表－1－2　�中期目標期間中の重点的研究開発（積雪寒冷に適応した社会資本や食料基盤の整備に関
連するプロジェクト研究、重点研究）

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

①激甚化 ･多様化する
自然災害の防止、軽
減、早期復旧に関す
る研究（再掲）

○プロジェクト研究：
大規模土砂災害等に
対する減災、早期復
旧技術の開発
　（再掲）

・大規模土砂災害等に対す
る対策技術の構築
　（再掲）

　異常土砂災害対策に対する危機管理ガイ
ドライン・ハード対策ガイドライン、大規
模岩盤斜面の評価・管理マニュアル等を整
備し、行政施策に反映されることにより、
より的確な危機管理計画・対策計画の立案
を通じて、安全な地域社会の実現を図る。
（再掲）

○プロジェクト研究：
雪氷災害の減災技術
に関する研究
　（再掲）

・気候変化に伴う冬期気象
の変化・特徴の解明
　（再掲）

　変動が増大する雪氷気候値や雪氷災害の
ハザードマップを提示し、「道路吹雪対策マ
ニュアル」等に反映されることにより、吹
雪等の雪氷災害対策の計画、設計等を将来
にわたり適切に行うことが可能となる。
（再掲）

・吹雪・視程障害の予測及
び危険度評価等の対策技
術の開発
　（再掲）

　吹雪視程障害の予測及び危険度評価技術
等の対策技術を開発し、「道路吹雪対策マ
ニュアル」等に反映されることにより、吹
雪視程障害時の道路管理者及び道路利用者
の判断を支援するなど、吹雪災害発生の防
止、軽減に貢献する。
（再掲）

・冬期の降雨等に伴う雪崩
災害の危険度評価技術の
開発
　（再掲）

　気温の上昇や冬期の降雨による湿雪雪崩
の危険度評価技術が雪崩対策に関連するマ
ニュアル等に反映されることにより、事前
の警戒避難や通行規制を的確かつ効率的に
実施する体制の整備が可能となる。
（再掲）

○重点研究
　（再掲）

・初生地すべりの危険度評
価
・気候変化に対応した寒冷地
ダムの流水管理技術など、
地震・津波・噴火・風水害・
土砂災害・雪氷災害等によ
る被害の防止・軽減・早期
復旧に資する技術開発
　（再掲）

　国が実施する関連行政施策の立案や技術
基準の策定等への反映に結びつく成果を得
る。
（再掲）

②社会インフラのグ
リーン化のためのイ
ノベーション技術に
関する研究
　（再掲）

○プロジェクト研究：
再生可能エネルギー
や廃棄物系バイオマ
ス由来肥料の利活用
技術・地域への導入
技術の研究
　（再掲）

・廃棄物系改質バイオマスの
積雪寒冷地の大規模農地
への利用管理技術の提案
　（再掲）

　廃棄物系改質バイオマスの積雪寒冷地の
大規模農地への利用管理技術マニュアル等
を作成し、行政施策に反映されることによ
り、持続的な資源循環型社会の実現に貢献
する。
（再掲）

○重点研究
　（再掲）

・地域エネルギーを活用し
た土木施設管理技術な
ど、バイオマス等の再生
可能なエネルギーの活用
や資源の循環利用等、低
炭素・低環境負荷型社会
の実現に資する技術開発

（再掲）

　国が実施する関連行政施策の立案や技術
基準の策定等への反映に結びつく成果を得
る。
（再掲）
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重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

③自然共生社会実現の
ための流域 ･社会基
盤管理技術に関する
研究

（再掲）

○プロジェクト研究：
河川の土砂動態特性
の把握と河川環境へ
の影響及び保全技術
に関する研究
　（再掲）

・積雪寒冷地の大規模農地
での土砂制御技術の提案
　（再掲）

　農地からの流出土砂量の推測マニュアル
の作成と制御技術の提案を行い、行政施策
に反映されることにより、土砂堆積による
排水路・小河川の機能保全に寄与する。
（再掲）

○プロジェクト研究：
地域環境に対応した
生態系の保全技術に
関する研究
　（再掲）

・流域からの濁質流出が河
口域環境へ与える影響の
把握と管理技術の提案
　（再掲）

　流域スケールでみた物質移動形態を把握、
解明することで、流出した濁質等の河口・
沿岸域への影響を明確にし、積雪寒冷地に
おける河川管理施設の設計指針等に反映さ
れることにより、山地から沿岸域までを一
連の系とした浮遊土砂管理が可能となる。
（再掲）

・積雪寒冷地における河口
域海岸の保全技術の提案
　（再掲）

　河口域海岸の地形変化に及ぼす多様な要
因の影響を明らかにし、その保全技術に関
するマニュアル等を作成し、行政施策に反
映されることにより、長期的視点からみた
干潟等の沿岸域の保全管理が可能となる。
（再掲）

・生物の行動学的視点を加
えた氾濫原における生物
生息環境の適正な管理技
術の提案
　（再掲）

　生態系保全を人とのつながりの中から検
証し、健全な保全技術が河川構造物設計指
針等に反映されることにより、現場におけ
る河川改修や河川維持管理の効率的で効果
的な実施が可能となる。
（再掲）

・積雪寒冷沿岸域における
生物の生息環境の適正な
管理技術の提案
　（再掲）

　河川流出による水産資源への影響を把握
し、沿岸環境の保全・管理技術に関するマ
ニュアルを作成し、行政施策に反映される
ことにより、より安定した水産資源の供給
が可能となる。
（再掲）

○プロジェクト研究：
環境変化に適合する
食料生産基盤への機
能強化と持続性のあ
るシステムの構築
　（再掲）

・積雪寒冷地の資源を利用
し、地域の特徴を活かし
た灌漑・排水技術の提案
　（再掲）

　用水資源量変化や寒暖変動に適応した水
管理技術、地域の条件下で労働生産性や土
地生産性を改善する大区画圃場地帯の灌漑・
排水技術を確立し、農業用水管理マニュア
ル、配水管理技術マニュアル、土壌養分制
御マニュアル、明渠排水路の機能診断マニュ
アルを作成して行政施策に反映されること
により、安定的な営農維持に貢献する。
（再掲）

・北方海域の生物生産性向
上技術の提案
　（再掲）

　海域の自然生産システムにおける物理環
境を湧昇発生等により、その生産ポテンシャ
ルの改善、さらに沖合海域の生息環境の維
持を図る技術を提案し、北方海域の沖合漁
場整備マニュアルに反映されることで、食
料供給施策に資する。
（再掲）
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重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

○重点研究
　（再掲）

・河川の生態系を回復するた
めの調査技術、改善技術
・積雪寒冷地における河川
の土丹層浸食の対策技術
など、自然環境の保全・
再生や健全な水循環の維
持、食の供給力強化のた
めの北海道の生産基盤づ
くり等、人と自然が共生
する持続可能な社会の実
現に資する技術開発
　（再掲）

　国が実施する関連行政施策の立案や技術
基準の策定等への反映に結びつく成果を得
る。
（再掲）

④社会資本ストックの
戦略的な維持管理に
関する研究（再掲）

○プロジェクト研究：
寒冷な自然環境下に
おける構造物の機能
維持のための技術開
発
　（再掲）

・寒冷な気象や凍害、流氷
の作用に起因する構造物
の劣化に対する評価技術
の開発と機能維持向上の
ための補修・補強・予防
保全技術の開発
　（再掲）

　「道路橋床版防水便覧」、「舗装設計便覧」、
「凍害・塩害の複合劣化対策マニュアル」等
に反映されるとともに、沿岸構造物に係る維
持管理技術マニュアル等を作成し行政施策に
反映されることにより、構造物の安全性の向
上と効率的な維持管理が行われ、その機能維
持に貢献する。
　（再掲）

・泥炭性軟弱地盤の長期沈
下予測法を活用した土構
造物の合理的な維持管理
技術の開発
　（再掲）

　「道路土工－軟弱地盤対策工指針」、「泥炭
性軟弱地盤対策工マニュアル」等に反映さ
れることにより、寒冷地における土構造物
の安全性の向上及び維持管理コストの低減
が図られ、社会資本ストックの機能維持に
貢献する。
（再掲）

・積雪寒冷地における農業
水利施設と自然環境調和
機能を有する沿岸施設の
維持管理技術の開発
　（再掲）

　開水路の凍害診断マニュアル及び農業水
利施設の維持管理マニュアルを作成し、行
政施策に反映されることや、「自然環境調和
型沿岸構造物設計マニュアル」等に反映さ
れることにより、積雪寒冷地における農業
水利施設と自然環境調和機能を有する沿岸
施設の維持管理に貢献する。
（再掲）

○重点研究
　（再掲）

・構造物の非破壊検査技術
の高度化と適用技術
・積雪寒冷地における道路
舗装の予防保全的補修技
術など、社会インフラの
老朽化、厳しい財政状況
等を踏まえ、社会インフ
ラの効率的な維持管理に
資する技術開発

　国が実施する関連行政施策の立案や技術
基準の策定等への反映に結びつく成果を得
る。
（再掲）
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参考資料－2　中期目標期間中の重点的研究開発

重点的研究開発課題 研究内容、目標とする成果 成果の反映・社会への還元

⑤社会資本の機能の増
進、長寿命化に関す
る研究
　（再掲）

○プロジェクト研究：
寒冷地域における冬
期道路のパフォーマ
ンス向上技術に関す
る研究
　（再掲）

・冬期道路管理の効率性、
的確性向上技術の開発
　（再掲）

　効率的で的確な冬期道路管理を支援する
技術を開発し、「冬期路面管理マニュアル」
等に成果が反映されることにより、積雪寒
冷地における冬期道路管理の適切で効果的・
効率的な事業実施に寄与する。
（再掲）

・冬期交通事故に有効な対
策技術の開発
　（再掲）

　冬期道路において発生しやすい正面衝突
や路外逸脱等の重大事故対策として、車両
への衝撃が少なく、設置・維持補修が容易
なたわみ性防護柵等の技術開発を行い、防
護柵の設置基準に関連する技術指針等に反
映されることにより、重大事故削減に寄与
する。
（再掲）

・冬期歩道の安全性・信頼
性向上技術の開発
　（再掲）

　冬期歩道の雪氷路面の路面処理技術及び
歩道構造を改良・開発し、「冬期路面管理マ
ニュアル」等の技術指針等に成果が反映さ
れることにより、歩行者の転倒事故を防止
し、冬期の安全で快適な歩行に寄与する。
（再掲）

○重点研究
　（再掲）

・部分係数設計法等の新た
な設計技術や構造の適用
技術
・ICT 施工の導入に伴う施
工の効率化、品質管理技
術
・冬期道路の機能の評価技
術など、材料技術等の進
展を踏まえ、社会資本の
本来の機能を増進すると
ともに、社会的最適化、
長寿命化の推進に資する
技術開発
　（再掲）

　国が実施する関連行政施策の立案や技術
基準の策定等への反映に結びつく成果を得
る。
（再掲）
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参考資料－ 3　年度計画別表（25 年度に実施する研究）

・道路盛土の水位観測を実施し、降雨・融雪
等の水位変動への影響を検討する。室内要
素試験により、含水状態と耐震性の関係を
検討する。模型実験により、新設時の排水
等の対策および追加対策の効果の検討を行
う。

・液状化の発生に及ぼす堆積年代や継続時間
の影響を実験的に検討する。火山灰地盤に
おける過去の液状化事例を調査するととも
に、地質調査・室内試験により火山灰質土
の液状化特性を評価する。

・盛土内含水状態および水位変動と降雨・
融雪等の関係の整理

・含水状態と耐震性の関係の整理
・新設時の排水等の対策および追加対策の

効果の把握

・液状化の発生に及ぼす堆積年代や継続時
間の影響の把握

・火山灰質土の液状化の発生に及ぼす各種
要因の把握

○多様な耐震性能に基づく限界
状態の提示

・これまでに得られた実験データ等の分析に
基づき、性能目標に応じた多様な限界状態の
設定法とその評価法の検討を行う。

・性能目標に応じた多様な限界状態の設定
法の案の提示

○耐震性能の検証法と耐震設計
法の開発

・24 年度に作成した地盤変状箇所の地質モ
デルを基に数値解析モデルを構築して解析
を行い、数値解析による評価手法の検討と
問題点等の抽出を行う。また、道路橋下部
構造と斜面崩壊形態の関係に関する解析的
検討を行う。

・24 年度までに提案した震力係数を基に、
簡易耐震性能照査方法の検討を行う。堤体
物性のばらつきが地震時変形に与える影響
の検討のため、締固め度などを変化させた
フィルダム築堤材料の室内試験を実施する。

・既設再開発ダム等における実測挙動やダム
コンクリートの動的強度・破壊特性を踏ま
え、大規模地震時における再開発ダムの損
傷形態や挙動の推定方法の検討を実施する。

・CSG(Cemented Sand and Gravel) の動
的強度・破壊特性を試験結果等から分析す
るとともに、その結果を踏まえ、大規模地
震時における台形 CSG ダムの損傷形態や
挙動の推定方法の検討を実施する。

・既存地質調査データを基に、液状化判定用
の地盤モデルを試作し、調査データの質と
量によるモデルの精度検証を行う。

・数値解析による地盤変状の評価手法の問
題点等の抽出

・道路橋下部構造と斜面崩壊形態の関係に
関する傾向の整理

・大規模地震時におけるフィルダムの簡易
耐震性能照査方法の案の作成

・大規模地震時における再開発ダムの損傷
形態や挙動の推定方法の案の作成

・大規模地震時における台形 CSG ダムの
損傷形態や挙動の推定方法の案の作成

・調査データの量と質に応じた液状化判定
用の地盤モデル精度の把握

4．雪氷災害の減災技術に関する研究

中期目標期間中の研究成果 平成 25 年度の主な実施内容 平成 25 年度の主な成果

○気候変化に伴う冬期気象の変
化・特徴の解明

・気候モデルの将来予測値等を用いた将来の
雪氷気候値（吹雪量や視程障害発生頻度、
積算寒度など）の推定方法を検討し、これ
らの分布図を作成する。

・将来の雪氷気候値の分布図の作成

○吹雪・視程障害の予測及び危
険度評価等の対策技術の開発

・風速や気温等の履歴データを用いた吹雪発
生判別フローの策定により、吹雪時の視程
の演算手法の改良を行う。

・吹雪障害の発生に影響を及ぼす要因につい
て、連続的な区間において移動気象観測を
行う。

・風速や気温等の履歴データを用いた吹雪
発生判別フローの策定

・連続的な区間における吹雪障害発生影響
要因の抽出と影響度の把握

○冬期の降雨等に伴う雪崩災害
の危険度評価技術の開発

・過去の湿雪雪崩の事例調査を引き続き行い、
気温上昇や降雨による湿雪雪崩発生の気象
条件を検討する。

・融雪水や降水を含んだ積雪の帯水層と水み
ちの調査を野外斜面で行う。

・気温上昇や降雨による湿雪雪崩発生の気
象条件の解明

・斜面における積雪の帯水層と水みちの形
成状況の把握
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参考資料－ 3　年度計画別表（25 年度に実施する研究）

○低炭素型建設技術の開発と性
能評価技術の提案

・低炭素型結合材を用いたコンクリートの暴
露供試体の解体調査を行い､ 実環境下での
耐久性について検討する。

・低炭素化を実現する新たな技術の性能評価
に向けた検討を行う。

・低炭素舗装技術および舗装リサイクル技術
について、寒冷環境下での適用性を評価す
る。

・低炭素型結合材を用いたコンクリートの
耐久性の把握

・新たな低炭素舗装技術の性能評価方法の
提案

・積雪寒冷地における低炭素舗装技術およ
び舗装リサイクル技術の適用性の把握

○低環境負荷型の地域資材・建
設発生土利用技術の提案

・自然由来重金属等に対する吸着層工法の設
計の基礎資料を得るため、土質条件を変え
た不飽和浸透実験を実施するとともに、屋
外カラム試験および現地発生土の吸着性能
に関する検討を実施する。

・吸着層工法に用いる吸着層母材の粒径範
囲、および吸着資材として用いることが
できる現地発生土の条件の把握

○環境への影響評価技術の提案 ・新たな低炭素技術のライフサイクル CO2 の
試算範囲に関する検討を行う。

・低炭素舗装技術に関する CO2 排出原単位
の検討を行う。

・重金属等含有発生土の発生源評価手法の検
討のため、曝露試験等の結果を蓄積すると
ともに、新たに開発した人工降雨曝露試験
の試験条件の検討や、酸性水発生条件に関
する室内試験と数値解析の比較検討を行う。

・物質の地盤中での移行特性に関する室内試
験、現地モニタリングや数値解析を行う。

・新たな低炭素舗装技術の舗装工種や試算
範囲の把握

・低炭素舗装技術に関する CO2 排出原単
位案の作成

・曝露試験結果に基づく発生源評価手法に
関して、土木研究所資料としてとりまと
め、および酸性水発生条件の把握

・室内試験や現地モニタリング結果をもと
にした、地盤中の物質移行特性に与える
要因の把握

8．河川生態系の保全・再生のための効果的な河道設計・河道管理技術の開発

中期目標期間中の研究成果 平成 25 年度の主な実施内容 平成 25 年度の主な成果

○河道掘削等の物理環境変化が
生物の生息生育環境に与える
影響の解明

・閉鎖性汽水域で底質性状、濁質動態、栄養
塩類等を現地観測し、これらの関係、推定
手法を検討する。

・汽水域河道の底質、濁質と塩分挙動、水理
状況を現地調査で把握する。

・イシガイ類と魚類それぞれからみた流程別
の氾濫原評価指標を検討する。

・高水敷掘削後に形成された氾濫原環境の劣
化プロセスを検討する。

・イシガイ類と魚類からみた再生すべき氾濫
原水域の量や形状を検討する。

・掘削手法を実河川に反映させ、事後評価の
ための事前データを取得する。

・閉鎖性汽水域における底質巻上げ、濁質
拡散状況の ADCP 等による観測、推定
手法の開発

・汽水域河道形状、塩分挙動と底質、濁質
の関係評価

・イシガイ類・魚類の指標を統合した流程
別の氾濫原評価手法の提案

・劣化プロセスを踏まえた、河道内におけ
る掘削（再生）適正箇所の選出基準の作
成

・生物生息場として機能する氾濫原水域の
量、サイズ、水深に基づいた具体的な掘
削手法の提示

・上記成果を踏まえた掘削箇所や掘削手法
の提案および適用箇所における現況の把
握

○河川生態系の保全・再生のた
めの物理環境等を指標とする
河川環境評価技術の提案

・既往知見や過去の調査データを用いて、河川
生態系と物理環境の関連性を評価し、指標と
なる物理環境項目について検討を行い、実河
川にて検証する。

・既存データから物理環境項目を再現する解析
技術を検討する。

・河川生態系に関連する物理環境を対象と
した河川環境評価手法の抽出

・水域の瀬淵、陸域の冠水状況を簡易に推
定する技術の開発
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参考資料－ 3　年度計画別表（25 年度に実施する研究）

・既往のトンネル点検データの分析等を通じ
て、道路管理者に要求されるトンネルの管
理水準を設定するために必要となる技術項
目の検討を行うとともに、管理水準に応じ
たトンネル点検の項目や頻度・点検手法の
検討を行う。

・劣化損傷の生じた既設橋梁部材の損傷調査
を行うとともに各種の調査手法の適用性を
確認する。

・トンネルの重要度等に応じた管理水準設
定のための技術項目および点検手法の評
価

・管理水準に応じた構造物の調査・点検手
法の確立に必要な、各種調査手法の適用
性と実橋梁部材の損傷に関するデータの
収集・蓄積

○構造物の健全度・安全性に関
する診断・評価技術の確立

・補強土壁の安定性に影響を及ぼす盛土材の
ゆるみを再現した実証実験により、劣化の
進行過程、限界状態を明確化し、変状が生
じた補強土壁の保有性能の把握を行う。各
種健全度評価に資するパラメータの調査手
法の適用性について確認する。

・ダム堤体の健全性評価のための診断手法に
ついて、実測挙動分析、数値解析および安
全性への影響度を踏まえて検討する。

・既設舗装の構造的健全度について非破壊試
験結果を新たな手法によって評価し、その
妥当性を確認する

・模型実験や実大実験等による検討および実
トンネル等を用いて、トンネルが致命的な
損傷に至る可能性を内含するかどうかを簡
易に診断できる手法に関して検討を行う。

・劣化損傷の生じた既設橋梁部材の耐荷力試
験および材料調査を行い、耐荷力評価手法
について検討する。

・変状が生じた補強土壁の保有性能の把握
・健全度評価に資するパラメータの調査手

法の提案

・ダムで想定される劣化・損傷について、
その安全性に及ぼす影響度を踏まえた健
全度・安全性の評価方法の提案

・実大供試体の繰り返し載荷実験中に非破
壊試験を実施し、構造的健全度の新たな
評価方法の適用性を評価

・トンネルの安全状態を簡易に診断する手
法の適用性の評価

・構造物の健全度・安全性に関する診断・
評価技術の確立に必要な基礎データの収
集・蓄積と耐荷力評価手法の開発

○構造物の多様な管理水準 ･ 構
造条件 ･ 損傷状態に応じた効
率的な補修 ･ 補強技術の確立

・コンクリート構造物の補修対策工法の修復
実態や不具合事例の整理、環境等の違いに
よる材料特性・施工性・耐久性等に関する
室内試験および暴露試験を行う。

・繰り返し載荷実験により舗装の破壊を再現
し、その損傷過程を明らかにする。

・生活道路における簡略的な維持補修技術の
妥当性を確認する。

・実 PC 橋に試験設置した簡易排水装置の経
過観察および改良を行う。

・既設道路橋排水装置の継手の構造性能に関
する試験を行う。

・実構造により近い PC 橋桁端部の供試体を
用いて、応力状態と破壊限界に関する実験
的検討を追加する。

・実橋において試験施工した当て板補強の経
過観察を行うとともに、水平荷重に対する
耐荷性能について実験的検討を行う。

・補修システムの要求性能等に関する共通
事項の提案、および環境等の違いによる
材料特性などの基本性能の確認

・実大供試体の繰り返し載荷実験や路面性
状データの分析を通じた舗装の破壊形態
等の検証

・舗装走行実験場等で簡略的な維持補修技
術を適用し、その追跡調査を通じた効果
検証

・コンクリート橋に用いる簡易排水装置の
提案

・PC ダクトと周囲の削孔が PC 橋桁端部
の応力分布に及ぼす影響の確認

・鋼桁端部の腐食に対する応急復旧方法の
提案
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参考資料－ 3　年度計画別表（25 年度に実施する研究）

○コンクリート構造物、橋梁及
び土工構造物の耐久性向上技
術の開発

・出来上がりコンクリートの品質検査技術、
ならびにコンクリート構造物の耐久性に影
響するコンクリートの配合や打設作業の留
意点、寒冷地での養生条件について、実施
工を模擬した実験等により検討を行う。

・構造物の凍害の進行性および塩分浸透性を
評価するため、凍害危険度と凍結防止剤散
布量が異なる地区の道路橋下部において調
査を行う。また、凍害の進行性に及ぼす夏
期の乾湿、乾燥の影響を把握するための実
験を行い、予測法を検討する。

・鋼橋塗装の性能評価に関して、現行の試験・
評価方法をベースとして各種塗料・塗装系
の性能評価試験を引き続き行い、現行法の
妥当性の検証と性能基準値に関する検討を
行う。必要に応じて、試験・評価方法の改
良に関する検討も行う。

・大規模土工を想定した盛土の冬期試験施工
を行い、施工期間の違いによる盛土の凍結
が締固めに与える影響を把握する。

・コンクリートの表面に現れた砂すじ、豆
板が耐久性に与える影響程度の評価

・耐久性を確保するための寒冷地での適切
な養生方法に関する検討結果の整理

・透気試験、表面吸水試験の実構造物への
適用に向けた留意点の整理

・道路橋下部における凍害の程度、塩化物
イオン量と凍害危険度、凍結防止剤の散
布量との関係の把握

・凍害の進行性、塩化物イオンの浸透性に
及ぼす凍結融解と乾湿、乾燥の複合作用
の影響の把握

・現行の試験・評価方法による塗料・塗装
系の性能の把握

・現行の試験・評価方法の評価

・冬期土工の施工期間の違いによる盛土の
締固め効果に関するデータの取得

16．寒冷地域における冬期道路のパフォーマンス向上技術に関する研究

中期目標期間中の研究成果 平成 25 年度の主な実施内容 平成 25 年度の主な成果

○冬期道路管理の効率性、的確
性向上技術の開発

・道路管理者と連携した冬期路面すべり抵抗
モニタリングを実施し、冬期路面状態の出
現特性と気象や道路構造等との関係性の分
析およびすべり特性診断技術の検討を行う。

・舗装種類毎の凍結防止剤散布試験、熱水混
合散布などの散布剤や散布技術の改良に関
する試験道路および現道での散布試験、散
布機械の改良のための機能要件の整理を行
う。

・除雪機械の位置・作業情報を可視化し、除
雪作業と気象との関係性について分析を行
う。

・調査対象路線における冬期路面状態の出
現特性および気象、道路構造等との関係
を評価

・舗装種類毎の凍結防止剤散布効果および
散布剤や散布技術の改良による散布効果
の評価定量的把握

・散布機械の技術改良に向けた機能要件の
整理

・除雪作業の効率性の分析・評価技術の整
理

○冬期交通事故に有効な対策技
術の開発

・高速道路用ワイヤーロープ式防護柵の施工・
維持管理技術の開発、導入効果の測定を行う。

・一般道路中央分離帯および路肩用ワイヤー
ロープ式防護柵の仕様検討、施工および維持
管理技術の開発に関する検討を行う。

・北海道内の国道における工作物衝突事故の対
策技術の検討とケーススタディを行う。

・各種の現場条件に対応した高速道路用ワ
イヤーロープ式防護柵の施工・維持管理
技術の提案

・一般道路中央分離帯用ワイヤーロープ式
防護柵の仕様の提案

・工作物衝突事故の対策箇所における対策
技術の評価

○冬期歩道の安全性・信頼性向
上技術の開発

・積雪期の歩道における道路形状や管理手法
とすべり抵抗性の関連に関する試験を行う。

・歩道部の冬期路面処理機械に関する適応性
試験を行う。

・積雪期の歩道における道路形状や管理手
法とすべり抵抗性の関連の把握

・歩道部の冬期路面処理機械に関する機能
要件の整理
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別表－2　25年度に実施する重点研究

1．激甚化・多様化する自然災害の防止、軽減、早期復旧に関する研究

項目名 平成 25 年度の実施内容

洪水災害に対する地域防災力評価手法に関
する研究

　これまでに行ってきた文献調査、質問項目の検討、多言語質問紙の作成、現
地調査、台風委員会報告書・学会論文の執筆、さらにはウェブ上の自己判断サ
イトの構築などの成果をホームページ上で公開するとともに、地域防災力向上
のための評価マニュアルのとりまとめを行う。

集中豪雨等による洪水発生形態の変化が河
床抵抗及び治水安全度にもたらす影響と対
策に関する研究

　春季融雪出水から冬季結氷期にわたり出水時の観測を行い、河床形状の変遷
を調査する。出水時の観測データから、河床形態の変遷と水理量の時系列変化
を整理し、鉛直 2 次元モデルの検証を行う。

積雪・融雪状況に適応した寒冷地ダムの流
水管理に関する研究

　リモートセンシング技術等を活用した積雪・融雪調査手法を開発する。メッ
シュ積雪深等から積雪包蔵水量を推定し、積雪・融雪の長期トレンド解析、流
出モデルとの組み合わせから、ダム流水管理のための融雪流量推定手法を検討
する。

初生地すべりの変動計測システムと危険度
評価技術の開発

　レーザプロファイラ等から初生地すべりの地形的特性について抽出を行い、
危険度評価について検討を行う。また、初生地すべり危険斜面での変動計測を
通じて、変動計測システムの検討を行う。

土石流危険渓流が集中する山地流域におけ
る土砂流による被害範囲推定手法の開発

　斜面崩壊に起因する土石流の流動化の判定および山地小河道への土砂流入量
を推定する手法を検討する。

ゆるみ岩盤の安定性評価法の開発 　ゆるみ岩盤事例の数値解析モデル化検討において抽出された以下の課題につ
いて検討する。
　①劣化進行に係る地震等の影響評価
　②掘削による応力解放と対策工の効果評価方法
　③調査・試験結果に基づく解析物性値設定方法

火山灰地盤における構造物基礎の耐震性評
価に関する研究

　24 年度に引き続き、遠心力模型実験により、火山灰質地盤の液状化に伴う
杭基礎の地盤反力特性の検討を行う。また、実験結果に基づく杭基礎の地震時
保有耐力の評価・検討を行う。

泥炭性軟弱地盤における既設構造物基礎の
耐震補強技術に関する研究

　主に泥炭性軟弱地盤を対象に、既設杭基礎に固結工法の複合地盤を形成する
耐震補強技術（コンポジットパイル工法）について、振動台加振実験および数
値解析を実施し、大規模地震に対する合理的耐震補強技術の確立に向けた検証
を行う。

河川結氷災害の現象の解明及び災害対策技
術の開発

　河道条件に対応したアイスジャム発生機構を解明するため、現地観測と水理
実験を行う。観測や実験で得られた結果を用いて計算モデルを構築し、アイス
ジャム対策について検討する。

津波による流氷群の陸上来襲に備えた沿岸
防災に関する研究

　海氷の漂流シミュレーションモデル、および氷塊の構造物への衝突破壊シミュ
レーションモデルの精度向上を図る。また、水理模型実験により、氷板存在時
の津波力に関する基本特性を調べる。

ライフサイクルに応じた防雪林の効果的な
育成・管理手法に関する研究

　防雪林の生育基盤や樹木の生育状況に関する現地調査結果を基に、生育不良
の要因や造成時の生育基盤の規格等を検討する。また、実物林での観測や模型
林による風洞試験を行い、樹木密度等と防雪 ･ 防風機能との関係を検討する。

河床変動の影響を考慮した設置型流速計に
よる洪水流量観測手法に関する研究

　河川流量の自動計測を目的として、河床変動を自動計測する技術の開発を継
続する。音響測深機を設置して洪水中の河床変動の無人観測を行うとともに他
の観測と比較することで、同観測結果の妥当性、代表性を検討する。

泥炭地盤の変形特性を考慮した土構造物の
耐震性能照査に関する研究

　室内試験および現場調査により、泥炭地盤の動的変形特性の評価法を検討す
る。また、遠心力模型実験により、盛土の物性および地下水位による盛土の液
状化への影響を把握するとともに、耐震補強技術に関する検討を行う。

越水等による破堤の被害軽減技術に関する
研究

　破堤口拡幅、堤体崩壊等の現象進行を抑制する技術について、模型実験によ
り検討を行う。また、千代田実験水路における実スケールの実験について結果
を取りまとめ、抑制工の効果を検討する。

既設落石防護構造物の補修・補強技術に関
する研究

　落石防護構造物の劣化損傷部材や補修補強部材に関して衝撃実験および数値
解析により検討するとともに、合理的な補修補強法に関する検討を行う。
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水環境中における未規制化学物質の挙動と
生態影響の解明

　24 年度で対象とした未規制化学物質に加え、新たに未規制化学物質 15 物
質程度を選定し、河川水中の存在実態の調査と環境中挙動に係るパラメータの
収集を行う。また、調査により得られた知見を用いて、対象とした化学物質の
環境リスク初期評価を試みる。

積雪寒冷地域における土丹河床の浸食過程
と河川構造物等の影響に関する研究

　岩質による風化特性に関する調査を行うとともに、北海道内の軟岩河床の調
査、軟岩試料の採取・試験を行う。これにより、軟岩河床区間のマッピング化
とともに、浸食速度と力学特性の関連性を検討する。また、軟岩河床低下対策
について検討する。

水質対策工の長期的な機能維持に関する研
究

　沈砂域と植生域を有し、自然の機能を利用した水質浄化池において水質調査
と堆積土砂量調査を実施し機能評価するとともに、施設間の機能差の因子を検
討する。

4．社会資本ストックの戦略的な維持管理に関する研究

項目名 平成 25 年度の実施内容

塩害橋の予防保全に向けた診断手法の高度
化に関する研究

　海中に建設された橋脚を対象として、海面付近に発生しやすい塩害の特徴を
調査する。上部構造の付着塩分量の計測を継続するとともに、コアによる塩分
含有量調査を行い、周囲の地形や気象との関係を解明するとともに、付着塩分
がコンクリート内部に浸透に関する現象について供試体を用いて調査する。

既設鋼道路橋における疲労損傷の調査・診
断・対策技術に関する研究

　鋼 I 桁橋および鋼床版橋における対応の優先順位の高い疲労損傷に対して、
事例の調査・分析を行うとともに、対策検討を行うための解析、疲労試験を行い、
診断・対策手法の提案を行う。

非破壊検査技術の道路橋への適用性に関す
る調査

　コンクリート中に埋め込まれた鋼部材の腐食状況を計測するための超音波探
傷法の提案を行う。また、共鳴振動法の適用方法の検討を行い、適用性を把握
する。

積雪寒冷地における河川用機械設備の維持
管理手法に関する研究

　河川用機械設備の老朽化や積雪寒冷地特有の諸問題に対応するため、各種設
備の現況調査を継続して行い、点検、劣化要因の簡易解析手法と効率的な維持
管理手法の提案に向けた検討を行う。

積雪寒冷地における道路舗装の予防保全に
関する研究

　道路の損傷、劣化を未然に診断し舗装の長寿命化を図る予防的対策手法を提
案するため、各種道路診断技術の適用性や予防的対策工法の効果を確認する試
験、検討を行う。

積雪寒冷地に対応した橋梁点検評価等維持
管理技術に関する研究

　現地調査結果等より、コンクリート系床版の劣化損傷メカニズムを分析する。
また、打音検査手法を開発するため、打音調査によるデータ収集と分析法の検
討を行う。

盛土施工の効率化と品質管理向上技術に関
する研究

　種々の土質を用いた各種力学試験から締固め度等と盛土材料の力学特性の関
係を把握し、盛土の性能に応じた施工管理基準を検討する。
　各種施工機械による転圧回数試験を実施し、施工機械による締固め特性の把
握と、現行の品質管理方法として広く用いられている締固め度の代替指標の提
案を行う。
　軟弱地盤上の盛土における盛土材の液状化現象を模擬した模型実験を実施し、
各種対策工の効果について、盛土の挙動の計測から確認する。

積雪寒冷地における既設 RC 床版の損傷対
策技術に関する研究

　部分打換を施した RC 床版の寒冷条件下での耐久性について実験検証を行う。
また、上面補修を同時に行う場合の耐久性について実験検証し、施工方法等の
検討を行う。

氷海の海象予測と沿岸構造物の安全性評価
に関する研究

　波高増大や水位変化が沿岸施設へ与える影響を水理模型実験により調べると
ともに、気候変化の将来シナリオに対して、沿岸各施設（防波堤、海岸道路など）
の安全性を評価し、沿岸施設の今後の維持管理の考え方を提案する。

積雪寒冷地における鋼橋の延命化技術の開
発

　防食機能の劣化要因の測定手法や機能保全のための対策工を検討する。耐候
性鋼橋の健全度評価表の検証を行う。鋼床版部材の亀裂進展機構に関して実験
的に検討するとともに、亀裂進展の遅延効果の検証を行う。

繊維シートによる RC 床版の補強設計法に
関する研究

　炭素繊維シート補強された RC 床版供試体の輪荷重走行試験を行い、疲労損
傷過程におけるシートの役割を調査する。また、小型供試体による繊維シート
補強の定着部の性能評価法について検討する。
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参考資料６－②　共同研究報告書

資料種別 整理番号 刊行年 月 題　　　　名

共同研究報告書 452 2013 3
鋼床版デッキプレート進展き裂の調査のための超音波探傷法に関する共
同研究報告書

共同研究報告書 453 2013 5
地すべり地における地下水排水ボーリング工の排水性能調査　共同研究
報告書

共同研究報告書 454 2013 3
技術試験衛星Ⅷ型（ETS- Ⅷ）を用いた災害対応センサデータの伝送実
験に関する共同研究報告書

共同研究報告書 455 2014 3
骨材資源を有効活用した舗装用コンクリートの耐久性確保に関する共同
研究報告書　Ⅰ 各種粗骨材の舗装コンクリートへの適用性　(1) 骨材試
験、コンクリートの配合および強度試験

共同研究報告書 456 2013 6
腐食劣化の生じた橋梁部材の耐荷性能評価手法に関する共同研究報告書
－腐食劣化の生じた鋼トラス橋を活用した臨床研究報告書－
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資料種別 整理番号 刊行年 月 題　　　　名（報文として掲載されたもの）

寒地土木研究所月報 719 2013 4
・初代十勝大橋コンクリートの長期耐久性試験
・凍・塩害が壁高欄の耐荷性能に及ぼす影響の基礎的研究

寒地土木研究所月報 720 2013 5
・1/2 縮尺 RC 製落石覆道模型の耐衝撃挙動に関する数値解析的検討
・性能規定に基づく寒冷地トンネル覆工の劣化予測のためのマルコフ遷

移確率行列の同定

寒地土木研究所月報 721 2013 6 ・低水路河岸の平面形状に誘発された蛇行発達

寒地土木研究所月報 722 2013 7
・航空レーザ測量を活用した森林外の積雪分布とダム流域の積雪包蔵水

量の推定

寒地土木研究所月報 723 2013 8 ・天塩川における結氷初期と解氷期に関する現地観測

寒地土木研究所月報 724 2013 9
・FRP を用いた道路橋歩道拡幅構造の耐荷性能について
・河川管理施設に対する津波外力評価手法の開発とその活用について

寒地土木研究所月報 725 2013 10
・ドライバーの運転行動解析によるラウンドアバウトの冬期安全性の検

証

寒地土木研究所月報 726 2013 11 ・拡縮蛇行河川における強制砂州の数値実験

寒地土木研究所月報 727 2013 12
・寒冷環境下におけるコンクリートの塩化物イオン浸透予測技術に関す

る研究
・凍結防止剤散布後の路面すべり抵抗値の推定に関する研究

寒地土木研究所月報 728 2014 1 ・北海道東部の草地周縁に整備された緩衝林帯の土壌環境と樹木の生育

寒地土木研究所月報 729 2014 2

・非線形有限要素解析による凍害を受けた RC はり部材の構造性能の評
価

・火山灰の反応性と火山灰を用いたコンクリートの特性
・粗面系舗装の凍結路面における性状を踏まえた凍結防止剤散布効果に

関する研究

寒地土木研究所月報 730 2014 3
・留萌川下流部河床形状の季節的変動に関する観測調査
・融雪期に発生する舗装のポットホールの実態と発生メカニズムの検討
・流域の平均標高が気候変動による融雪の早期化に与える影響

参考資料６－③　寒地土木研究所月報
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　①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応
　�　現下の社会的要請に的確に応えるため、研究所の行う研究開発のうち、以下の各項に示す目標について、
国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に反映しうる成果を早期に得ることを目指す研究開
発を重点的研究開発として位置付け、重点的かつ集中的に実施すること。
　�　また、重点的研究開発の実施に際しては、北海道総合開発計画及び食料・農業・農村基本計画等を踏まえ、
総合的な北海道開発を推進するため、積雪寒冷に適応した社会資本や食料基盤の整備に必要な研究開発に
ついても、重点的かつ集中的に実施すること。
　�　その際、本中期目標期間中の研究所の総研究費（外部資金等を除く。）の概ね 75％を充当することを目
途とする等、当該研究開発が的確に推進しうる環境を整え、明確な成果を上げること。
　�　なお、中期目標期間中に、社会的要請の変化等により、以下の各項に示す目標に対応する研究開発以外
に新たに重点的かつ集中的に対応する必要があると認められる課題が発生した場合には、当該課題に対応
する研究開発についても、機動的に実施すること。

　　ア）安全・安心な社会の実現
　　�　地震・津波・噴火・風水害・土砂災害・雪氷災害等による被害の防止・軽減・早期回復を図るために
必要な研究開発を行うこと。

　　イ）グリーンイノベーションによる持続可能な社会の実現
　　�　バイオマス等の再生可能なエネルギーの活用や資源の循環利用等、低炭素・低環境負荷型社会を実現
するために必要な研究開発を行うこと。

　　�　また、自然環境の保全・再生や健全な水循環の維持、食の供給力強化のための北海道の生産基盤づく
り等、人と自然が共生する持続可能な社会を実現するために必要な研究開発を行うこと。

　　ウ）社会資本の戦略的な維持管理・長寿命化
　　�　社会インフラの老朽化、厳しい財政状況等を踏まえ、社会インフラの効率的な維持管理に必要な研究
開発を行うこと。

　　�　また、材料技術等の進展を踏まえ、社会資本の本来の機能を増進するとともに、社会的最適化、長寿
命化を推進するために必要な研究開発を行うこと。

　　エ）土木技術による国際貢献
　　�　アジアそして世界への技術普及など、国際展開・途上国支援・国際貢献を推進するために必要な研究
開発を行うこと。

　②基盤的な研究開発の計画的な推進
　�　国が将来実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等を見据え、我が国の土木技術の着実な高度化
や良質な社会資本の整備及び北海道の開発の推進の課題解決に必要となる基礎的・先導的な研究開発を計
画的に進めること。その際、長期的視点も含めて、国内外の社会的要請の変化、多様な科学技術分野の要
素技術の進展、産学官各々の特性に配慮した有機的な連携等に留意しつつ、基礎的・先導的な研究開発を
積極的に実施すること。

（2）研究開発を効率的・効果的に進めるための措置

　①他の研究機関等との連携等
　�　研究開発テーマの特性に応じ、国内外の公的研究機関、大学、民間研究機関等との適切な役割分担のも
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とで、他分野との協調も含めた幅広い視点にたって、研究開発の効率的かつ効果的な連携を推進するもの
とする。その際、共同研究、人事交流等を効果的に実施し、より高度な研究開発の実現と成果の汎用性の
向上に努めること。

　②研究評価の的確な実施
　�　研究開発の実施にあたっては、評価を実施し、評価結果を課題の選定・実施に適切に反映させること。
その際、他の研究機関との重複排除を図り、研究所が真に担うべき研究開発に取り組むとの観点から、関
連研究機関の研究内容等を事前に把握するとともに、研究開発の事前、中間、事後の評価において、外部
からの検証が可能となるよう第三委員会による評価を行う等の所要の措置を講じること。また、成果をよ
り確実に社会・国民に還元させる視点で追跡評価を導入すること。

　③競争的研究資金等の積極的獲得
　�　競争的研究資金等外部資金の積極的獲得に取り組むことにより、研究所のポテンシャル及び研究者の能
力の向上を図るとともに、自己収入の確保に努めること。

（3）技術の指導及び成果の普及
　①技術の指導
　�　独立行政法人土木研究所法第 15 条により国土交通大臣の指示があった場合の他、災害その他の技術的
課題の対応のため、外部からの要請に基づき、又は研究所の自主的判断により、職員を国や地方公共団体
等に派遣し所要の対応に当たらせる等、技術指導を積極的に展開すること。

　②成果の普及
　�　（1）①の重点的研究開発の成果の他、（1）②の基盤的な研究開発等を通じて得られた重要な成果につい
ては、国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等の業務に容易に活用しうる形態によりとりま
とめること。
　�　また、成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文掲載、成果
発表会、メディアへの発表を通じて技術者のみならず広く国民への情報発信を行い、外部からの評価を積
極的に受けること。併せて、成果の電子データベース化やインターネットの活用により研究開発の状況、
成果を広く提供すること。

　③知的財産の活用促進
　�　成果に関する知的財産権は、保有する目的を明確にして、必要な権利の確実な取得や登録・保有コスト
の削減等により適切な維持管理を図るとともに、普及活動に取り組み活用促進を図ること。

（4）土木技術を活かした国際貢献

　①土木技術による国際貢献
　�　我が国特有の自然条件や地理的条件等の下で培った土木技術を活用し、産学官各々の特性を活かした有
機的な連携を図りつつ、世界各地の状況に即して、成果の国際的な普及や規格の国際標準化への支援等を
行うことにより、アジアをはじめとした世界への貢献に努めること。

　②水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）による国際貢献
　�　水関連災害とその危機管理に関しては、水災害・リスクマネジメント国際センターを中心に国際的な活
動を積極的に行い、国際貢献に努めること。
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（5）技術力の向上、技術の継承及び新技術の活用促進への貢献
　国土交通省等における技術力の向上及び適切な技術の継承に貢献すること。また、国土交通省の公共工事
等における新技術の活用促進の取組に積極的に貢献すること。
　事業実施における技術的課題の解決のため、国土交通本省、地方整備局及び北海道開発局等からの委託を
受けて研究開発を確実に実施すること。

3．業務運営の効率化に関する事項
　研究所の業務の運営に際しては、以下の各事項に関し具体的措置を講ずることにより、効率化を図ること。

（1）効率的な組織運営
　研究ニーズの高度化、多様化等の変化への機動的な対応や業務運営の効率化の観点から、効率的な運営体
制の確保を図るとともに、管理部門の簡素化に努めること。また、寒地技術推進室について集約化すること。

（2）業務運営全体の効率化
　研究開発業務その他の業務全体を通じて、引き続き情報化・電子化を進めるとともに外部への委託が可能
な業務のアウトソーシング化を行うことにより、高度な研究の推進が可能な環境を確保すること。
　内部統制については、更に充実・強化を図ること。
　対価を徴収する業務については、受益者の負担を適切なものとする観点から、その算定基準を適切に設定
すること。
　寄附金については、受け入れの拡大に努めること。
　特に、運営費交付金を充当して行う業務については、所要額計上経費及び特殊要因を除き、以下のとおり
とすること。
　一般管理費のうち業務運営の効率化に係る額について、前中期目標期間の最終年度（平成 22 年度）予算
額に対し、本中期目標期間の最終年度（平成 27 年度）までに 15％に相当する額を削減すること。また、経
費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切な見直しを行うこと。
　業務経費のうち業務運営の効率化に係る額について、前中期目標期間の最終年度予算額に対し、本中期目
標期間の最終年度までに 5％に相当する額を削減すること。
　契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）
に基づく取組を着実に実施すること等により、契約の適正化を推進し、業務運営の効率化を図ること。また、
透明性の確保を追求し、情報提供の在り方を検討すること。

4．財務内容の改善に関する事項
　運営費交付金等を充当して行う業務については、「3．業務運営の効率化に関する事項」等で定めた事項に
ついて配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。
　なお、保有資産の必要性について不断に見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、研究所が保有し
続ける必要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行うこと。
　別海実験場、湧別実験場及び朝霧環境材料観測施設（一部）については、平成 23 年度中に国庫納付すること。

5．その他業務運営に関する重要事項等
（1）施設及び設備に関する計画
　研究所が保有する施設、設備については、研究所の業務に支障のない範囲で、外部の研究機関の利用及び
大学・民間企業等との共同利用の促進を図ること。その際、受益者負担の適正化と自己収入の確保に努める
こと。
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　また、業務の確実な遂行のため計画的な整備・更新等を行うとともに、所要の機能を長期にわたり発揮し
うるよう、適切な維持管理に努めること。
　なお、保有資産の必要性について不断に見直しを行うこと。

（2）人事に関する事項
　高度な研究業務の推進のため、必要な人材の確保を図るとともに、人員の適正配置により業務運営の効率
化を図ること。
　また、良質な社会資本の効率的な整備及び北海道開発の推進に貢献するという使命を果たすため、行政と
の人事交流を的確に行うこと。
　さらに、人事評価システムにより、職員個々に対する評価を行い、職員の意欲向上を促し、能力の最大限
の活用等を図ること。
　給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方について厳し
く検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に計画的に取り組むとともに、その検証結果や
取組状況を公表すること。
　また、総人件費（退職手当等を除く。）についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推
進に関する法律」（平成 18 年法律第 47 号）に基づく平成 18 年度から 5年間で 5％以上を基本とする削減等
の人件費に係る取組を平成 23 年度においても引き続き着実に実施するとともに、政府における総人件費削
減の取組を踏まえ、厳しく見直すこと。

（3）その他
　国土交通省所管の独立行政法人及び関連する研究機関の業務の在り方の検討については、今後の独立行政
法人全体の見直しの議論等を通じ、適切に対応すること。








